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イントロダクション 編集方針

　JBICでは、ステークホルダーの皆さまに、JBICの持続的な価値創造に向けた戦略や取り組みをお伝えする目的で、
第５期中期経営計画（2024～2026年度）の公表に併せて、これまでの年次報告書を改め、統合報告書を発刊することと
致しました。我が国の対外経済政策の一翼の担い手としての、日本および国際経済の健全な発展への貢献に向けた
JBICの取り組みのご理解の一助となれば幸いです。
　編集にあたっては、IFRS財団が提示する国際統合報告フレームワークや、経済産業省が提唱する価値協創ガイダンス
などを参照しています。

ディスクレーマー / 免責事項

　本統合報告書には、中期経営計画等についてさまざまな目標や予想、見通しなどの将来に関する記述が含まれて
います。これらは、本統合報告書の作成時点における予測等を基礎としており、そのために一定の仮定による判断を
用いており、諸条件の変化によって、実際の結果は見通しから大きく異なる可能性があります。

報告対象

対象期間：2023年4月1日～2024年3月31日（一部対象期間外の活動も含みます）
対象組織：JBICおよび連結子会社

非財務情報

サステナビリティ
https://www.jbic.go.jp/ja/sustainability.html

JBIC WEBサイト

IR情報
https://www.jbic.go.jp/ja/ir/index.html

情報開示体系

● 有価証券報告書
● Form 18-K
● 事業報告書、計算書類、
財産目録決算報告書

● TCFD提言を踏まえた
気候変動関連情報開示

（注）2023年度は「年次報告書
2023追補版」として開示

※各種刊行物（会社案内・レポート・出版物・海外事業展開調査等）については、以下をご参照ください。
https://www.jbic.go.jp/ja/information/index.html

JBICならではの主な強み
経営資本
JBICのビジネスモデル
価値創造プロセス
JBICならではの取組事例
マテリアリティ（経営上の重要課題）
中期経営計画
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コンプライアンス、リスクマネジメント
財務資本
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価値創造を支える経営基盤

資源ファイナンス部門
インフラ・環境ファイナンス部門
産業ファイナンス部門
エクイティファイナンス部門
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価値創造を支える事業基盤

12年間の主要財務データ
組織概要
組織図
国内・海外拠点
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データセクション

財務情報

統合報告書
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JBICの使命

国際社会の多軸化・複雑化といった
いまだかつてない変革の時代だからこそ、
JBICには果たすべき使命がある。

世界の課題解決へ向けた「羅針盤・先導役」となり、
ステークホルダーと「共に」、

「価値ある」未来の「創造」に挑んでいく。

日本と世界・官と民をつなぐ唯一無二の金融機関として、
時代のニーズを捉え、自らを変革し、
世界の最前線で起きている政策課題の解決に挑戦し続けてきたDNA。

JBICならではのグローバルネットワークや多様な金融ツールを駆使して、
国際ビジネスの最前線で新たな課題に立ち向かい、

解決策を提供していく。

日本の力を、世界のために。

株式会社国際協力銀行(JBIC)は、日本政府が全株式を保有する政策金融機関
であり、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、以下に示した
4つの分野について金融業務を行い、もって、日本および国際経済社会の健全な
発展に寄与することを目的としています。

日本にとって重要な資源の
海外における開発および

取得の促進

日本の産業の国際競争力の
維持および向上

地球温暖化の防止等の
地球環境の保全を目的とする
海外における事業の促進

国際金融秩序の混乱の防止
またはその被害への対処

目的／ミッション

コーポレートスローガン

海図なき世界情勢の中で、
日本の力で未来を築く「羅針盤」でありたい。

JBICの中長期ビジョン

1. イントロダクション
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国際協力銀行（JBIC）は、日本を取り巻く国際政治経済状況や日本企業の海外
ビジネス形態の変遷を踏まえ、それぞれの時代の要請に応えるべく、機能の
充実・変容を図ることで、その責任を果たしてきました。一般の金融機関が行う
金融を補完することを旨としつつ、JBICは、これからも日本および国際経済
社会の健全な発展に貢献し続けます。

1986 西豪州LNGプロジェクト向け
融資契約調印
（初のプロジェクトファイナンス案件）

1987 インドネシア向けアンタイドローン調印
（日本政府の資金還流措置
（～1992年）に基づく第1号案件）

1972 外貨貸付制度の創設、
同制度に基づく初の融資承諾
（マレーシアでの電子部品製造事業）
アンタイドローン（事業開発等金融）
の追加

1952 日本、IMFおよび世界銀行に加盟 1971 ニクソンショック

1982 中南米債務危機
1985 プラザ合意
1987 ブラックマンデー
1989 ベルリンの壁崩壊

1973 第1次オイルショック
1979 第2次オイルショック

1956 日本、国連に加盟

2010 地球環境保全業務（GREEN）の創設

2014 円高緊急対応ファシリティの下、米国 スピリッツ製造・
販売事業(Beam Inc.）買収資金融資および劣後特約付
融資契約調印

2016 海外インフラ事業において日本企業のさらなるリスク
テイクを可能とするべく「特別業務」開始

2017 イラク変電設備輸出（本行特別業務第1号案件）向け
貸付契約調印

株式会社経営共創基盤との共同で
株式会社JBIC IG Partners設立

2019 北欧・バルト地域のIT先端企業を投資対象とする
ファンドに対する出資契約書調印

2018 英国 Moray East洋上風力発電事業向け貸付契約調印

英国 都市間高速鉄道計画
（Great Western Main Line）向け貸付契約調印

オーストラリア イクシスLNGプロジェクト向け
貸付契約調印発表

2012 株式会社日本政策金融公庫からの分離・独立により
株式会社国際協力銀行設立

2010 欧州債務危機 アラブの春 2020 英国、EU離脱
新型コロナウイルス感染拡大

2021 東京オリンピック・パラリンピック
2022 ロシアによるウクライナ侵攻
2023 コロナ禍後の経済活動本格始動

2015 COP21（第21回締約国会議）にて「パリ協定」に合意

2011 東日本大震災
2013 中国の「一帯一路」構想

2016 パリ協定発効

1950 日本輸出銀行設立

1951 初の融資承諾
（アルゼンチン向け水力発電機の輸出）

1966 米州開発銀行向け融資契約調印
（初の国際機関向け融資）

1952 日本輸出入銀行に改称

国
際
経
済
・
社
会
の
動
向

1993 ブルガリア向け
アンタイドローン調印
（日本政府の資金協力計画
（～1997年）に基づく第1号
案件）

2008 国際協力銀行と
国内3公庫の統合により
株式会社日本政策金融
公庫設立

リーマンショックを踏まえ、
JBIC特例業務の設置の上、
日本企業を支援

1998 日本政府の「新宮澤構想」等
に基づくアジア支援策の
実施

1999 日本輸出入銀行と
海外経済協力基金の
統合により
国際協力銀行設立

1991 バブル崩壊 ソ連崩壊

2001 アメリカ同時多発テロ
2005 京都議定書発効

2009 COP15（国連気候変動枠組
条約第15回締約国会議）にて
「コペンハーゲン合意」決定

2008 リーマンショック

1992 国連気候変動枠組条約採択

1994 メキシコ通貨危機
1997 アジア通貨危機
1999 ユーロ誕生

1993 EU発足
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1964 東京オリンピック・パラリンピック
日本、OECDに加盟

1967 ASEAN結成

1. イントロダクション

JBICのあゆみ

2020 成長投資ファシリティの下、新型コロナ危機対応
緊急ウィンドウ創設の上、日本企業の海外事業を
支援

2022 日本企業の海外展開をより幅広く支援するため、
先進国向け融資の拡充

2023 国際情勢の変化等を踏まえ
法改正によりJBICのさらなる機能強化

「先導」と「共創」:
世界の課題解決を「先導」する。

未来を「共に創る」。
“Navigate toward and

Co-create a Valuable Future”

テーマ

2024 第５期中期経営計画スタート（2024～2026年度）

1950～ 1970～
2010～1990～

グローバリゼーションへの
対応と国際金融秩序維持

株式会社国際協力銀行設立
エクイティファイナンス部門新設
法改正によるさらなる機能強化

2020～

輸出入を通じた日本経済復興・
高度経済成長への貢献

経済摩擦、日本企業の
国際化への対応

都市間高速鉄道計画
（Great Western Main Line）

Moray East 洋上風力発電事業 北欧・バルトファンドの投資事例
（自動運転EVトラック）
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融資契約調印

2016 海外インフラ事業において日本企業のさらなるリスク
テイクを可能とするべく「特別業務」開始

2017 イラク変電設備輸出（本行特別業務第1号案件）向け
貸付契約調印

株式会社経営共創基盤との共同で
株式会社JBIC IG Partners設立

2019 北欧・バルト地域のIT先端企業を投資対象とする
ファンドに対する出資契約書調印

2018 英国 Moray East洋上風力発電事業向け貸付契約調印

英国 都市間高速鉄道計画
（Great Western Main Line）向け貸付契約調印

オーストラリア イクシスLNGプロジェクト向け
貸付契約調印発表

2012 株式会社日本政策金融公庫からの分離・独立により
株式会社国際協力銀行設立

2010 欧州債務危機 アラブの春 2020 英国、EU離脱
新型コロナウイルス感染拡大

2021 東京オリンピック・パラリンピック
2022 ロシアによるウクライナ侵攻
2023 コロナ禍後の経済活動本格始動

2015 COP21（第21回締約国会議）にて「パリ協定」に合意

2011 東日本大震災
2013 中国の「一帯一路」構想

2016 パリ協定発効

1950 日本輸出銀行設立

1951 初の融資承諾
（アルゼンチン向け水力発電機の輸出）

1966 米州開発銀行向け融資契約調印
（初の国際機関向け融資）

1952 日本輸出入銀行に改称

国
際
経
済
・
社
会
の
動
向

1993 ブルガリア向け
アンタイドローン調印
（日本政府の資金協力計画
（～1997年）に基づく第1号
案件）

2008 国際協力銀行と
国内3公庫の統合により
株式会社日本政策金融
公庫設立

リーマンショックを踏まえ、
JBIC特例業務の設置の上、
日本企業を支援

1998 日本政府の「新宮澤構想」等
に基づくアジア支援策の
実施

1999 日本輸出入銀行と
海外経済協力基金の
統合により
国際協力銀行設立

1991 バブル崩壊 ソ連崩壊

2001 アメリカ同時多発テロ
2005 京都議定書発効

2009 COP15（国連気候変動枠組
条約第15回締約国会議）にて
「コペンハーゲン合意」決定
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1992 国連気候変動枠組条約採択
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1997 アジア通貨危機
1999 ユーロ誕生

1993 EU発足
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1964 東京オリンピック・パラリンピック
日本、OECDに加盟

1967 ASEAN結成

1. イントロダクション

JBICのあゆみ

2020 成長投資ファシリティの下、新型コロナ危機対応
緊急ウィンドウ創設の上、日本企業の海外事業を
支援

2022 日本企業の海外展開をより幅広く支援するため、
先進国向け融資の拡充

2023 国際情勢の変化等を踏まえ
法改正によりJBICのさらなる機能強化

「先導」と「共創」:
世界の課題解決を「先導」する。

未来を「共に創る」。
“Navigate toward and

Co-create a Valuable Future”

テーマ

2024 第５期中期経営計画スタート（2024～2026年度）

1950～ 1970～
2010～1990～

グローバリゼーションへの
対応と国際金融秩序維持

株式会社国際協力銀行設立
エクイティファイナンス部門新設
法改正によるさらなる機能強化

2020～

輸出入を通じた日本経済復興・
高度経済成長への貢献

経済摩擦、日本企業の
国際化への対応

都市間高速鉄道計画
（Great Western Main Line）

Moray East 洋上風力発電事業 北欧・バルトファンドの投資事例
（自動運転EVトラック）



職員数（人）職員数（人）

民間資金動員額（2024年3月31日時点）

一人当たりの与信残高

アフリカ
4,809億円

大洋州
1兆1,228億円

中南米
2兆4,234億円

1. イントロダクション

At a Glance
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カタール
アルカルサ太陽光発電事業
に対するプロジェクトファイ
ナンス

メキシコ
自動車部品の製造・販売
事業に対する融資

チリ
センチネラ銅鉱山拡張事業
に対するプロジェクトファイ
ナンス

ブラジル
VALEからのペレットおよび
ペレットフィードの安定的
輸入

豪州
クイーンズランド州の太陽
光発電事業

パラオ
海底ケーブル関連設備の
輸出を支援

中南米大洋州

フィジー
電力会社への出資
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国際機関との比較 海外類似機関との比較

48.0

140.3140.3

57.1

10.7
31.7

101.8

119.7

22.4

アジア
4兆4,450億円

ヨーロッパ
3兆4,637億円

中 東
2兆2,596億円

北 米
3兆8,987億円

地域別出融資保証残高状況（2024年3月31日時点） ※その他、国際機関等の数字は含んでおりません。

12.812.8

55.655.6

13.613.6
37.837.8

10.510.5

86.986.9

135.9135.9 145.1145.1

14.314.3

India
 EXIM（印）SACE（伊）JBIC UKEF（英） USEXIM（米）KFW-

 IPEX（独）
EFA（豪） USDFC（米） CEXIM（中）EDC（加） AFD（仏）

ADBJBIC IDB IFC世界銀行

EBRD EIBAfDB

203.6203.6203.6203.6

モロッコ
タザ陸上風力発電事業に
対するプロジェクトファイ
ナンス

ベナン
太陽光発電事業および
小学校向けランタン電化
事業に対する融資

アラブ首長国連邦
ワルサン廃棄物処理・発電
事業に対するプロジェクト
ファイナンス

アブダビ国営石油会社
（ADNOC）に対する融資

中東
トルコ
トルコ産業開発銀行クレ
ジットライン震災被害復興
に貢献する地球環境保全
プロジェクト

アジアの電力・インフラ整備に貢献
台湾
洋上風力事業に対するプロ
ジェクトファイナンス

バングラデシュ
メグナハット天然ガス複合
火力発電所に対するプロ
ジェクトファイナンス

インドネシア
ジャワ1 Gus to Power
事業に対するプロジェクト
ファイナンス

ベトナム
屋根置き型太陽光発電事業

ウズベキスタン
ウズベキスタン向け通信
インフラ関連設備輸出プロ
ジェクト

インド
廃棄物発電事業

アジア
インド
日系自動車メーカーのサプ
ライチェーン強靱化を支援

アメリカ
水素ステーションを運営
するスタートアップ企業へ
の出資

フリーポートおよびキャメ
ロンLNGプロジェクトに
対するプロジェクトファイ
ナンス

カナダ
リサイクル資源である電
気・電子廃棄物のカナダに
おける権益取得に対する
融資

北 米

中東欧地域
中東欧地域のスタートアップ
企業に投資を行うファンド
に出資

北欧・バルト地域
先端技術のスタートアップ
を投資対象とするファンド
に出資

イギリス
Tr i ton  Kno l l海底送電
事業に対するプロジェクト
ファイナンス

都市間高速鉄道事業に
対するプロジェクトファイ
ナンス

ヨーロッパ

2兆379億円
出融資保証承諾額 資金動員

4兆4,954億円
民
　間

アフリカ

※各社公表資料によりJBIC作成
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1. イントロダクション

不確実な世界における「先導役」として

国際社会の課題解決に挑戦し続けます

総裁メッセージ

　国際協力銀行（JBIC）に対する皆さまのご理解ご支援に、心から感謝申し上げます。

　私たちを取り巻く世界は、3年前に第4期中期経営計画（2021～2023年度）を作成した頃と比較しますと、

大きく変化しました。ロシアによる不当なウクライナ侵攻に続いて、2023年にはイスラエルとハマスの武力

紛争が勃発したほか、世界各地で異常気象が頻発するなど、国際社会の不確実性は一層高まっています。

米中の地政学的対立が続く中で、グローバルサウスと称される国々の存在感が増し、不安定な情勢の下で

多極化が進んでいます。私たちが信じていたリベラルな国際秩序やグローバリゼーションの概念が揺らぎ、

既存の価値観が問われている時代でもあります。

　世界がこうしたさまざまなチャレンジに直面する今日、日本経済が持続的に成長するためには、経済安全

保障の確保とサプライチェーンの強靱化、気候変動問題など地球規模の課題解決への貢献、デジタル技術

などを駆使した変革への挑戦といった、グローバルな視野に立った取り組みが必要です。だからこそ、国境を

越えた金融業務を行う唯一の公的金融機関であるJBICが果たせる役割は大きいと感じています。

JBICが果たす役割は日々進化する一方、信頼に応えることに変わりはありません
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株式会社国際協力銀行

代表取締役総裁　林 信光
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1. イントロダクション

　第４期中期経営計画の最終年度である、2023年度の出融資・保証承諾実績は２兆379億円となり、３カ年

通期での出融資保証承諾額実績は、６兆4,187億円となりました。これは第３期中期経営計画の実績を上回る

水準であり、重点取組課題ごとに設けた定量目標の達成状況も、おおむね良好な結果となりました。

　GX（グリーントランスフォーメーション）への対応やグローバルサウスとの連携に資する案件では、トルコ

で発生した震災被害の復興に資する再エネおよび省エネ事業向け融資と保証、日印ファンド向け出資、日本

企業がベトナムで展開するバイオマス燃料製造・販売事業向け融資を行いました。

　多国間連携に資する案件としては、台湾の洋上風力発電事業については融資と保証に加えて出資も行い、

ウクライナ支援に関する案件では、ポーランド開発銀行が発行したサムライ債への保証を実施しました。

社会的課題の解決に貢献する取り組みでは、ベナンにおけるランタン電化事業向け融資および保証、日本の

スタートアップ企業がアンティグア・バーブーダで行う小規模分散型水循環システムの製造・販売事業向け

融資を行いました。

　資源確保に直結する案件としては、チリにおける銅鉱山拡張事業向け融資や、日本企業が鉄鋼原料を安定

的に調達するためのブラジル企業向け融資を通じた支援を実施しました。また、日本企業の米国現地法人が

手掛ける半導体の製造過程で必要な化学品等の輸送・保管事業の設備投資に必要な資金を融資しました。

このほか、インドに進出する日系農機メーカーのサプライチェーンを、インドの地場金融機関経由で支援

しました。さらに、世界中でデータセンターの需要が高まる中、日本の通信企業がインドで実施するデータ

センター事業向け融資、中東欧ファンド向け出資を行っています。

GX対応やサプライチェーンの強靱化をはじめ、多様な事業を金融面で支援します

　一方、JBICは、日々刻々と変化する社会情勢、世界の環境に対応して、日本企業が世界の最前線で活躍

できるように、その業務や役割を常にアップデートしつつ、JBIC独自のリスクテイク機能や金融機能を駆使

して変容させてきました。そして、現場のフロンティアにおいて国際機関等と連携して、幅広いステークホル

ダーの皆さまと共に国際ビジネスの最前線で新たな課題に立ち向かってきました。先の見えない時代にあって

も、JBICはトップランナーとして引き続き国際社会の課題解決に挑戦し続けます。

　振り返りますと、2016年に、まず専務取締役としてJBICの経営に参画して以来、海外での重要資源の開発や、

産業競争力の維持・向上など、日本の対外経済政策に具体的なプロジェクトを通じて貢献していける醍醐味を

実感しています。さまざまな政府や国際機関、グローバル企業と交渉し、具体的な案件を組成した結果として、

現地で新たな雇用が創出され、地域の環境が現実に改善していく過程を間近で見てきました。私たちは政府

の方針に沿った金融業務を、単に遂行するだけの組織ではありません。例えば次世代エネルギーとして期待

される水素やアンモニアに係るプロジェクトを実際に支援することを通じて、現場での課題に直面し、課題

を乗り越えてきました。我が国の政策を現場で実現するとともに、現場の経験から政策づくりに貢献できる

のが、JBICならではの強みだと思います。

　松尾芭蕉が「奥の細道」の旅を通じて体得した普遍的な理念に、「不易流行」があります。古くから変わら

ないもの＝「不易」と、日々変化する新しいもの＝「流行」は、対立するものではなく、それぞれが大切である

という考えです。不易と流行それぞれに価値があるというのは、私も日々実感していますが、芭蕉の卓見は、

この2つが根本的には同一であるというところにまで、考えを深めた点にあります。JBICにおける業務も、

まさしく「不易流行」です。1950年に、前身が設立されて以来、JBICは日本の対外政策を担う公的金融機関

として、国際金融に関する専門性をベースにした業務を展開し、お客様の信頼に応えてきました。私は、脈々

と受け継がれてきた「公共性」「国際性」「専門性」という柱、これらは、JBICの根幹を成す大切なバリューだと

考えています。
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1. イントロダクション

　Ⅰ-Ⅳの取組課題は、それぞれが独立した目標ではなく、互いに連携しているものと捉えています。例えば

「Ⅰ：持続可能な未来の実現」の中で掲げた、カーボンニュートラルと経済発展を両立していくには、「Ⅱ」の

中の取組目標である「革新的技術・事業の展開支援」が不可欠です。イノベーティブな技術を商用化し、世の中

へ普及させるには、JBICが保有する多様な金融機能を駆使してリスクテイクをし、「Ⅲ」に掲げた「独自の

ソリューション」を提供する必要があります。そのためには「Ⅳ：価値創造に向けた組織基盤の強化・改革」を

着実に進め、職員一人ひとりがより前向きなマインドで働ける組織にしなければならないと考えています。

　具体的な支援事例として2024年4月にJBICは、日本の電力会社が参画する、ドイツでの地熱発電プロ

ジェクトを支援しました。この案件に適用された革新的なテクノロジーは、カナダ企業が保有する「クローズド

ループ地熱利用技術」というものです。従来の地熱発電とは異なり、地下の熱水や蒸気が十分に得られなく

ても効率的に熱を取り出せるため、試掘段階であきらめていた地域でも地熱開発が可能になります。世界で

初めて、この技術が商用化されるプロジェクトです。民間の金融機関では、未商用化技術にはなかなか融資

することはできませんが、JBICが先導して「特別業務」の適用によって技術リスクを取りました。また、私たちが

保有するEUとの太いパイプを通じて、欧州イノベーション基金や欧州投資銀行など国際機関とも連携し、

この案件を組成しました。このような、民間金融機関だけでは取り切れないリスクに挑戦し、JBIC独自の

知見やリレーションを活かして、プロジェクトを実現していくことで、新しいビジネスモデルを開花させる

先導役になっていきます。

　重点取組課題の「Ⅳ：価値創造に向けた組織基盤の強化・改革」は、社内制度や勤務環境の整備を中心

に、段階的に進めてきたことですが、今後3カ年でさらに進展させます。

　JBICの企業理念と行動原則を踏まえ、日本および国際経済社会の健全な発展に貢献していくには、根幹

業務を担っている職員一人ひとりが、公共性と国際性、そして金融に関する専門性を高い水準で備えている

ことが前提となります。そのために、優れた人材の獲得・育成と、その活躍を後押しする働き方改革を推進して

きました。過去2年間の成果としては、まずオフィスワークとテレワークを組み合わせたハイブリッドワーク

をセキュアな環境で遂行できるように、ネットワーク基盤を整備しました。並行して、全ての総合職の職員に

パソコンやスマートフォンに加えてタブレット端末を配布し、ペーパーレス化と業務の効率化を一気に進め

ました。2023年4月には、「JBIC Academia」という新たな研修体系を創設しています。この体系の中に、

自律的なキャリア形成・能力開発を支援するべく、海外職務経験、ファイナンスや言語などの知見、ビジネス・

マネジメントスキルなどを幅広く習得できる多様な研修を設定しています。また、ワークライフバランスに

配慮して、男性育休取得の普及を含む育児・介護と仕事の両立支援、勤務体制の柔軟化などを目的とした

諸制度を整備してきました。見かけの数字以上に、柔軟な働き方ができる職場だと感じている職員が増えて

いるようです。第5期中期経営計画の下、このような人的資本の充実化につながる環境整備・制度設計を

人的資本を拡充し、エンゲージメントの高い組織づくりを進めます

　国際情勢の歴史的・構造的な変化および課題への対処と、経済安全保障に対応したサプライチェーンの

再構築、気候変動問題の解決につながる新技術の開発・普及などに向けて、JBICでは今般、2024～2026年度

を対象とする第5期中期経営計画を策定しました。

　計画立案の過程では、経営陣による議論の進捗を職員にも公開して意見を求めながら、検討を重ねました。

その結果、本計画を遂行するためのテーマを、“Navigate toward and Co-create a Valuable Future”

としました。

　中期経営計画のテーマとして、Valuable Futureを目指して、我々はNavigateする、Co-create共創する

ということを記しています。Navigateするというのは、我々が先頭に立って、道を示していくということで、

お客様とCo-createすることもあれば、さまざまなステークホルダーを巻き込んでCo-createするという

ことでもあり、もちろん組織の中でCo-createするということでもあります。重要なのは将来がValuableで

あるため、どういう点においてバリュー、付加価値を我々が創出することができるかということです。お客様

に対しても、プロジェクトに対しても、ホストカントリーに対しても、あるいは我々の組織の仲間に対しても、

バリューを創出する仕事をそれぞれが実践していくんだ、というのがValuable Futureに込めた思いです。

そのために、職員がより積極的で前向きな仕事ができるような組織にしていかなければなりません。

　本計画では、JBICがこの3カ年で優先的に実行し実現したいと考える「重点取組課題」を、以下の通り４つ

掲げました。

世界の課題解決を「先導」し、「価値ある」未来を「共に創る」
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Ⅳ

ⅡⅠ

Ⅲ

持続可能な未来の実現 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

・ カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献
・ ホスト国との恊働による社会課題解決への貢献
・ サステナビリティ経営の責任ある実行

・ 我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する戦略的な
バリューチェーン／サプライチェーン強靱化および先端的産業
基盤整備への支援
・ 革新的技術・事業の展開支援
・ グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援

戦略的な国際金融機能の発揮による
独自のソリューション提供

価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

・ 我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援
・ 戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供

・ 人的資本経営の実践
・ DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
・ エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・
効率的運営
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　本計画では、JBICがこの3カ年で優先的に実行し実現したいと考える「重点取組課題」を、以下の通り４つ

掲げました。

世界の課題解決を「先導」し、「価値ある」未来を「共に創る」
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Ⅳ

ⅡⅠ

Ⅲ

持続可能な未来の実現 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

・ カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献
・ ホスト国との恊働による社会課題解決への貢献
・ サステナビリティ経営の責任ある実行

・ 我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する戦略的な
バリューチェーン／サプライチェーン強靱化および先端的産業
基盤整備への支援
・ 革新的技術・事業の展開支援
・ グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援

戦略的な国際金融機能の発揮による
独自のソリューション提供

価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

・ 我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援
・ 戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供

・ 人的資本経営の実践
・ DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
・ エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・
効率的運営
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1. イントロダクション

　不確実性が一層高まっている国際社会の情勢を鑑みると、昨日より今日、そして今日より明日は、ますます

“制約の多い世界”になると、私は考えています。これまでグローバリゼーションによって恩恵を受けてきた

日本企業が、今後どのように活動のスペースを見出していけるのか、日本とって必要なエネルギー資源を

確保しサプライチェーンを強靱化していくのか、という課題はより困難にならざるを得ません。こうした課題

を解決していくために、JBICへのお客様の期待はより大きくなっていきます。我々もより創意工夫しリスクを

取って、不断の業務革新をしていかなければなりません。「公共性」「国際性」「専門性」を柱に、我々が先導

（Navigate）し共創（Co-create）する、「我が国および国際経済社会の健全な発展に寄与する」重要性は、

今後さらに高まっていくと信じています。

　そのためにも日頃よりフットワークを軽くして、お客様とのコミュニケーションを絶やさず、現場で起きて

いることを自分の目で見て体感し、自らも成長していかないといけない。環境変化に後追いで対応するの

ではなく変化を自ら先取りし、リスクを取って問題解決能力を最大限に発揮していくということが必要です。

JBIC職員がお客様に新しいアイデアやファイナンスを提案・提供することはもちろん、お客様や関係者を

結びつけ、相手国政府や関係当局との橋渡しをすることも、ますます活発にできる組織にしたいと思って

います。

“制約の多い世界”で、JBICはより大きな期待に応えて役割を果たしていきます継続し、また、多様な考えの人が納得感を持って気持ちよく働ける、ダイバーシファイされた組織づくりをさら

に進めていきます。

　私は、各職員の仕事がプロジェクトの関係者にとどまらず、世の中にいかに役立っているかを、職員一人

ひとりが実感できる組織をつくっていきたいと考えています。そうした組織づくりを進めるために、「役員

コミットメント」として、役員がコミットする事項を取りまとめ、面談、案件、事案について、早い段階で役職員

ともにブレーンストーミングを行い、役員自ら、大きな方向性に向けた建設的指示と、必要な調整を行って

いくことなどを行内に示しました。職員の多様性を尊重し、役職にかかわらず対等に対応すること、どんな場合

でも誰もが発言しやすい組織風土をつくること。従来の価値観にとらわれず、新しいこと、新しいやり方に

チャレンジし、職員の成長を促す組織文化をより浸透させること。そして、役員としてビジョンを示し、求心力

を高めていくことを目的としています。明るくなければつまらないし、楽しくなければ仕事ではない。そして

仕事は裏切らないと考えています。私自身が先頭に立って、JBICを明るく楽しい職場に、価値ある未来を

提供できる組織にしていきたいと考えています。
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マテリアリティ（経営上の重要課題）

中期経営計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

018

019

021

022

024

026

027

価値創造ストーリー

1

2

3

4

5

6

7



017株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

JBICならではの主な強み

経営資本

JBICのビジネスモデル

価値創造プロセス

JBICならではの取組事例

マテリアリティ（経営上の重要課題）

中期経営計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

018

019

021

022

024

026

027

価値創造ストーリー

1

2

3

4

5

6

7



018 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 019株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

日本と世界、官と民をつなぐ唯一無二の金融機関
　JBICは、日本と世界、官と民をつなぐ唯一無二の
金融機関です。脱炭素化実現に向けた、経済成長と
エネルギー移行の両立、サプライチェーンの再構築等
を推し進める「世界の国々」と、カーボンニュートラル
の実現、DXの推進、我が国産業の強靱化や国際競争力
の維持・向上を図りたい「日本」。社会課題に取り組んで
いる「日本政府、外国政府」と、海外の成長を取り込んで
ビジネスを拡大したい「日本企業」。それぞれのニーズ
をつなぐ海外プロジェクトを、他の組織・企業とは
異なる独自の立ち位置で、多様な金融スキームや高度
な知見を駆使し、支援しているのがJBICです。

世界

日本

官
（政策）

民
（ビジネス）

外国政府、
国際機関等との
対話

関係省庁、
政府機関等との
連携

外国企業、
海外協調融資
銀行等との
協力

日本企業、
国内協調融資
銀行等との
協働

日本と世界の社会課題を解決する独自の金融機能
　JBICは、独自の金融機能により、日本と世界の
社会課題の解決に貢献しています。独自の金融機能
とは、①長年、国際金融の舞台で培ってきた金融力、
②戦略性・独自性のある情報・ナレッジの提供、
③ホスト国との良好な関係・強固なネットワークなど

により、案件組成段階からプロアクティブに働きかけて
いくエンゲージメントであり、これらを掛け合わせる
ことによって、日本はもとより世界の社会課題の解決
に貢献していきます。

　JBICならではのグローバルネットワーク、多様な
金融ツールや国際金融の知見を駆使し、案件組成に
際しては、ストラクチャリングによるポリティカル
リスクの軽減・抑止、国際機関・他国政府機関との協調・
連携、特別業務を活かした技術リスクを含むリスク

テイクなど、さまざまな場面で主導的な役割を果た
してきました。
　今後も国際金融への知見を駆使し、民間資金動員
を推進しながら、日本と国際経済社会の健全な発展
に貢献していきます。

金融力 × ×情報・ナレッジ エンゲージメント

先駆的取組を推進するリスクテイク能力

JBICならではの主な強み

2. 価値創造ストーリー

　JBICは毎年、国際的なプロジェクト・ファイナンス業界の
専門誌から、「Deal of the Year」や「Global Multilateral of the 
Year」ほか、数多くの賞を幅広い地域、セクターにおける出融資
保証案件について受賞しています。JBICは今後も、さまざまな
金融手法を活用した案件組成やリスクテイク機能等を通じて、
日本企業のプラント機器の輸出や海外事業展開を金融面から
積極的に支援していきます。

　JBICは、設立以来、日本を取り巻く国際政治経済状況や日本企業の海外ビジネス形態の変遷を踏まえ、機動的に業務
内容の拡充・変容を図りながら、我が国政府の対外経済政策の一翼を担い、一貫して日本および国際経済の健全な発展
に貢献してきました。こうした価値創造は、4つの経営資本が源泉となっています。今後も、４つの経営資本の高度化や
おのおのを組み合わせることによって、より一層、社会課題の解決に努めていきます。

経営資本 資本の概要

財務資本
● 安定した財務基盤
● 政府信用/自己調達
● 総資産、純利益 

人的資本
● 「専門性」「公共性」「国際性」
を兼ね備えた人材

•JBICは設立以降黒字を維持する等、自律的な収益構造を確立・維持、その利益を
国庫に納付しています。
•また設立以来、長期にわたり国際金融の最前線にて活動してきた知見を駆使し、
市場リスク等を軽減しつつ、日本政府との一体性を土台に、効率的かつ安定的に
外貨資金調達を実施し、長期巨額な資金を提供できる安定的な財務基盤を持って
いることも特徴です。この財務基盤を活かして、民間金融機関ではできないハイ
リスク案件にも投融資を実行しています。

•「国際ビジネスの最前線で、日本そして世界の未来を展きます。」という企業理念
の下、ますます多様化・高度化するニーズに応えるためには、国際金融に関する
「専門性」、複雑化する国際関係の中で日本と国際経済社会の発展を見据えられる
「公共性（パブリックマインド）」や「国際性（グローバルマインド）」が必要だと考えて
います。JBICの職員一人ひとりはこの3つのスキルを兼ね備えており、組織の基盤
となっています。

•JBICの価値創造の基盤となる3つのスキル「専門性」、「公共性」、「国際性」を一層
強化するため、人的資本の強化に努めています。例えば、職員個々の強みや適性に
着目し、その後のキャリアパスも見据え、研修制度である「JBIC Academia」や
海外大学院への留学・国際機関への出向などを通して、多面的なスキルを継続的
に開発・強化していくことを人材開発・育成方針としています。

JBICの価値創造の基盤となる3つのスキルを兼ね備えた人材

自律的・安定的な財務基盤

人材育成

▶詳細はP.80「財務戦略」

▶詳細は
P.58「人的資本経営の実践」

経営資本
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エネルギー移行の両立、サプライチェーンの再構築等
を推し進める「世界の国々」と、カーボンニュートラル
の実現、DXの推進、我が国産業の強靱化や国際競争力
の維持・向上を図りたい「日本」。社会課題に取り組んで
いる「日本政府、外国政府」と、海外の成長を取り込んで
ビジネスを拡大したい「日本企業」。それぞれのニーズ
をつなぐ海外プロジェクトを、他の組織・企業とは
異なる独自の立ち位置で、多様な金融スキームや高度
な知見を駆使し、支援しているのがJBICです。
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国際機関等との
対話

関係省庁、
政府機関等との
連携
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銀行等との
協力

日本企業、
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日本と世界の社会課題を解決する独自の金融機能
　JBICは、独自の金融機能により、日本と世界の
社会課題の解決に貢献しています。独自の金融機能
とは、①長年、国際金融の舞台で培ってきた金融力、
②戦略性・独自性のある情報・ナレッジの提供、
③ホスト国との良好な関係・強固なネットワークなど

により、案件組成段階からプロアクティブに働きかけて
いくエンゲージメントであり、これらを掛け合わせる
ことによって、日本はもとより世界の社会課題の解決
に貢献していきます。

　JBICならではのグローバルネットワーク、多様な
金融ツールや国際金融の知見を駆使し、案件組成に
際しては、ストラクチャリングによるポリティカル
リスクの軽減・抑止、国際機関・他国政府機関との協調・
連携、特別業務を活かした技術リスクを含むリスク

テイクなど、さまざまな場面で主導的な役割を果た
してきました。
　今後も国際金融への知見を駆使し、民間資金動員
を推進しながら、日本と国際経済社会の健全な発展
に貢献していきます。

金融力 × ×情報・ナレッジ エンゲージメント

先駆的取組を推進するリスクテイク能力

JBICならではの主な強み

2. 価値創造ストーリー

　JBICは毎年、国際的なプロジェクト・ファイナンス業界の
専門誌から、「Deal of the Year」や「Global Multilateral of the 
Year」ほか、数多くの賞を幅広い地域、セクターにおける出融資
保証案件について受賞しています。JBICは今後も、さまざまな
金融手法を活用した案件組成やリスクテイク機能等を通じて、
日本企業のプラント機器の輸出や海外事業展開を金融面から
積極的に支援していきます。

　JBICは、設立以来、日本を取り巻く国際政治経済状況や日本企業の海外ビジネス形態の変遷を踏まえ、機動的に業務
内容の拡充・変容を図りながら、我が国政府の対外経済政策の一翼を担い、一貫して日本および国際経済の健全な発展
に貢献してきました。こうした価値創造は、4つの経営資本が源泉となっています。今後も、４つの経営資本の高度化や
おのおのを組み合わせることによって、より一層、社会課題の解決に努めていきます。

経営資本 資本の概要

財務資本
● 安定した財務基盤
● 政府信用/自己調達
● 総資産、純利益 

人的資本
● 「専門性」「公共性」「国際性」
を兼ね備えた人材

•JBICは設立以降黒字を維持する等、自律的な収益構造を確立・維持、その利益を
国庫に納付しています。
•また設立以来、長期にわたり国際金融の最前線にて活動してきた知見を駆使し、
市場リスク等を軽減しつつ、日本政府との一体性を土台に、効率的かつ安定的に
外貨資金調達を実施し、長期巨額な資金を提供できる安定的な財務基盤を持って
いることも特徴です。この財務基盤を活かして、民間金融機関ではできないハイ
リスク案件にも投融資を実行しています。

•「国際ビジネスの最前線で、日本そして世界の未来を展きます。」という企業理念
の下、ますます多様化・高度化するニーズに応えるためには、国際金融に関する
「専門性」、複雑化する国際関係の中で日本と国際経済社会の発展を見据えられる
「公共性（パブリックマインド）」や「国際性（グローバルマインド）」が必要だと考えて
います。JBICの職員一人ひとりはこの3つのスキルを兼ね備えており、組織の基盤
となっています。

•JBICの価値創造の基盤となる3つのスキル「専門性」、「公共性」、「国際性」を一層
強化するため、人的資本の強化に努めています。例えば、職員個々の強みや適性に
着目し、その後のキャリアパスも見据え、研修制度である「JBIC Academia」や
海外大学院への留学・国際機関への出向などを通して、多面的なスキルを継続的
に開発・強化していくことを人材開発・育成方針としています。

JBICの価値創造の基盤となる3つのスキルを兼ね備えた人材

自律的・安定的な財務基盤

人材育成

▶詳細はP.80「財務戦略」

▶詳細は
P.58「人的資本経営の実践」

経営資本
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経営資本 資本の概要

知的資本
● 独自の金融ソリューション
● 戦後復興からポストコロナまで
日本の対外政策を構築・実現
してきた歴史/経験、知の継承

•JBICは、ソブリン、コーポレート、プロジェクトファイナンス/ストラクチャード
ファイナンス、出資といった多様な金融手法のほか、マクロ経済分析、環境・サステナ
ビリティ、国際法務等、国際金融の最前線の舞台で培われた独自の情報・ナレッジ
を有しています。これらは、JBICならではの事業活動を支える強みであり、非財務
資本の基盤です。
•長期的な視点に基づき、世界規模の資源・インフラ案件などを先駆的な金融手法
を用い、数多くのプロジェクトを支援しています。近年では、エクイティ投資を積極
化させ、さらなるリスクテイクの後押しを行っています。また、海外投資や国際金融
等に関する調査・研究に関しては、さまざまな分野において、海外の政府機関や
国内外の研究機関、有識者等とも交流し、情報の収集・分析やナレッジ提供に取り
組んでいます。

独自の金融ソリューション

•1950年に、戦後の経済復興を輸出振興により果たすべく設立されて以来、資源
エネルギーの確保、対外不均衡の是正、我が国産業の対外直接投資促進など、
その時代その時代のさまざまな政策課題に的確に対応しながら、我が国にとって
重要な対外政策を金融面から支援してきました。これらの経験・知識を時代を
超えて継承し、今後も一層日本の対外政策を構築・実現していきます。

日本政府の対外政策を支えてきた歴史

社会関係資本
● 我が国政府の対外経済政策
の一翼を担う金融機関なら
ではの各国政府・機関との
長年のパートナーシップ・
ネットワーク

•JBICは我が国政府の対外政策の一翼を担う唯一無二の政策金融機関として、
戦後より日本と世界、官と民をつなぐ取り組みを地道に継続してきました。こうした
役割と海外18事務所等を通じ培ってきた独自のネットワークを活用し、足許では
出融資保証残高約18兆3,551億円となっています。
•JBICは、各国政府や国際機関と社会課題解決に係る案件組成等を通じて、長年
積み重ねたパートナーシップを有しています。JBICの強みであるこの世界規模の
ネットワークを活かし、今後も日本や世界の社会課題の解決に貢献していきます。

世界規模のネットワーク

2. 価値創造ストーリー

羅針盤・先導役

資本の概要JBICは、中長期ビジョンとして「海図なき世界情勢の中で、日本の力で未来を築く
「羅針盤」でありたい。」、第５期中期経営計画において｢『先導』と『共創』:世界の
課題解決を『先導』する。未来を『共に創る』。」ことを掲げています。時代の先駆者と
なり「日本そして世界の未来を展いていく」ことこそ、JBICがこれまで果たしてきた、
そしてこれからも果たすべき役割であると考えています。

　世界の最前線で起きている問題に対して職員一人ひとりが意識を向け、確認し、解決策を考える。時代のニーズを先取り
し、その時々のニーズに応えるためJBIC自らの機能を変革させ、臨機応変にプロジェクトを支援し、グローバルな課題
の解決策を導いていく、これがJBICのビジネスモデルです。JBICの強みを存分に発揮しながら、ビジネスモデルの3つの
要素を相互に作用させ、世界の最前線で起きている社会課題の解決に貢献していきます。

ビジネスモデルの3つの要素

時代のニーズに応じた
機能変革

2012年に株式会社国際協力銀行設立以後、JBICは外部環境の変化や時代の要請・
ニーズに柔軟に対応するため、その時々で法改正を踏まえ機能強化を行い、自己
変革を行ってきました。今後も未来を見据え、臨機応変に機能変革していきます。
　直近の法改正等の事例 2016年：特別業務開始  

2022年：先進国向け融資の拡充
2023年：JBIC法改正

独自の知見・
リレーションを
活かした支援

サプライチェーンの強靱化や地球規模課題へのソリューション提供等は、日本の
産業界等と共に目標に向かうパートナーとしての姿勢を持ち、ファイナンスによる
支援のみならず、これまで培ってきた国際的な知見・リレーションを活用して、「我が国
および国際経済社会の健全な発展への貢献」を具体化できる案件への支援を実現
するため、具体的にどういった解決策があるかをJBICから提案していくことが重要
であると考え、ファイナンス＋α（アルファ）の支援を行っています。

羅針盤・先導役

JBICの強み

独自の知見・
リレーションを
活かした支援

時代のニーズに
応じた
機能変革

世界の最前線で起きている
社会課題の解決

中長期ビジョンの
実現

支援メニューはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/support-menu/index.html

JBICのビジネスモデル
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財務資本
●安定した財務基盤
●政府信用／自己調達
●総資産、純利益

人的資本
●「専門性」「公共性」「国際性」を兼ね
備えた人材

知的資本
●独自の金融ソリューション
●戦後復興からポストコロナまで日本
の対外政策を構築・実現してきた
歴史／経験、知の継承

社会関係資本
●我が国政府の対外経済政策の一翼
を担う金融機関ならではの各国
政府・機関との長年のパートナー
シップ・ネットワーク
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アウトカム

持続可能な未来の実現
我が国産業の強靱化と創造的変革への貢献
戦略的な国際金融機能の発揮を通じた独自のソリューション
による対外経済政策構築・実現への貢献
価値創造に向けた組織基盤の強化・改革の達成

外部環境
●カーボンニュートラルと経済成長の両立、エネルギー安全
保障の重要性

●サプライチェーンの分断、デリスキングの重要性の高まり

●先進国とグローバルサウスとの関係性の変化、国際社会の
多軸化の進行

●生成AIに象徴されるDX普及や革新的技術の開発・実装と
クリーン電力確保等新たな課題への対応

●インフレと債務コスト増など国際金融環境の変化

●我が国の労働市場の変容・人口減少を踏まえた「人への投資」
進展

アウトプット

（注）第5期中期経営計画の重点取組
課題、取組目標、目標件数（3年間
累計）

インプット/経営資本 （→P.19）

2. 価値創造ストーリー

ビジネスモデル （→P.21）

価値創造の基盤

ガバナンス

リスクマネジメント

・日本と世界、官と民をつなぐ唯一
無二の金融機関
・日本と世界の社会課題を解決
する独自の国際金融機能
・先駆的取組を推進するリスク
テイク能力

JBICの主な強み

羅針盤・先導役

独自の知見・
リレーションを
活かした支援

1

2

3

4

第5期中期経営計画
（→P.27）

マテリアリティ

●サステナビリティ経営の責任ある実行

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

104

39

33

12

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

39

16

12

5

●カーボンニュートラルと経済発展の
統合的実現への貢献

●ホスト国との協働による社会課題解決
への貢献

持続可能な未来の実現

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

40

19

11

7

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

180

90

60

30

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

79

29

24

11

●我が国のエネルギー安全保障の確保、
国益に資する戦略的なバリューチェーン／
サプライチェーン強靱化および先端的産業
基盤への支援

●グローバルに活躍する中堅・中小企業
の海外展開支援●革新的技術・事業の展開支援

我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

目標件数 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

53

54

22

18

●我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援

●戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供

戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供

価値創造に向けた組織基盤の強化・改革
●人的資本経営の実践
●DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
●エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・効率的運営

（→P.64）

（→P.72）

（→P.26）

価値創造プロセス

時代のニーズに
応じた

機能変革
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シップ・ネットワーク
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ドイツ法人Eavor Erdwärme Geretsried GmbHが実施する地熱発電および
地域熱供給事業に対するプロジェクトファイナンス（2024年4月）
●クローズドループ地熱利用技術の初の商用化案件。同技術を用いることで、従来の地熱発電と異なり、地下の熱水
や蒸気が十分に得られない地域でも効率的に熱を取り出すことができるため、幅広いエリアでの開発が可能と
なり、同技術は地熱業界のゲームチェンジャーになり得る技術。欧州域内における安定的な再生可能エネルギー
由来の電力・熱供給に貢献する案件として、欧州イノベーション基金による支援も決定。今後世界各国での商用化
が期待されている。

●中部電力（株）が出資者として事業参画し、長期にわたり運営・管理
に携わる海外インフラ事業を金融面から支援することで、日本の
産業の国際競争力の維持・向上に貢献するもの。

●本件は、技術的優位性を持つ企業の先進技術を用いた事業として、
「技術リスク」を伴う案件に該当。JBICとして、特別業務の下で「技術
リスク」を取る初のプロジェクトファイナンス。
●JBICと欧州投資銀行（EIB）とが締結した業務協力協定にも沿った
取り組み。

台湾Hai Long洋上風力発電事業に対する融資（プロジェクトファイナンス）・
保証・出資（2023年9月・10月）
●台湾彰化県沖で実施される発電容量1,022MWの洋上風力発電所プロジェクトを支援（JBIC初のアジアでの
風力発電案件）。

●台湾では、電源構成の約8割を火力発電が占めているところ、2022年３月に「2050年ネットゼロ排出ロード
マップ」を発表し、2050年までに電力供給に占める再生可能エネルギーの割合を60～70％に引き上げる方針。
本件は、台湾の再生可能エネルギー移行政策に沿うもの。

●三井物産（株）が同事業の建設・所有・運営に参画し、国営の台湾電力と地場民間企業に20年以上の長期にわたり
売電するもの。

●民間金融機関に加え豪州輸出金融公社（EFA）などの有志国6カ国※
計7つの開発金融機関・輸出信用機関が台湾の脱炭素方針上重要な
プロジェクトを協調支援。
※日本、豪州、カナダ、英国、ベルギー、ノルウェー。

トルコ産業開発銀行（TSKB）向けクレジットラインの設定（2023年12月）
●持続可能な災害復興を地球環境保全業務（GREEN）により支援（JBIC初）。TSKBを通じて被災地での高効率
送電線修復等、震災（2023年2月発生）からの持続可能な復興に資する地球環境保全事業を金融面から支援する
枠組みを設定したもの。

●トルコにおける震災被害復興に資する再生可能エネルギー事業、
エネルギー効率化事業および水・廃棄物関連事業に必要な資金を
融資するため、TSKBとの間で2億米ドル（うちJBIC融資金額1億2千
万米ドル）のクレジットラインを締結。

●TSKBはトルコの政策金融機関であり、持続可能な復興を掲げる
トルコの地震復興政策においては、金融面から先導的な役割を果た
している。

ファンドスキームを通じた支援
●JBICはこれまで、日本企業と共に、海外のスタートアップ支援を通じて、現地の新たなイノベーションを取り込む
ことで、日本企業のグリーントランスフォーメーション（GX）・デジタルトランスフォーメーション（DX）を後押し。

●代表的な取り組みとして、2019年1月に北欧・バルト地域におけるスタートアップ向け投資を行うベンチャー
キャピタルファンドNordicNinjaを創設。2023年3月には後継ファンドとなるNordicNinja IIを設立し、投資
対象地域を北部ヨーロッパ地域全体に拡大して投資活動を行っている。また、2023年5月には米国およびポー
ランドにてファンド組成実績のあるff Venture Capitalと協働し、中東欧地域におけるスタートアップ向け投資を
手掛けるベンチャーキャピタルファンドff Red & Whiteを新設。

●法改正を踏まえ、5期中期経営計画では、国内のスタートアップをダイレクトに支援することで、我が国産業の
創造的変革に貢献していく。

●また、インドにおける環境保全および日本企業とインド企業の協業促進に貢献するIndia-Japan Fund（日印
ファンド）に出資。インドの政府系ファンド管理会社National Investment and Infrastructure Fund Limited
が組成・運営し、運営面ではJBICの子会社JBIC IG Partnersと連携。

出典：中部電力プレスリリース

・スキーム図

補助金出資等

売 電

売 熱

Eavor Erdwärme Geretsried GmbH
（事業実施主体）

電力オフテイカー

熱オフテイカーPF融資

民間金融機関／公的金融機関
（民間分はNEXI付保）

JBIC EU
イノベーション

基金

JBICならではの取組事例

2. 価値創造ストーリー

Eaver Technologies Inc.（注）
（約60％）

中部電力（約40％）
（注）カナダ・カルガリーに拠点を置く、クローズドループ地熱利用

技術の研究・開発、案件形成、サービス提供等を行う地熱
開発企業。

TSKB との調印式

出 資

協業機会の創出

協 業

組成・運用

JBIC インド政府

・日印ファンドスキーム図

投 資
（JBICとIGPIのJV）

India-Japan Fund

●環境保全分野
●日本企業と協業可能性のある企業・
プロジェクト

日本企業
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　　JBICは、第５期中期経営計画の策定に併せて新たにマテリアリティ（経営上の重要課題）を特定しました。

　一般の金融機関が行う金融を補完することを旨と
しつつ、「日本にとって重要な資源の海外における
開発および取得」、「日本の産業の国際競争力の維持
および向上」、「地球温暖化の防止等の地球環境の
保全を目的とする海外における事業の促進」、「国際

金融秩序の混乱の防止またはその被害への対処」の
４つのミッションにおいて業務を行い、もって「日本
および国際経済社会の健全な発展に寄与すること」。
これが、JBICとして果たすべき変わらぬ使命です。

JBICの目的／ミッション

　現在、国際情勢は、ロシアのウクライナ侵攻、先進国
とグローバルサウスの関係性の変化、インフレ・債務
コスト増等による国際金融環境の不安定化、エネル
ギー・食料問題を含む経済安全保障に対応したサプ
ライチェーンの再構築や生成AIに象徴されるDX普及
や革新的技術の開発・実装などといった歴史的・構造
的な課題に直面しています。また、気候変動問題への
対処は、引き続き国際社会の喫緊の課題ですが、

脱炭素化社会の実現と持続可能な経済成長の両立に
あたっては、革新的な技術によるブレークスルーが
必要不可欠となっています。こうした現状認識の下で、
経営上の重要課題としてのマテリアリティの考え方の
整理を行っています（なお、この現状認識に応じて、
第5期中期経営計画における重点取組課題の設定等
も行っています）。

現状認識

　上記の現状認識を踏まえ、「日本および国際経済社会の健全な発展に寄与する」との使命の下でJBICが取り
組むべき課題は以下のとおりと考えます。

● 日本にとっての重要な資源の海外における開発および取得、技術の先駆・開拓等を通じ、日本のエネルギー安全
保障や日本の産業の国際競争力の維持および向上に貢献する。

● サプライチェーン再構築等による経済安全保障の確保、革新的技術・新事業の展開への支援を通じ、日本の
産業の強靱化と創造的変革に貢献する。

● さまざまなステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカーボンニュートラルや相手国が抱える社会課題
を達成・解決し、サステナブルな世界の実現に貢献する。

● グローバルな視座を持った政策金融機関として、多国間連携等独自のソリューションを活用し、対外経済政策
実現に貢献する。

　加えて、こうした課題解決を達成するためには、JBICの人的資本である「専門性」「公共性」「国際性」を兼ね
備えた人材が明るく、楽しく、前向きに働ける職場環境を整えるなど、時代や環境に即応し価値創造していく
ために、人材・ガバナンスといった組織基盤を強化・改革することも重要です。
　こうしたことからマテリアリティを以下のとおり特定しています。これらについて、今後、必要に応じ、見直しを
行っていく予定です。

マテリアリティ（経営上の重要課題）について

マテリアリティ（経営上の重要課題）

2. 価値創造ストーリー

中期経営計画

第5期中期経営計画（2024～2026）の全体像
　JBICは、2021～2023年度を対象とする第4期
中期経営計画において、脱炭素社会の実現に向けた
イノベーションや、不可逆的に進展するエネルギー
変革・デジタル変革を見据えた取組課題を設定し、
3年間で、累計6兆4,187億円の出融資保証承諾を
行いました。
　現在、国際情勢は、ロシアのウクライナ侵攻、先進国
とグローバルサウスの関係性の変化、インフレ・債務
コスト増などによる国際金融環境の不安定化、エネ
ルギー・食料問題を含む経済安全保障に対応したサプ
ライチェーンの再構築といった歴史的・構造的な変化
と課題に直面し、より一層不確実性を増しています。
また、気候変動問題への対処は、引き続き国際社会の
喫緊の課題ですが、脱炭素化社会の実現と持続可能
な経済成長の両立にあたっては、革新的な技術による
ブレークスルーが必要不可欠となっています。
　JBICはこうした諸課題の解決に向けて、今般、
2024～2026年度を対象とする第5期中期経営計画
を策定致しました。本中期経営計画では、さまざまな

ステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカー
ボンニュートラルの達成やホスト国の抱える社会
課題の解決を通じ、持続可能な未来を実現すること
を重点取組課題の1つとして設定しました。また、
2023年4月の株式会社国際協力銀行法（JBIC法）の
改正による機能強化を通じ、エネルギー安全保障の
確保やサプライチェーンの強靱化に向けた取り組み、
革新的技術・新事業の展開やスタートアップ企業への
積極的な支援を行うことで、我が国産業の創造的
変革を後押しします。加えて、多国間連携の推進や
特別業務を含むリスクテイク機能を通じ、JBIC独自
のソリューションを提供することで、我が国の対外
経済政策の構築・実現にも貢献します。
　国際社会が多軸化・複雑化する中、JBICならではの
グローバルネットワークや多様な金融ツールを駆使
し、従来以上に民間資金動員を推進しながら、本中期
経営計画に基づく取り組みを進めることで、日本と
国際経済社会の健全な発展に貢献していきます。

インフレと
債務コスト増など
国際金融環境の変化

歴史的・構造的変化

カーボンニュートラルと
経済成長の両立

エネルギー安全保障の重要性

我が国の労働市場の変容・
人口減少を踏まえた
「人への投資」進展

先進国とグローバルサウス
との関係性の変化

国際社会の多軸化の進行

サプライチェーンの分断
デリスキングの
重要性の高まり

生成AIに象徴される
DX普及や革新的技術の
開発・実装とクリーン電力

確保など新たな課題への対応

第5期中期経営計画に基づく４つの課題への取り組み

マテリアリティ

「日本および国際経済社会の健全な発展に寄与すること」という設立目的も踏まえマテリアリティを特定

エネルギー／
技術の先駆・開拓

産業の
強靱化・革新

サステナブルな
世界の共創

グローバル
危機への機能発揮

ウェルビーイング
経営
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　　JBICは、第５期中期経営計画の策定に併せて新たにマテリアリティ（経営上の重要課題）を特定しました。

　一般の金融機関が行う金融を補完することを旨と
しつつ、「日本にとって重要な資源の海外における
開発および取得」、「日本の産業の国際競争力の維持
および向上」、「地球温暖化の防止等の地球環境の
保全を目的とする海外における事業の促進」、「国際

金融秩序の混乱の防止またはその被害への対処」の
４つのミッションにおいて業務を行い、もって「日本
および国際経済社会の健全な発展に寄与すること」。
これが、JBICとして果たすべき変わらぬ使命です。

JBICの目的／ミッション

　現在、国際情勢は、ロシアのウクライナ侵攻、先進国
とグローバルサウスの関係性の変化、インフレ・債務
コスト増等による国際金融環境の不安定化、エネル
ギー・食料問題を含む経済安全保障に対応したサプ
ライチェーンの再構築や生成AIに象徴されるDX普及
や革新的技術の開発・実装などといった歴史的・構造
的な課題に直面しています。また、気候変動問題への
対処は、引き続き国際社会の喫緊の課題ですが、

脱炭素化社会の実現と持続可能な経済成長の両立に
あたっては、革新的な技術によるブレークスルーが
必要不可欠となっています。こうした現状認識の下で、
経営上の重要課題としてのマテリアリティの考え方の
整理を行っています（なお、この現状認識に応じて、
第5期中期経営計画における重点取組課題の設定等
も行っています）。

現状認識

　上記の現状認識を踏まえ、「日本および国際経済社会の健全な発展に寄与する」との使命の下でJBICが取り
組むべき課題は以下のとおりと考えます。

● 日本にとっての重要な資源の海外における開発および取得、技術の先駆・開拓等を通じ、日本のエネルギー安全
保障や日本の産業の国際競争力の維持および向上に貢献する。

● サプライチェーン再構築等による経済安全保障の確保、革新的技術・新事業の展開への支援を通じ、日本の
産業の強靱化と創造的変革に貢献する。

● さまざまなステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカーボンニュートラルや相手国が抱える社会課題
を達成・解決し、サステナブルな世界の実現に貢献する。

● グローバルな視座を持った政策金融機関として、多国間連携等独自のソリューションを活用し、対外経済政策
実現に貢献する。

　加えて、こうした課題解決を達成するためには、JBICの人的資本である「専門性」「公共性」「国際性」を兼ね
備えた人材が明るく、楽しく、前向きに働ける職場環境を整えるなど、時代や環境に即応し価値創造していく
ために、人材・ガバナンスといった組織基盤を強化・改革することも重要です。
　こうしたことからマテリアリティを以下のとおり特定しています。これらについて、今後、必要に応じ、見直しを
行っていく予定です。

マテリアリティ（経営上の重要課題）について

マテリアリティ（経営上の重要課題）

2. 価値創造ストーリー

中期経営計画

第5期中期経営計画（2024～2026）の全体像
　JBICは、2021～2023年度を対象とする第4期
中期経営計画において、脱炭素社会の実現に向けた
イノベーションや、不可逆的に進展するエネルギー
変革・デジタル変革を見据えた取組課題を設定し、
3年間で、累計6兆4,187億円の出融資保証承諾を
行いました。
　現在、国際情勢は、ロシアのウクライナ侵攻、先進国
とグローバルサウスの関係性の変化、インフレ・債務
コスト増などによる国際金融環境の不安定化、エネ
ルギー・食料問題を含む経済安全保障に対応したサプ
ライチェーンの再構築といった歴史的・構造的な変化
と課題に直面し、より一層不確実性を増しています。
また、気候変動問題への対処は、引き続き国際社会の
喫緊の課題ですが、脱炭素化社会の実現と持続可能
な経済成長の両立にあたっては、革新的な技術による
ブレークスルーが必要不可欠となっています。
　JBICはこうした諸課題の解決に向けて、今般、
2024～2026年度を対象とする第5期中期経営計画
を策定致しました。本中期経営計画では、さまざまな

ステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカー
ボンニュートラルの達成やホスト国の抱える社会
課題の解決を通じ、持続可能な未来を実現すること
を重点取組課題の1つとして設定しました。また、
2023年4月の株式会社国際協力銀行法（JBIC法）の
改正による機能強化を通じ、エネルギー安全保障の
確保やサプライチェーンの強靱化に向けた取り組み、
革新的技術・新事業の展開やスタートアップ企業への
積極的な支援を行うことで、我が国産業の創造的
変革を後押しします。加えて、多国間連携の推進や
特別業務を含むリスクテイク機能を通じ、JBIC独自
のソリューションを提供することで、我が国の対外
経済政策の構築・実現にも貢献します。
　国際社会が多軸化・複雑化する中、JBICならではの
グローバルネットワークや多様な金融ツールを駆使
し、従来以上に民間資金動員を推進しながら、本中期
経営計画に基づく取り組みを進めることで、日本と
国際経済社会の健全な発展に貢献していきます。

インフレと
債務コスト増など
国際金融環境の変化

歴史的・構造的変化

カーボンニュートラルと
経済成長の両立

エネルギー安全保障の重要性

我が国の労働市場の変容・
人口減少を踏まえた
「人への投資」進展

先進国とグローバルサウス
との関係性の変化

国際社会の多軸化の進行

サプライチェーンの分断
デリスキングの
重要性の高まり

生成AIに象徴される
DX普及や革新的技術の
開発・実装とクリーン電力

確保など新たな課題への対応

第5期中期経営計画に基づく４つの課題への取り組み

マテリアリティ

「日本および国際経済社会の健全な発展に寄与すること」という設立目的も踏まえマテリアリティを特定

エネルギー／
技術の先駆・開拓
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サステナブルな
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グローバル
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第５期中期経営計画のテーマ

重点取組課題

　さまざまなステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカーボンニュートラルや相手国が抱える社会課題
を達成・解決し、持続可能な未来を実現する

「先導」と「共創」：世界の課題解決を「先導」する。未来を「共に創る」。
本計画においては、“Navigate toward and Co-create a Valuable Future”を取り組みのテーマとしました。

日本と世界、官と民をつなぐ政策金融機関として、特別業務等の独自のリスクテイク機能・国際金融への知見を駆使し、
民間資金の動員も行いつつ、世界の課題解決を先導し、未来を共に創っていきます。

●カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献
●ホスト国との協働による社会課題解決への貢献
●サステナビリティ経営の責任ある実行

世界

111件 143件
第４期中期経営計画
関連実績の件数

第5期中期経営計画
関連目標（注）の件数

取組例（第４期中期経営計画期間）

フランス
洋上風力電事業への融資

ベナン
太陽光発電事業および
ランタン電化事業への
融資・保証

台湾
洋上風力発電事業への
出融資保証

メキシコ
メキシコ政府発行SDGs
サムライ債の一部取得

中南米地域
アンデス開発公社
（CAF）向け融資・保証
（GREEN）

ウズベキスタン
データセンター新設
通信インフラ輸出への融資

インド
日印ファンド（India-Japan 
Fund）向け出資

カナダ
Eスクラップの権益取得
への融資

アンティグア・バーブーダ
小規模分散型水循環シス
テム開発事業への融資

カーボンニュートラル関連
社会課題関連

2. 価値創造ストーリー

重点取組課題Ⅰ　持続可能な未来の実現

インド
廃棄物発電事業向け
融資・保証

インドネシア
インドネシア政府発行ブルー
サムライ債の一部取得

スタートアップへの貢献
NordicNinjaの主な投資対象地域 ff Red & Whiteの主な投資対象地域

1・2号ファンド
投資対象地域

（北欧・バルト諸国）

2号ファンド
追加対象地域

（英国・アイルランド・
ベネルクス諸国）

ポーランドドイツ
チェコ

ハンガリー
ルーマニア

オーストリア
スロバキア

● JBICはこれまで、日本企業と共に、海外のスタートアップ支援を通じて、現地の新たなイノベーションを取り込む
ことで、日本企業のGX・DXを後押し。

● 法改正を踏まえて、5期中期経営計画では、国内のスタートアップをダイレクトに支援することで、我が国産業の
創造的変革に貢献していく。

経済安全保障の確保への貢献

● 国際社会が多軸化し、サプライチェーンの見直しが進む中で、半導体・EV・蓄電池分野等の、我が国のグローバルな
　先端産業動向を改めて捕捉。
● 日本企業の事業のみに着目するのではなく、日本企業が一翼を担うグローバルサプライチェーン全体を強靱化
　することで、我が国の経済安全保障に貢献していく。

日本外国

従来から可能なもの法改正により新たに可能になったもの

重要物資・
技術

日本企業日系企業特定外国法人 特定外国法人

重要物質・技術のサプライチェーンや産業基盤

重要物資・
技術

民間銀行（協調融資）

重要物資・
技術

融資
（事業開発等金融）

融資
（事業開発等金融）

　エネルギー安全保障やサプライチェーン再構築等による経済安全保障の確保、スタートアップを含む革新的
技術・新事業の展開、中堅・中小企業の海外展開への支援を通じ、我が国産業の強靱化と創造的変革に貢献する。

●我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する戦略的なバリューチェーン/サプライチェーン強靱化
および先端的産業基盤整備への支援

●革新的技術・事業の展開支援
●グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援

日本重点取組課題Ⅱ 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

（注）P.32以降で示す中期経営計画における取組目標をご参照ください。
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第５期中期経営計画のテーマ

重点取組課題

　さまざまなステークホルダーと共に、世界共通の課題であるカーボンニュートラルや相手国が抱える社会課題
を達成・解決し、持続可能な未来を実現する

「先導」と「共創」：世界の課題解決を「先導」する。未来を「共に創る」。
本計画においては、“Navigate toward and Co-create a Valuable Future”を取り組みのテーマとしました。

日本と世界、官と民をつなぐ政策金融機関として、特別業務等の独自のリスクテイク機能・国際金融への知見を駆使し、
民間資金の動員も行いつつ、世界の課題解決を先導し、未来を共に創っていきます。

●カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献
●ホスト国との協働による社会課題解決への貢献
●サステナビリティ経営の責任ある実行

世界

111件 143件
第４期中期経営計画
関連実績の件数

第5期中期経営計画
関連目標（注）の件数

取組例（第４期中期経営計画期間）

フランス
洋上風力電事業への融資

ベナン
太陽光発電事業および
ランタン電化事業への
融資・保証

台湾
洋上風力発電事業への
出融資保証

メキシコ
メキシコ政府発行SDGs
サムライ債の一部取得

中南米地域
アンデス開発公社
（CAF）向け融資・保証
（GREEN）

ウズベキスタン
データセンター新設
通信インフラ輸出への融資

インド
日印ファンド（India-Japan 
Fund）向け出資

カナダ
Eスクラップの権益取得
への融資

アンティグア・バーブーダ
小規模分散型水循環シス
テム開発事業への融資

カーボンニュートラル関連
社会課題関連

2. 価値創造ストーリー

重点取組課題Ⅰ　持続可能な未来の実現

インド
廃棄物発電事業向け
融資・保証

インドネシア
インドネシア政府発行ブルー
サムライ債の一部取得

スタートアップへの貢献
NordicNinjaの主な投資対象地域 ff Red & Whiteの主な投資対象地域

1・2号ファンド
投資対象地域

（北欧・バルト諸国）

2号ファンド
追加対象地域

（英国・アイルランド・
ベネルクス諸国）

ポーランドドイツ
チェコ

ハンガリー
ルーマニア

オーストリア
スロバキア

● JBICはこれまで、日本企業と共に、海外のスタートアップ支援を通じて、現地の新たなイノベーションを取り込む
ことで、日本企業のGX・DXを後押し。

● 法改正を踏まえて、5期中期経営計画では、国内のスタートアップをダイレクトに支援することで、我が国産業の
創造的変革に貢献していく。

経済安全保障の確保への貢献

● 国際社会が多軸化し、サプライチェーンの見直しが進む中で、半導体・EV・蓄電池分野等の、我が国のグローバルな
　先端産業動向を改めて捕捉。
● 日本企業の事業のみに着目するのではなく、日本企業が一翼を担うグローバルサプライチェーン全体を強靱化
　することで、我が国の経済安全保障に貢献していく。

日本外国

従来から可能なもの法改正により新たに可能になったもの

重要物資・
技術

日本企業日系企業特定外国法人 特定外国法人

重要物質・技術のサプライチェーンや産業基盤

重要物資・
技術

民間銀行（協調融資）

重要物資・
技術

融資
（事業開発等金融）

融資
（事業開発等金融）

　エネルギー安全保障やサプライチェーン再構築等による経済安全保障の確保、スタートアップを含む革新的
技術・新事業の展開、中堅・中小企業の海外展開への支援を通じ、我が国産業の強靱化と創造的変革に貢献する。

●我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する戦略的なバリューチェーン/サプライチェーン強靱化
および先端的産業基盤整備への支援

●革新的技術・事業の展開支援
●グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援

日本重点取組課題Ⅱ 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

（注）P.32以降で示す中期経営計画における取組目標をご参照ください。
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独自性

ポーランド/BGK発行サムライ債保証

インドにおける2023年度の主な支援実績

ワルシャワ近郊のウクライナ避難民施設を往訪した際の写真

30件 53件
第４期中期経営計画関連実績の件数 第5期中期経営計画関連目標（注）の件数

2件
2021年度

関連実績の件数

14件
2022年度

関連実績の件数

14件
2023年度

関連実績の件数

22件
2024年度

関連実績の件数

2. 価値創造ストーリー

　グローバルな視座を持った政策金融機関として、多国間連携や特別業務を含むリスクテイク機能等の独自の
ソリューションを活用し、対外経済政策実現を後押しする。

●我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援
●戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供

重点取組課題Ⅲ 戦略的な国際金融機能の発揮による
　　　　　　　 独自のソリューション提供

案件名

日印ファンド
（India Jーapan Fund）

出資対象はインドのクリーン・グロースセクター。インド
政府と共にLP出資。

GREEN（地球環境保全業務）
（事業開発等金融）

国営発電公社（NTPC、NTPC RE、NHPC）や国営銀行（PFC）
向けにGREENを複数提供。

IndusInd向け農機
セクター裾野産業支援

クボタ、ヤンマーの日系建機メーカーのディーラー・サプ
ライヤー・販売金融事業者支援。

NTT GDCI向け
データセンター事業支援

NTTのインド法人（NTT GDCI）が実施する新規データ
センター事業向け支援

案件概要

再生可能エネルギー事業

廃棄物・水処理事業

電気自動車関連事業

日本企業の関与する事業

組織力

● JBICらしさを支える人的資本を
充実化させる新たな人材戦略の
策定・導入

● 上記進捗状況の可視化
● 多様な立場の役職員が活躍できる
環境整備の継続

● 生成AIを活用した業務効率化施策
のアジャイル導入

● 電子決定・文書管理システムを含む
稼働済システムのさらなる改善

Navigate toward and Co-create a Valuable Future

DXによる業務効率化・
業務推進基盤の整備人的資本経営の実践

エンゲージメントの
高い組織づくり

● 「役員コミットメント」の実践継続
と改善

● ミドル・バック部門の業務の再定義
と貢献可視化

案件実現への金融支援（JBICの価値創造）

　時代や環境に即応し、価値創造していくため、役職員の能力を最大限発揮できるエンゲージメントの高い組織へ
進化していく。

●人的資本経営の実践
●DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
●エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・効率的運営

重点取組課題Ⅳ 価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

（注）P.32以降で示す中期経営計画における取組目標をご参照ください。
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独自性

ポーランド/BGK発行サムライ債保証

インドにおける2023年度の主な支援実績

ワルシャワ近郊のウクライナ避難民施設を往訪した際の写真

30件 53件
第４期中期経営計画関連実績の件数 第5期中期経営計画関連目標（注）の件数

2件
2021年度

関連実績の件数

14件
2022年度

関連実績の件数

14件
2023年度

関連実績の件数

22件
2024年度

関連実績の件数

2. 価値創造ストーリー

　グローバルな視座を持った政策金融機関として、多国間連携や特別業務を含むリスクテイク機能等の独自の
ソリューションを活用し、対外経済政策実現を後押しする。

●我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援
●戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供

重点取組課題Ⅲ 戦略的な国際金融機能の発揮による
　　　　　　　 独自のソリューション提供

案件名

日印ファンド
（India Jーapan Fund）

出資対象はインドのクリーン・グロースセクター。インド
政府と共にLP出資。

GREEN（地球環境保全業務）
（事業開発等金融）

国営発電公社（NTPC、NTPC RE、NHPC）や国営銀行（PFC）
向けにGREENを複数提供。

IndusInd向け農機
セクター裾野産業支援

クボタ、ヤンマーの日系建機メーカーのディーラー・サプ
ライヤー・販売金融事業者支援。

NTT GDCI向け
データセンター事業支援

NTTのインド法人（NTT GDCI）が実施する新規データ
センター事業向け支援

案件概要

再生可能エネルギー事業

廃棄物・水処理事業

電気自動車関連事業

日本企業の関与する事業

組織力

● JBICらしさを支える人的資本を
充実化させる新たな人材戦略の
策定・導入

● 上記進捗状況の可視化
● 多様な立場の役職員が活躍できる
環境整備の継続

● 生成AIを活用した業務効率化施策
のアジャイル導入

● 電子決定・文書管理システムを含む
稼働済システムのさらなる改善

Navigate toward and Co-create a Valuable Future

DXによる業務効率化・
業務推進基盤の整備人的資本経営の実践

エンゲージメントの
高い組織づくり

● 「役員コミットメント」の実践継続
と改善

● ミドル・バック部門の業務の再定義
と貢献可視化

案件実現への金融支援（JBICの価値創造）

　時代や環境に即応し、価値創造していくため、役職員の能力を最大限発揮できるエンゲージメントの高い組織へ
進化していく。

●人的資本経営の実践
●DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
●エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・効率的運営

重点取組課題Ⅳ 価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

（注）P.32以降で示す中期経営計画における取組目標をご参照ください。
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取組目標①　カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献

重点取組課題Ⅰ　持続可能な未来の実現

重点取組課題Ⅱ　我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

● 再生可能エネルギー、省エネルギー、水素・アンモニア、カーボンリサイクル燃料、蓄電池、資源循環（サーキュラー
エコノミー）、次世代モビリティ、省エネ建築物、エネルギー転換、CCS/CCUS等に関する事業へのファイナンスを
通じ、世界のGXに向けた取り組みや、各国のカーボンニュートラルへの多様な道筋を踏まえたエネルギー・
トランジションに向けた取り組みを支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

104

39

33

12

取組目標④　我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資するバリューチェーン/
               サプライチェーン強靱化および先端的産業基盤への支援
● 我が国のエネルギー安全保障の確保に資するエネルギー案件、海外向け設備投資・輸出案件を含む我が国企業の
グローバルなバリューチェーン/サプライチェーンの強靱化に資する案件、ベースメタルやクリティカルミネラルズ
等の鉱物資源の権益確保・輸入に係る案件等への支援を通じ、我が国産業の強靱化を支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

79

29

24

11

取組目標②　ホスト国との協働による社会課題解決への貢献
● 医療環境の整備（病院・医療機器・医療ネットワーク）、レジリエントな基礎インフラの整備（上下水道、交通インフラ、
防災、地方電化・分散型電源、情報通信）、衛生環境の向上（廃棄物処理・再生利用）、自然資本の保全・回復（海洋
プラスチック対策等）、食糧安全保障の確保（フードバリューチェーン）など、持続可能な成長に向けたホスト国の
社会課題解決に資する事業を支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

39

16

12

5

取組目標③　サステナビリティ経営の責任ある実行
● 気候変動問題を中心とするサステナビリティに関する先駆的取組の推進
● 広範なサステナビリティ関連事項（例：自然資本・人権・ジェンダーなど）の先端的動向の調査・分析と発信
● 気候変動関連のリスク管理（移行リスク・物理リスク）やサステナビリティ関連情報開示・発信を含む取り組みの
高度化

2. 価値創造ストーリー

取組目標 取組目標⑤　革新的技術・事業の展開支援
● スタートアップ企業へのファイナンスやバリューアップの取り組みおよび商業化・実用化へ向けた我が国企業による
投資案件、技術・事業化リスク等に着目した案件、先端技術・事業の確保を念頭に置いた我が国企業によるM&A
案件やJBIC IGが組成するファンドを通じた出資案件などへのファイナンスを通じ、我が国産業の創造的変革を支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

40

19

11

7

取組目標⑥　グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援
● 地域金融機関等の民間金融機関との連携強化や情報発信を通じ、グローバルに活躍する中堅・中小企業を支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

180

90

60

30

取組目標⑧　戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供
● 情報収集・分析機能の発揮を通じた、対外発信の強化や本行業務・戦略の高度化

取組目標⑦　我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援
● 日米豪やQUADを含む多国間連携、ウクライナ・周辺国復興支援、グローバルサウスとの連携強化、アジア・
ゼロエミッション共同体（AZEC）など、時代の趨勢に応じて変化する我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献
する取り組みを支援

取組目標⑨　人的資本経営の実践
● 組織課題を見据えた新たな人材戦略の策定・導入
● 役職員の能力が最大限発揮できる組織運営を行う人的資本経営の確立

取組目標⑪　エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・効率的運営
● 経営主導の具体的な組織変革を通じたエンゲージメントの高い組織づくり
● 価値創造を支える組織の根幹業務の強化と安定的・効率的運営

取組目標⑩　DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備
● IT基盤の更なる強化や、業務の不断の見直しと先端技術（生成AI等）の活用のベストミックス・アジャイルな推進
による業務効率化の実現と業務推進基盤の整備

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

53

54

22

18

重点取組課題Ⅲ　戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供

重点取組課題Ⅳ　価値創造に向けた組織基盤の強化・改革
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取組目標①　カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献

重点取組課題Ⅰ　持続可能な未来の実現

重点取組課題Ⅱ　我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

● 再生可能エネルギー、省エネルギー、水素・アンモニア、カーボンリサイクル燃料、蓄電池、資源循環（サーキュラー
エコノミー）、次世代モビリティ、省エネ建築物、エネルギー転換、CCS/CCUS等に関する事業へのファイナンスを
通じ、世界のGXに向けた取り組みや、各国のカーボンニュートラルへの多様な道筋を踏まえたエネルギー・
トランジションに向けた取り組みを支援

３年通期目標 2024年度目標
案件の承諾件数

取組件数

104

39

33

12

取組目標④　我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資するバリューチェーン/
               サプライチェーン強靱化および先端的産業基盤への支援
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11
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5
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7
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重点取組課題Ⅲ　戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供

重点取組課題Ⅳ　価値創造に向けた組織基盤の強化・改革
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経営諮問・評価委員会による評価の概要

前中期経営計画の振返り（第4期中期経営計画評価報告）

前中期経営計画に関する経営諮問・評価委員会総評

2. 価値創造ストーリー

重点取組課題Ⅰ  地球規模の課題への対処

重点取組課題Ⅱ  我が国産業の国際競争力強化

重点取組課題Ⅲ  インフラ海外展開

重点取組課題Ⅳ  政策金融機能の発揮

重点取組課題Ⅵ  効率的な組織運営

重点取組課題V  業務体制の整備
　ESGポリシーの公表、グリーンボンドの発行、サステ
ナビリティ統括部や関連会議体の設置、移行リスク・
物理リスクに係るシナリオ分析、TCFD開示の実施・
拡充といったサステナビリティ推進体制の強化を着実

に進めた。また、JBIC法改正を通じた機能強化を実現
するとともに、ウクライナ復興・周辺国支援特命駐在員
の設置やスタートアップ支援態勢の検討など、法改正
を踏まえた取り組みも進めた。

　育児・介護両立支援策の強化等の関連施策、新入
行員のオンボーディング支援の充実化や新しい研修
プログラムの導入等、第２期働き方改革基本計画に
基づく取り組みを進めた。また、電子決定・文書管理
システムの導入およびクラウド化の推進による各種

業務の電子化、オフィスレイアウトの変更による、
コロナ禍も経て多様な働き方を可能にする業務環境の
改善を進めた。人的資本に係る取り組みについては、
継続的且つさらなる取り組みに期待。

　足許では、脱炭素へ向けた世界全体での取り組み
が必要とされる中、不確実化する国際情勢を受けて
エネルギー安全保障や経済安全保障の重要性が増す
など、グローバルな課題が高度化・複雑化している。
かかる中、JBICには、カーボンニュートラルと経済
成長の両立の支援、エネルギー安全保障やサプライ
チェーン再構築等による経済安全保障を踏まえた
我が国産業の強靱化といった重要課題の解決に率先
して取り組むことが期待される。そのためには、ホスト

国の課題解決に共に取り組む姿勢を持ちつつ、多国間
連携やリスクテイク機能を活用したJBIC独自の
ソリューションの提供を図り、課題解決に先導的に
取り組むことが求められる。外部環境や顧客のニーズ
を踏まえつつ、効率的な組織運営や人的資本に係る
取り組みなど不断の組織改革も進めながら、こうした
重要課題に対してJBICならではの方法で取り組む
ことを期待する。

　JBICでは、社外有識者および社外取締役で構成
される経営諮問・評価委員会を設置し、業務および
運営状況や経営に関して取締役会が諮問する事項等
に関して評価・助言を行っています。当委員会では、中期

経営計画および中期経営計画において定める重点
取組課題に沿って評価を決定します。前中期経営
計画の総評は以下のとおりです。

　本中期経営計画期間には、コロナ禍が漸く終息の
兆しを見せる中、ロシアによるウクライナ侵攻、エネ
ルギー価格の高騰、サプライチェーンの再構築の必要
性の高まり等、世界の不確実性が増すこととなった。
かかる中、JBICは、コロナ危機対応支援と並行し、
日本企業によるサプライチェーンの再構築・強靱化や

デジタル変革を見据えた海外投資支援を進めつつ、
ホスト国の社会的課題への対処などのグローバルな
課題への取り組みを進め、JBIC法改正を踏まえた
体制整備も進めるなど、今後にもつながる成果を
あげたものと評価する。具体的には以下のとおり。

　全世界の水素関連事業を投資対象とするファンド
への出資などの脱炭素関連支援、医療、フードバリュー
チェーン、都市交通、廃棄物処理・再利用等の広範な
分野への支援を実施。加えて、アフリカ向け再エネ

案件やトルコ向け地震復興支援案件等、ホスト国の
社会課題解決に貢献する案件等にも取り組むなど、
幅広い支援を行った。

　製薬事業やイノベーション関連支援等の特徴ある
M&A案件を支援。半導体に関しては、大手半導体
製造会社による買収案件や半導体バリューチェンの
強靱化に資する日本企業の海外事業支援も実施、

その他EV・蓄電池といった重要分野での取り組みも
積極的に進めた。今後、4期中計期間中に発掘を進めた
案件を実現していくことを期待する。

　国家間・地域間の政治経済関係が複雑化する中、戦略的に重要な国・地域において、世界各国の公的金融機関
との多国間連携を積極的に推進し、台湾やドイツにおける再エネ事業に代表される案件を組成・実現するなどの
意義の深い成果をあげた。

　日米豪や日米豪印連携等を通じて政策的重要性
の高い国・地域における案件に取り組んだが、特別
業務の案件組成の進捗に課題を残し、出融資の実行
額も低水準にとどまるなど、政策金融機能をより発揮
し取り組みを実現すべきであったと評価。次期中計

期間では、JBIC法改正に伴う特別業務の対象分野
拡充も踏まえ、我が国や国際社会が抱える課題の
解決へ向けて政策金融に求められる機能を機動的
に発揮することを期待する。

評価方法、前中期経営計画評価報告の詳細、2023年度事業運営計画業務実績評価報告等の詳細はこちらをご参照ください。
▶https://www.jbic.go.jp/ja/about/image/240627_hyouka.pdf
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サステナビリティ取組方針

　国際経済社会は、気候変動への対処や経済・社会・
環境のバランスの取れた持続可能な開発・成長の模索
といった共通の課題を抱えています。JBICはこうした
課題に対し、2021年10月に公表したESGポリシーの
中で掲げる「サステナビリティの実現に向けた取組
方針」に基づき、国際経済社会の持続可能な発展や
地球規模課題の解決というグローバルなサステナ

ビリティ、そして国家および人々の多様性を包含する
世界の実現に向け、ステークホルダーの皆さまと共
に取り組んでいます。
　JBICは日本の公的金融機関として、気候変動対応
や人権尊重をはじめとする地球規模課題への取り
組みを通じて、サステナビリティの実現を推進して
いきます。

ESGポリシー
　JBICでは、気候変動を含むサステナビリティに関する
重要事項は、取締役会による監督の下、経営会議、
サステナビリティ委員会、統合リスク管理委員会
などで議論されます。
　JBICは、2022年6月、ESGポリシーに掲げる「サス
テナビリティ推進体制の強化」の一環として、サステナ
ビリティ・アドバイザリー委員会、サステナビリティ
委員会およびサステナビリティ統括部を新設し、気候
変動対応を含むサステナビリティの実現に向けた

取り組み推進（サステナビリティ推進）を実施して
います。
　JBICは、こうしたサステナビリティ推進体制の下、
日本企業および国際経済社会の脱炭素化・SDGs
推進に向けた取り組みへの積極的な支援や、ステーク
ホルダーに対する取組成果の適切な開示・公表などを
通じて、国際経済社会の持続可能な発展や地球規模
課題の解決というグローバルなサステナビリティの
実現に向け、積極的に貢献していきます。

サステナビリティ推進体制

3. 価値創造を支える経営基盤

◆サステナビリティの実現に向けた取組方針

　JBICは、2021年10月にESGポリシーを公表し、
その中で「気候変動問題への対応方針」を掲げました。
本方針の下、日本および国際経済社会の健全な発展
に貢献する公的金融機関として、日本政府の方針など
に基づき、気候変動関連ファイナンス等を通じて金融

面から積極的に支援しています。また、パリ協定の
国際的な実施に向けた貢献として、2030年までの
自らのGHG排出量ネットゼロの達成、そして2050年
までの投融資ポートフォリオのGHG排出量ネット
ゼロの達成を追求しています。

◆気候変動問題への対応方針
取締役会の委任に基づき、サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する経営上の重要事
項の決定・審議を行います。
【構成員】 総裁、副総裁、その他取締役（取締役会長および社外取締役を除く）および全常務執行役員
【これまでの主な審議・決定事例】
TCFD開示に関する対応方針についての決定、気候変動シナリオ分析結果の報告

ESGポリシーなどのサステナビリティの実現に向けた取組方針に係る基本事項の決定および
変更について決議を行います。
【構成員】 全取締役

経営会議の委任に基づき、サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する方針その
他の重要事項の審議を行います。
【委員長】 企画部門担当取締役
【これまでの主な審議・報告事例】
TCFD開示に関する対応方針についての審議、GHG排出量算定についての報告

サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する方針に関して取締役が諮問する事項
などに関して助言を行います。
【委員】
●高村 ゆかり氏（東京大学未来ビジョン研究センター 教授）
●Rachel Kyte氏（タフツ大学フレッチャースクール名誉学部長、オックスフォード大学
ブラバトニック公共政策大学院 教授）

●Tim Benton氏（英国王立国際問題研究所（チャタムハウス）環境社会プログラム ディレクター）
【2023年度助言実績】
サステナビリティ諸課題（気候変動、自然資本、食料、人権等）にかかる相互影響を踏まえた
統合的アプローチ等について

監
督・評
価
機
能

取締役会

経営会議

サステナビリティ・
アドバイザリー
委員会

執
行
機
能

付
議・報
告

諮
問・助
言

付議・報告

経営会議の委任に基づき、統合リスク管理（気候変動関連リスクを含む）に関する重要
事項の決定・審議を行います。
【委員長】 審査・リスク管理部門担当取締役
【これまでの主な審議・決定・報告事例】
気候変動シナリオ分析方針の決定、気候関連リスク管理の在り方の審議・決定、気候
関連のトップリスクモニタリング報告

サステナビリティ
委員会

（審議機関）

統合リスク管理
委員会

（決定機関）

サステナビリティ推進体制

ESGポリシーの全文はこちら▶
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2021/image/1028-015365_1.pdf

TCFD提言等に
基づく

適切な開示

さまざまな
ステーク
ホルダー

E
■ 出融資等を通じた脱炭素社会の実現に向けたエネルギー変革への対応
温室効果ガス削減やグリーンイノベーションの普及を支援
エンゲージメントを図りつつ世界のエネルギー移行に向けた取り組みを支援

■ 環境社会配慮ガイドライン※に沿った自然環境等への配慮を確認
■ グリーンボンドの発行
※環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン

S
■ 出融資等を通じた社会的課題解決に資する事業に対する支援
持続可能な成長に向けた社会課題の解決に資する事業支援

■ 環境社会配慮ガイドラインに沿った地域社会等への配慮確認
■ 多様な職員の能力と活力を引き出す人材育成と働き方改革の推進
職員の多様性を活力とする組織文化の醸成
自律的なキャリア形成・能力開発の支援
職員が活力を持って持続的に働ける環境の整備

G
■ サステナビリティ推進体制の強化
■ コンプライアンス態勢の実効性強化
■ 外部イニシアチブへの参加
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サステナビリティ取組方針

　国際経済社会は、気候変動への対処や経済・社会・
環境のバランスの取れた持続可能な開発・成長の模索
といった共通の課題を抱えています。JBICはこうした
課題に対し、2021年10月に公表したESGポリシーの
中で掲げる「サステナビリティの実現に向けた取組
方針」に基づき、国際経済社会の持続可能な発展や
地球規模課題の解決というグローバルなサステナ

ビリティ、そして国家および人々の多様性を包含する
世界の実現に向け、ステークホルダーの皆さまと共
に取り組んでいます。
　JBICは日本の公的金融機関として、気候変動対応
や人権尊重をはじめとする地球規模課題への取り
組みを通じて、サステナビリティの実現を推進して
いきます。

ESGポリシー
　JBICでは、気候変動を含むサステナビリティに関する
重要事項は、取締役会による監督の下、経営会議、
サステナビリティ委員会、統合リスク管理委員会
などで議論されます。
　JBICは、2022年6月、ESGポリシーに掲げる「サス
テナビリティ推進体制の強化」の一環として、サステナ
ビリティ・アドバイザリー委員会、サステナビリティ
委員会およびサステナビリティ統括部を新設し、気候
変動対応を含むサステナビリティの実現に向けた

取り組み推進（サステナビリティ推進）を実施して
います。
　JBICは、こうしたサステナビリティ推進体制の下、
日本企業および国際経済社会の脱炭素化・SDGs
推進に向けた取り組みへの積極的な支援や、ステーク
ホルダーに対する取組成果の適切な開示・公表などを
通じて、国際経済社会の持続可能な発展や地球規模
課題の解決というグローバルなサステナビリティの
実現に向け、積極的に貢献していきます。

サステナビリティ推進体制

3. 価値創造を支える経営基盤

◆サステナビリティの実現に向けた取組方針

　JBICは、2021年10月にESGポリシーを公表し、
その中で「気候変動問題への対応方針」を掲げました。
本方針の下、日本および国際経済社会の健全な発展
に貢献する公的金融機関として、日本政府の方針など
に基づき、気候変動関連ファイナンス等を通じて金融

面から積極的に支援しています。また、パリ協定の
国際的な実施に向けた貢献として、2030年までの
自らのGHG排出量ネットゼロの達成、そして2050年
までの投融資ポートフォリオのGHG排出量ネット
ゼロの達成を追求しています。

◆気候変動問題への対応方針
取締役会の委任に基づき、サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する経営上の重要事
項の決定・審議を行います。
【構成員】 総裁、副総裁、その他取締役（取締役会長および社外取締役を除く）および全常務執行役員
【これまでの主な審議・決定事例】
TCFD開示に関する対応方針についての決定、気候変動シナリオ分析結果の報告

ESGポリシーなどのサステナビリティの実現に向けた取組方針に係る基本事項の決定および
変更について決議を行います。
【構成員】 全取締役

経営会議の委任に基づき、サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する方針その
他の重要事項の審議を行います。
【委員長】 企画部門担当取締役
【これまでの主な審議・報告事例】
TCFD開示に関する対応方針についての審議、GHG排出量算定についての報告

サステナビリティの実現に向けた取組推進に関する方針に関して取締役が諮問する事項
などに関して助言を行います。
【委員】
●高村 ゆかり氏（東京大学未来ビジョン研究センター 教授）
●Rachel Kyte氏（タフツ大学フレッチャースクール名誉学部長、オックスフォード大学
ブラバトニック公共政策大学院 教授）

●Tim Benton氏（英国王立国際問題研究所（チャタムハウス）環境社会プログラム ディレクター）
【2023年度助言実績】
サステナビリティ諸課題（気候変動、自然資本、食料、人権等）にかかる相互影響を踏まえた
統合的アプローチ等について
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経営会議の委任に基づき、統合リスク管理（気候変動関連リスクを含む）に関する重要
事項の決定・審議を行います。
【委員長】 審査・リスク管理部門担当取締役
【これまでの主な審議・決定・報告事例】
気候変動シナリオ分析方針の決定、気候関連リスク管理の在り方の審議・決定、気候
関連のトップリスクモニタリング報告

サステナビリティ
委員会

（審議機関）

統合リスク管理
委員会

（決定機関）

サステナビリティ推進体制

ESGポリシーの全文はこちら▶
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2021/image/1028-015365_1.pdf

TCFD提言等に
基づく

適切な開示

さまざまな
ステーク
ホルダー

E
■ 出融資等を通じた脱炭素社会の実現に向けたエネルギー変革への対応
温室効果ガス削減やグリーンイノベーションの普及を支援
エンゲージメントを図りつつ世界のエネルギー移行に向けた取り組みを支援

■ 環境社会配慮ガイドライン※に沿った自然環境等への配慮を確認
■ グリーンボンドの発行
※環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン

S
■ 出融資等を通じた社会的課題解決に資する事業に対する支援
持続可能な成長に向けた社会課題の解決に資する事業支援

■ 環境社会配慮ガイドラインに沿った地域社会等への配慮確認
■ 多様な職員の能力と活力を引き出す人材育成と働き方改革の推進
職員の多様性を活力とする組織文化の醸成
自律的なキャリア形成・能力開発の支援
職員が活力を持って持続的に働ける環境の整備

G
■ サステナビリティ推進体制の強化
■ コンプライアンス態勢の実効性強化
■ 外部イニシアチブへの参加
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　環境や人権への世界的な関心が高まる中、特に海外
事業においては環境社会影響に関するリスクマネジ
メントが不十分なために事業の実施に重大な影響が
出たり、社会的なレピュテーション・リスクを負う事例
も少なくありません。
　JBICでは、このような状況の下、業務遂行にあたり
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ライン」（環境社会配慮ガイドライン）に基づいて、
JBICの出融資保証の対象となるすべてのプロジェ
クトにおいて、地域社会や自然環境に与える影響に
配慮して事業が行われていることを確認しています。
　環境社会配慮ガイドラインは、JBICが実施する
環境社会配慮確認の手続き、判断基準、出融資保証
の対象となるプロジェクトに求められる環境社会配慮
の要件を定めたもので、JBICはプロジェクトの実施
主体者による環境社会配慮が適切でないと判断した
場合は、その是正を働きかけ、それでも適切に実施
されない場合は、出融資保証の実行を差し控えたり、
借入人に期限前償還を求めることがあります。
　また、原子力プロジェクトに関しては、2017年12月
に制定した「原子力プロジェクトにかかる情報公開
配慮確認のための指針」に基づいて、プロジェクト
固有の事項について、プロジェクト実施者等による

情報公開および住民参加配慮が適切になされている
ことを確認することにしています。
　なお、環境社会配慮ガイドラインでは、施行5年
経過後に、5年間の実施状況についての確認を行い、
これに基づき包括的な検討を行い、その結果、必要に
応じて改訂を行うことが定められています。JBICは、
2015年の環境社会配慮ガイドライン施行から5年
経過後の2020年からその改訂作業に取り組み、広く
一般に周知の上、2022年5月に環境社会配慮ガイド
ラインを改訂しました。改訂にあたって、JBICは、
透明性の高い開かれたプロセスを確保するため、
2021年2月から2022年2月まで、計10回にわたり
コンサルテーション会合を開催し、改訂案に対する
パブリック・コメントを経て、2022年５月に環境社会
配慮ガイドラインを改訂、2022年7月に施行しました。
また、環境社会配慮ガイドラインの改訂に合わせて
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ラインおよび原子力プロジェクトにかかる情報公開
配慮確認のための指針に基づく異議申立手続要綱」
（異議申立手続要綱）も改訂し、現在の異議申立手続
要綱は、環境社会配慮ガイドラインと同じく、2022年
5月に改訂、2022年7月に施行したものです。

環境社会配慮確認のためのガイドラインの詳細はこちら
▶https://www.jbic.go.jp/ja/business-areas/environment/image/Environemtal_Guidelines_2022.pdf 

環境社会配慮ガイドライン

3. 価値創造を支える経営基盤

　取締役会はJBICのサステナビリティ推進の基本
方針や取組状況を監督する役割を担っています。
サステナビリティ推進に関する課題は経営上の重要
事項として捉え、取締役会において議論し、経営戦略
やリスク管理に反映させています。
　また、取締役会には、気候変動関連ファイナンスの
取り組み状況などが定期的に報告され、報告された

内容に対し適切に監督する態勢を構築しています。
　さらに、2022年6月に取締役会の諮問機関として
設置されたサステナビリティ・アドバイザリー委員会は、
社外の有識者により構成され、サステナビリティ
推進に関して取締役会が諮問する事項について助言
を行っています。

◆取締役会／サステナビリティ・アドバイザリー委員会の役割

　経営会議は取締役会の授権に基づき、気候変動
対応を含む事業の執行を担っています。
　サステナビリティ委員会においては、経営会議の
授権に基づき、サステナビリティ推進に関する方針を
含む重要事項を審議し、サステナビリティ推進の状況
や国内外の動向について報告を行います。そのうち、
審議事項については随時、経営会議へ報告され、必要

に応じて経営会議での審議・決定を経て、取締役会
へ付議・報告が行われます。
　また、統合リスク管理委員会においては、取締役会
や経営会議で決定した基本方針などに基づき、統合
リスク管理や信用リスク管理など（気候関連リスクを
含む）に関する重要事項が審議・決定され、必要に
応じて経営会議・取締役会に報告されます。

◆経営会議／サステナビリティ委員会／統合リスク管理委員会の役割
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　環境や人権への世界的な関心が高まる中、特に海外
事業においては環境社会影響に関するリスクマネジ
メントが不十分なために事業の実施に重大な影響が
出たり、社会的なレピュテーション・リスクを負う事例
も少なくありません。
　JBICでは、このような状況の下、業務遂行にあたり
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ライン」（環境社会配慮ガイドライン）に基づいて、
JBICの出融資保証の対象となるすべてのプロジェ
クトにおいて、地域社会や自然環境に与える影響に
配慮して事業が行われていることを確認しています。
　環境社会配慮ガイドラインは、JBICが実施する
環境社会配慮確認の手続き、判断基準、出融資保証
の対象となるプロジェクトに求められる環境社会配慮
の要件を定めたもので、JBICはプロジェクトの実施
主体者による環境社会配慮が適切でないと判断した
場合は、その是正を働きかけ、それでも適切に実施
されない場合は、出融資保証の実行を差し控えたり、
借入人に期限前償還を求めることがあります。
　また、原子力プロジェクトに関しては、2017年12月
に制定した「原子力プロジェクトにかかる情報公開
配慮確認のための指針」に基づいて、プロジェクト
固有の事項について、プロジェクト実施者等による

情報公開および住民参加配慮が適切になされている
ことを確認することにしています。
　なお、環境社会配慮ガイドラインでは、施行5年
経過後に、5年間の実施状況についての確認を行い、
これに基づき包括的な検討を行い、その結果、必要に
応じて改訂を行うことが定められています。JBICは、
2015年の環境社会配慮ガイドライン施行から5年
経過後の2020年からその改訂作業に取り組み、広く
一般に周知の上、2022年5月に環境社会配慮ガイド
ラインを改訂しました。改訂にあたって、JBICは、
透明性の高い開かれたプロセスを確保するため、
2021年2月から2022年2月まで、計10回にわたり
コンサルテーション会合を開催し、改訂案に対する
パブリック・コメントを経て、2022年５月に環境社会
配慮ガイドラインを改訂、2022年7月に施行しました。
また、環境社会配慮ガイドラインの改訂に合わせて
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ラインおよび原子力プロジェクトにかかる情報公開
配慮確認のための指針に基づく異議申立手続要綱」
（異議申立手続要綱）も改訂し、現在の異議申立手続
要綱は、環境社会配慮ガイドラインと同じく、2022年
5月に改訂、2022年7月に施行したものです。

環境社会配慮確認のためのガイドラインの詳細はこちら
▶https://www.jbic.go.jp/ja/business-areas/environment/image/Environemtal_Guidelines_2022.pdf 

環境社会配慮ガイドライン

3. 価値創造を支える経営基盤

　取締役会はJBICのサステナビリティ推進の基本
方針や取組状況を監督する役割を担っています。
サステナビリティ推進に関する課題は経営上の重要
事項として捉え、取締役会において議論し、経営戦略
やリスク管理に反映させています。
　また、取締役会には、気候変動関連ファイナンスの
取り組み状況などが定期的に報告され、報告された

内容に対し適切に監督する態勢を構築しています。
　さらに、2022年6月に取締役会の諮問機関として
設置されたサステナビリティ・アドバイザリー委員会は、
社外の有識者により構成され、サステナビリティ
推進に関して取締役会が諮問する事項について助言
を行っています。

◆取締役会／サステナビリティ・アドバイザリー委員会の役割

　経営会議は取締役会の授権に基づき、気候変動
対応を含む事業の執行を担っています。
　サステナビリティ委員会においては、経営会議の
授権に基づき、サステナビリティ推進に関する方針を
含む重要事項を審議し、サステナビリティ推進の状況
や国内外の動向について報告を行います。そのうち、
審議事項については随時、経営会議へ報告され、必要

に応じて経営会議での審議・決定を経て、取締役会
へ付議・報告が行われます。
　また、統合リスク管理委員会においては、取締役会
や経営会議で決定した基本方針などに基づき、統合
リスク管理や信用リスク管理など（気候関連リスクを
含む）に関する重要事項が審議・決定され、必要に
応じて経営会議・取締役会に報告されます。

◆経営会議／サステナビリティ委員会／統合リスク管理委員会の役割



042 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 043株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

■クリーン燃料アンモニア協会
クリーン燃料アンモニア協会は、低炭素社会に向けて
のCO2フリーアンモニアの供給から利用までの
バリューチェーンの構築、および社会実装を目的と
して、2019年4月に一般社団法人（旧称 グリーン
アンモニアコンソーシアム）として設立されました。

◆自然関連

■TNFDフォーラム
JBICは2022年12月、TNFD（自然資本関連財務情報開示タスクフォース）の議論をサポートするTNFD
フォーラムに参画しています。

■経団連自然保護協議会
経団連自然保護協議会は、途上国および国内の自然保護活動を支援するとともに、企業の自然保護活動を促進
することを目的として、経団連自然保護基金を通じたプロジェクト支援、政策提言、企業への啓発・情報提供を
行います。JBICは2023年6月に参画しました。

3. 価値創造を支える経営基盤

◆気候変動関連

外部イニシアチブ一覧

■アジアGXコンソーシアム
アジアGXコンソーシアムはトランジション・ファイナンスの在り方について、官・民金融機関にて、アジアにおける
事例ベースで議論し、具体的な手法の形成や案件組成につなげていくための枠組みです。JBICは2024年3月
のキックオフ会合より参加しています。

■日本水素フォーラム
日本水素フォーラムは、米国の脱炭素化の目標に貢献するため、米国において水素に関する事業を営む日系企業
32社が活動しています。JBICは2022年4月に加入し、月例で開催される全体会議等に参加しています。

■TCFDコンソーシアム
JBICは2019年10月、TCFD（気候関連財務情報
開示タスクフォース）の趣旨に賛同を表明し、
TCFDコンソーシアムに参画しています。

水素バリューチェーン推進協議会は、水素社会実現
に向けた戦略の方向性について、官民さまざまな
ステークホルダーが議論を行う場を提供しています。

■水素バリューチェーン推進協議会

　JBICではサステナビリティの実現に向けて、さま
ざまなステークホルダーと連携して取り組みを進めて
いくため、国内外のイニシアチブに参画しています。
2023年度には新たに、経団連自然保護協議会、イン
パクトコンソーシアムおよびアジアGXコンソーシアム
等に加盟し、先進事例についての参画企業等との意見

交換などを進めてきました。また、既存のイニシアチブ
においても取り組みを強化しており、Sustainability 
Leaders Councilでは、オンライン公開イベントや
レポートを通じて水資源に関わる意見発信を実施
しました。（→詳細はP.44およびP.54ページをご覧
ください。）

外部イニシアチブへの加盟

カテゴリA 環境への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクト

カテゴリB 環境への望ましくない影響が、カテゴリAプロジェクトに比して小さいと考えられるプロジェクト

カテゴリC 環境への望ましくない影響が最小限かあるいは全くないと考えられるプロジェクト

カテゴリFI

＊カテゴリFIの場合、金融仲介者等を通じ、プロジェクトにおいて環境社会配慮ガイドラインに示す適切な環境社会配慮が確保される
よう確認する。

■   環境社会配慮確認手続き
　環境社会配慮確認は、投融資等決定前に対象プロジェクトを環境への影響の程度に応じてカテゴリ分類す
る『スクリーニング』、環境社会配慮の適切性について確認を行う『環境レビュー』を経て、投融資等の決定後
実際の影響を確認する『モニタリング結果の確認』という流れで行われます。

　スクリーニングにおいては、プロジェクト実施主体者等から提供される情報に基づき、プロジェクトの環境
に及ぼす影響の大きさ等に応じ、次の4つのカテゴリに分類します。

プロジェクト
実施主体者

情報公開

融資等検討要請時
スクリーニングフォームの提出

カテゴリ
分類の
実施

投融資等
決定

モニタリング
結果確認

（必要に応じて
現地視察）

環境レビューに必要な
情報の提供

カテゴリAの場合、環境アセスメント
報告書（ESIAレポート）提出が必須

環境社会配慮の実施状況を
報告（モニタリング報告）

国際協力銀行

カテゴリA

カテゴリB

カテゴリFI

カテゴリC

環境レビュー
（カテゴリAの場合、原則
として現地視察を伴う）

環境レビュー＊

原則ウェブサイトで、プロジェクト
概要、カテゴリ分類結果、ESIA
レポート（カテゴリA案件は必須）
を公開

ウェブサイトで、環境レビュー
結果とスクリーニングフォーム
を公開（カテゴリC案件を除く）

プロジェクト実施主体者が
モニタリング報告書を公表
している場合、同報告書を
原則ウェブサイトで公開

JBICの投融資等が金融仲介者等に対して行われ、JBICの投融資等承諾後に、金融仲介者等が具体的なサブプロ
ジェクトの選定や審査を行い、JBICの投融資等承諾前にサブプロジェクトが特定できない場合で、かつ、その
ようなサブプロジェクトが環境への影響を持つことが想定される場合
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■クリーン燃料アンモニア協会
クリーン燃料アンモニア協会は、低炭素社会に向けて
のCO2フリーアンモニアの供給から利用までの
バリューチェーンの構築、および社会実装を目的と
して、2019年4月に一般社団法人（旧称 グリーン
アンモニアコンソーシアム）として設立されました。

◆自然関連

■TNFDフォーラム
JBICは2022年12月、TNFD（自然資本関連財務情報開示タスクフォース）の議論をサポートするTNFD
フォーラムに参画しています。

■経団連自然保護協議会
経団連自然保護協議会は、途上国および国内の自然保護活動を支援するとともに、企業の自然保護活動を促進
することを目的として、経団連自然保護基金を通じたプロジェクト支援、政策提言、企業への啓発・情報提供を
行います。JBICは2023年6月に参画しました。

3. 価値創造を支える経営基盤

◆気候変動関連

外部イニシアチブ一覧

■アジアGXコンソーシアム
アジアGXコンソーシアムはトランジション・ファイナンスの在り方について、官・民金融機関にて、アジアにおける
事例ベースで議論し、具体的な手法の形成や案件組成につなげていくための枠組みです。JBICは2024年3月
のキックオフ会合より参加しています。

■日本水素フォーラム
日本水素フォーラムは、米国の脱炭素化の目標に貢献するため、米国において水素に関する事業を営む日系企業
32社が活動しています。JBICは2022年4月に加入し、月例で開催される全体会議等に参加しています。

■TCFDコンソーシアム
JBICは2019年10月、TCFD（気候関連財務情報
開示タスクフォース）の趣旨に賛同を表明し、
TCFDコンソーシアムに参画しています。

水素バリューチェーン推進協議会は、水素社会実現
に向けた戦略の方向性について、官民さまざまな
ステークホルダーが議論を行う場を提供しています。

■水素バリューチェーン推進協議会

　JBICではサステナビリティの実現に向けて、さま
ざまなステークホルダーと連携して取り組みを進めて
いくため、国内外のイニシアチブに参画しています。
2023年度には新たに、経団連自然保護協議会、イン
パクトコンソーシアムおよびアジアGXコンソーシアム
等に加盟し、先進事例についての参画企業等との意見

交換などを進めてきました。また、既存のイニシアチブ
においても取り組みを強化しており、Sustainability 
Leaders Councilでは、オンライン公開イベントや
レポートを通じて水資源に関わる意見発信を実施
しました。（→詳細はP.44およびP.54ページをご覧
ください。）

外部イニシアチブへの加盟

カテゴリA 環境への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクト

カテゴリB 環境への望ましくない影響が、カテゴリAプロジェクトに比して小さいと考えられるプロジェクト

カテゴリC 環境への望ましくない影響が最小限かあるいは全くないと考えられるプロジェクト

カテゴリFI

＊カテゴリFIの場合、金融仲介者等を通じ、プロジェクトにおいて環境社会配慮ガイドラインに示す適切な環境社会配慮が確保される
よう確認する。

■   環境社会配慮確認手続き
　環境社会配慮確認は、投融資等決定前に対象プロジェクトを環境への影響の程度に応じてカテゴリ分類す
る『スクリーニング』、環境社会配慮の適切性について確認を行う『環境レビュー』を経て、投融資等の決定後
実際の影響を確認する『モニタリング結果の確認』という流れで行われます。

　スクリーニングにおいては、プロジェクト実施主体者等から提供される情報に基づき、プロジェクトの環境
に及ぼす影響の大きさ等に応じ、次の4つのカテゴリに分類します。

プロジェクト
実施主体者

情報公開

融資等検討要請時
スクリーニングフォームの提出

カテゴリ
分類の
実施

投融資等
決定

モニタリング
結果確認

（必要に応じて
現地視察）

環境レビューに必要な
情報の提供

カテゴリAの場合、環境アセスメント
報告書（ESIAレポート）提出が必須

環境社会配慮の実施状況を
報告（モニタリング報告）

国際協力銀行

カテゴリA

カテゴリB

カテゴリFI

カテゴリC

環境レビュー
（カテゴリAの場合、原則
として現地視察を伴う）

環境レビュー＊

原則ウェブサイトで、プロジェクト
概要、カテゴリ分類結果、ESIA
レポート（カテゴリA案件は必須）
を公開

ウェブサイトで、環境レビュー
結果とスクリーニングフォーム
を公開（カテゴリC案件を除く）

プロジェクト実施主体者が
モニタリング報告書を公表
している場合、同報告書を
原則ウェブサイトで公開

JBICの投融資等が金融仲介者等に対して行われ、JBICの投融資等承諾後に、金融仲介者等が具体的なサブプロ
ジェクトの選定や審査を行い、JBICの投融資等承諾前にサブプロジェクトが特定できない場合で、かつ、その
ようなサブプロジェクトが環境への影響を持つことが想定される場合
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環境に関するJBICのあゆみ

環境

3. 価値創造を支える経営基盤

1988
環境審査専任担当者
の配置

1992
環境室の設置

1999
環境社会配慮
ガイドライン制定

2003
環境社会配慮
ガイドライン施行
異議申立手続制度
導入

2009
環境社会配慮
ガイドライン改訂

2015
環境社会配慮
ガイドライン改訂

2022
環境社会配慮
ガイドライン改訂

環境社会配慮

1990年代
環境対策案件への
支援

2000年代
クリーン開発
メカニズム
（CDM)の案件支援
京都クレジット
ファンドの設立

2008
アジア・環境
ファシリティ
（FACE）創設

2010
地球環境保全業務（GREEN）
開始
J-MRVガイドライン制定
二国間クレジット制度（JCM）
支援  

2018

2020

2021

2022

質高インフラ環境成長ファシリティ
（QI-ESG）
成長投資ファシリティ
「質高インフラ環境成長ウインドウ」
ポストコロナ成長ファシリティ
「脱炭素推進ウインドウ」
グローバル投資強化ファシリティ
「サステナビリティ推進ウインドウ」

 
 出融資等を

通じた取り組み

1980～90年代
●環境問題への
国際的関心の
高まり

1992
●国連気候変動枠組
条約採択

2013
■美しい星への
行動（ACE）公表

2015
●パリ協定・SDGs
合意
■ACE2.0公表

1997
●京都議定書採択

2005
●京都議定書発効

2008
●洞爺湖サミット

2009
■鳩山イニシアティブ

外部環境
●国際的な議論
■日本政府の対応

　JBICはこれまで、気候変動問題に関する国際的な
議論や日本政府の方針を踏まえ、新たな支援メニュー
の創設や推進体制を整備するなどの取り組みを
行ってきました。政策金融機関ならではの機能を活用
して、各種ファイナンスやエンゲージメント、多国間
連携等を通じ、新興国・途上国のエネルギートランジ

ションを加速させ、世界全体でのカーボンニュー
トラル実現に貢献していくことを目指しています。
　今後も国際的な合意やそれを踏まえた日本政府の
政策等に基づき、気候変動問題等に対する取り組み
を金融面から積極的に支援していきます。

◆その他

■アフリカのきれいな街プラットフォーム
JBICは2022年7月、アフリカ諸国における衛生的な都市環境や廃棄物管理に関する知見共有や投資促進を
通じて、持続可能な開発目標（SDGs）の達成を支援するために設立された「アフリカのきれいな街プラット
フォーム」に加盟しました。

■ESG金融ハイレベル・パネル
JBICは、環境省が主催し、金融・投資業界と国がESG金融に関する意識と取り組みを高めていくための議論を
行い、行動する場である「ESG金融ハイレベル・パネル」に、2022年3月に開催された第5回より委員として
参加しています。2024年3月に開催された第7回では、日本のESG金融の深化に向けた展望として、エンゲージ
メントの重要性等について意見を発信しました。

■人的資本経営コンソーシアム
JBICは、人的資本経営の実践に関わる先進事例の共有、情報開示手法の検討、企業間や投資家との対話を行う
ことを目的に設立された「人的資本経営コンソーシアム」に、2022年8月の設立当初より加盟しています。

■インパクトコンソーシアム
JBICは2024年2月、環境・社会的効果（インパクト）の実現を図る多様な経済・金融の取り組みを支援し、幅広い
関係者との議論・協働の場として設立された「インパクトコンソーシアム」に加盟しました。

■Sustainability Leaders Council
Sustainability Leaders Councilは、2021年10月、米Eurasia Groupとサントリーホールディングス(株)が
共同で設立し、アジアを中心としたサステナビリティを巡る議論を行っています。JBICは、Sponsoring Partner
として同Councilの活動に貢献しています。

■エグゼクティブ・サステナビリティ・フォーラム
エグゼクティブ・サステナビリティ・フォーラムは、日本企業の経営者が集まり、日本やアジアにおけるサステ
ナブルな成長、サステナブルビジネスの在り方について議論し発信する団体で、JBICは2022年11月の発足時
より参加しています。2024年1月の世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）では、当フォーラムとして、
ASEANのサーキュラーエコノミーおよびカーボンニュートラルに関する共同声明を発表しました。

■2X Challenge / 2X Global
JBICは、2018年6月のG7シャルルボワ・サミット
（カナダ）にて、女性の社会進出推進のためのイニ
シアティブ「The G7 2X Challenge: Financing
for Women」に参加表明しました。2024年6月、
2X Challengeは加盟機関によるジェンダーレンズ
投資目標として、2027年までに200億米ドルの
資金動員を目指すことを発表しました。
なお、2X Challengeは現在2X Globalの一部として活動しています。
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3. 価値創造を支える経営基盤

■ 発行概要 ■ 資金使途対象案件
• 再生可能エネルギー
　（アフリカ風力、東南アジア地熱等）
• クリーン交通（欧州高速鉄道） 

第1（JBIC50） 第2（JBIC55） 第3（JBIC60）
保証体 日本国政府
通貨 米ドル
年限 5年
クーポン 1.625% 4.375% 4.875%（S.A.）
発行額 5億米ドル

TCFD提言を踏まえた気候関連の情報開示（2023年12月公表）の概要
　JBICはTCFD提言を踏まえた気候関連情報開示を行っています。下記は2023年12月に公表したTCFD
開示の概要です。

◆ガバナンス
　サステナビリティ推進体制
　JBICでは、気候変動を含むサステナビリティに関する重要事項は、取締役会による監督の下、経営会議、
サステナビリティ委員会、統合リスク管理委員会などで議論されます。詳細については、「サステナビリティ
推進体制（P.39）」をご参照ください。

グリーンボンド
　JBICは、グリーンファイナンスを通じた持続可能
な社会・環境の実現に貢献することを目指しており、
グリーンファイナンスに必要な資金を調達すること
を目的として、2022年1月に日本の政府保証外債と
して初のグリーンボンドを発行しました。その後も
政府保証外債にて２回、国内債にて１回のグリーン
ボンドを発行しています。グリーンボンドにより調達

した資金は再生可能エネルギーをはじめとする適格
資産に充当されます。
　なお、グリーンボンドは、市場でのシェア・知名度が
高いサステイナリティクス社よりセカンド・パーティ・
オピニオンを取得した厳格なフレームワークに基づいて
発行しています。

発行予定・実績等の詳細はこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/ir/greenbond.html

◆戦略
　カーボンニュートラル実現に向けたトランジションに係る考え方
　気候変動問題への対応は国際経済社会にとって
喫緊の課題であり、パリ協定が掲げる目標の達成
には巨額の資金が必要です。民間資金を動員しつつ、
資金フローを脱炭素化に向けて適合させていく
ことが求められるところ、JBICはカーボンニュー
トラル実現に向けたグリーンエネルギー分野や、
脱炭素社会への移行に必要な事業・技術転換、新
技術の確立に関わるイノベーションなどに伴う資金
需要の増大を、気候変動に伴う機会と認識して
います。
　また、世界全体でのカーボンニュートラルの達成
は、持続可能な経済成長の追求と両輪で取り組む
べき課題です。このためには、持続可能な脱炭素
社会への多様な道筋を支援しながら、実体経済の
脱炭素化の着実な実現に貢献することが肝要です。
こうした認識の下、JBICは今後も日本政府の方針

などを踏まえつつ、政策金融機関としての長期的かつ
戦略的なリスクテイク機能や、ホスト国政府などとの
継続的なエンゲージメント、海外の政府機関・国際
機関などとの連携などを活かして、エネルギー移行に
資する案件形成を初期段階から支援し、多様なファイ
ナンスで脱炭素化の取り組みを後押ししていきます。
また、パリ協定の国際的な実施に向けた貢献として、
2030年までの自らのGHG排出量ネットゼロの達成、
そして2050年までの投融資ポートフォリオのGHG
排出量ネットゼロの達成を追求します。
　なお、JBICでは、化石燃料案件については、1.5℃
目標やパリ協定の目標への整合性を確認するなど
日本政府の方針に則って適切に対応するとともに、
排出削減措置のない石炭火力発電への支援を停止
しています。

地球環境保全業務（GREEN）について

　JBICは、環境などの先端技術や独自の強みを活かした日本企業の海外展開を後押しするため、2022年7月、
「グローバル投資強化ファシリティ」の下に「サステナビリティ推進ウインドウ」を創設しました。日本企業による
脱炭素化をはじめとする地球環境保全への貢献を支援しています。

グローバル投資強化ファシリティ（サステナビリティ推進ウインドウ）

日本の銀行等

日本企業等

保 証

融資／出資

適格プロジェクト：
温室効果ガス排出量削減効果が大きいなど、

地球環境保全効果が高い事業

地球温暖化防止等の地球環境の保全を
目的とする海外における事業の促進

サステナビリティ推進ウインドウ

国際協力銀行（JBIC）
「グローバル投資強化ファシリティ」

融 資

融 資

民間資金

　JBICは、高度な環境技術を活用した太陽光発電や
エネルギー効率の高い発電所の整備、省エネ設備の
導入等の高い地球環境保全効果を有する案件に対して、
民間資金の動員を図りつつ、融資・保証および出資を
通じた支援「地球環境保全業務（Global action for 
Reconciling Economic growth and ENvironmental

preservation： GREEN）」を行っています。GREENは、
国際的にも高く評価されている日本の先進技術の
世界への普及にも留意しつつ、主として温室効果ガス
の大幅な削減が見込まれる案件などに対する地球
環境保全効果に着目した支援を行っています。

地球環境保全への貢献

● 温室効果ガス等の排出削減に資する案件（再エネ、
省エネ、グリーンモビリティ、二酸化炭素回収・
削減、その他低炭素技術・素材等）

● 上記以外の地球環境保全目的に資する案件
（大気汚染防止、水供給・水質汚染防止、廃棄物
処理、海洋プラスチック問題対応等）

● 地球環境保全目的に資する非化石エネルギー
源を対象とする案件
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　カーボンニュートラル実現に向けたトランジションに係る考え方
　気候変動問題への対応は国際経済社会にとって
喫緊の課題であり、パリ協定が掲げる目標の達成
には巨額の資金が必要です。民間資金を動員しつつ、
資金フローを脱炭素化に向けて適合させていく
ことが求められるところ、JBICはカーボンニュー
トラル実現に向けたグリーンエネルギー分野や、
脱炭素社会への移行に必要な事業・技術転換、新
技術の確立に関わるイノベーションなどに伴う資金
需要の増大を、気候変動に伴う機会と認識して
います。
　また、世界全体でのカーボンニュートラルの達成
は、持続可能な経済成長の追求と両輪で取り組む
べき課題です。このためには、持続可能な脱炭素
社会への多様な道筋を支援しながら、実体経済の
脱炭素化の着実な実現に貢献することが肝要です。
こうした認識の下、JBICは今後も日本政府の方針

などを踏まえつつ、政策金融機関としての長期的かつ
戦略的なリスクテイク機能や、ホスト国政府などとの
継続的なエンゲージメント、海外の政府機関・国際
機関などとの連携などを活かして、エネルギー移行に
資する案件形成を初期段階から支援し、多様なファイ
ナンスで脱炭素化の取り組みを後押ししていきます。
また、パリ協定の国際的な実施に向けた貢献として、
2030年までの自らのGHG排出量ネットゼロの達成、
そして2050年までの投融資ポートフォリオのGHG
排出量ネットゼロの達成を追求します。
　なお、JBICでは、化石燃料案件については、1.5℃
目標やパリ協定の目標への整合性を確認するなど
日本政府の方針に則って適切に対応するとともに、
排出削減措置のない石炭火力発電への支援を停止
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地球環境保全業務（GREEN）について

　JBICは、環境などの先端技術や独自の強みを活かした日本企業の海外展開を後押しするため、2022年7月、
「グローバル投資強化ファシリティ」の下に「サステナビリティ推進ウインドウ」を創設しました。日本企業による
脱炭素化をはじめとする地球環境保全への貢献を支援しています。

グローバル投資強化ファシリティ（サステナビリティ推進ウインドウ）

日本の銀行等

日本企業等

保 証

融資／出資

適格プロジェクト：
温室効果ガス排出量削減効果が大きいなど、

地球環境保全効果が高い事業

地球温暖化防止等の地球環境の保全を
目的とする海外における事業の促進

サステナビリティ推進ウインドウ

国際協力銀行（JBIC）
「グローバル投資強化ファシリティ」

融 資

融 資

民間資金

　JBICは、高度な環境技術を活用した太陽光発電や
エネルギー効率の高い発電所の整備、省エネ設備の
導入等の高い地球環境保全効果を有する案件に対して、
民間資金の動員を図りつつ、融資・保証および出資を
通じた支援「地球環境保全業務（Global action for 
Reconciling Economic growth and ENvironmental

preservation： GREEN）」を行っています。GREENは、
国際的にも高く評価されている日本の先進技術の
世界への普及にも留意しつつ、主として温室効果ガス
の大幅な削減が見込まれる案件などに対する地球
環境保全効果に着目した支援を行っています。

地球環境保全への貢献

● 温室効果ガス等の排出削減に資する案件（再エネ、
省エネ、グリーンモビリティ、二酸化炭素回収・
削減、その他低炭素技術・素材等）

● 上記以外の地球環境保全目的に資する案件
（大気汚染防止、水供給・水質汚染防止、廃棄物
処理、海洋プラスチック問題対応等）

● 地球環境保全目的に資する非化石エネルギー
源を対象とする案件
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3. 価値創造を支える経営基盤

（1）フランスの洋上風力発電事業にプロジェクトファイナンス
　2023年4月、JBICは、フランス①西部および②北部沖合で実施する
約500MWの着床式洋上風力発電事業を対象に、おのおの11億ユーロ
（協調融資総額は①約22億ユーロ、②約24億ユーロ）を限度とするプロ
ジェクトファイナンスによる貸付契約を締結しました。本融資は、フランス
政府が掲げる、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする
目標や、再生可能エネルギー移行政策に資するものです。

（2）イギリスの海底送電事業にプロジェクトファイナンス
　2023年11月、JBICは、英国Triton Knoll洋上風力発電所にて発電
される電力をグレートブリテン島まで送電する海底送電事業を対象に、
約2億5,900万ポンド（協調融資額は約5億2,300万ポンド）を限度とする
プロジェクトファイナンスによる貸付契約を締結しました。本融資は、
2050年までに二酸化炭素ネット排出量をゼロにする法定目標を掲げ、
再生可能エネルギーの導入を推進している英国政府のエネルギー政策
に沿うものです。また日本政府が、日本企業が取り組む脱炭素の技術
開発・社会実装への支援を通じたエネルギー産業の国際競争力の強化
を掲げている中、本プロジェクト出資者の東京電力パワーグリッド（株）
の子会社TEPCO Power Grid UK Limited等が得た洋上風力発電所
向け送電サービスのノウハウは、今後の日本や英国以外での事業展開
にも活用されることが期待されています。

グリーンファイナンスの取組事例

（3）トルコの政策金融機関を通じた再生可能エネルギー事業・エネルギー
効率化事業、および震災被害復興に資する再生可能エネルギー事業
等を支援

　2023年12月、JBICは、①トルコ開発投資銀行（TKYB）および②トルコ
産業開発銀行（TSKB）との間で、おのおの1億2,000万米ドル（協調融資
総額2億米ドル）を限度とするクレジットラインを設定しました。また
JBICは民間金融機関の融資部分に対し保証を提供します。本クレジット
ラインは、トルコにおける①再生可能エネルギー事業およびエネルギー
効率化事業並びに②トルコで2023年2月に発生した地震による震災
被害復興に資する再生可能エネルギー事業、エネルギー効率化事業
および水・廃棄物関連事業に必要な資金を、2行を通じて融資するもので、
再生可能エネルギー源の開発やエネルギー消費の効率化に関する各種
政策を掲げるトルコ政府および政策金融機関2行の取り組みに沿って
いるほか、省エネ機器製造に強みを有する日本企業のビジネス機会を
創出しています。

TKYBとの調印式

TSKBとの調印式

ルーマニアおよびウクライナ周辺国を含む第三国でのエネルギー安全保障、気候変動対策等の分野、日本
企業のルーマニアでの直接投資および事業拡大の促進、並びにルーマニア政府によるサムライ債発行を
はじめとした資金調達手段の多様化に係る連携強化を目的とする覚書を締結。

ルーマニア
財務省および

ルーマニア輸出入銀行
との覚書

（2023年3月）

JBICとエジプト政府との間での協力関係強化により、再生可能エネルギー、水素、アンモニア等の脱炭素
分野を含む幅広い分野における日本企業の事業展開を支援するもの。

エジプト
国際協力省との覚書
（2023年4月）

英国政府およびウクライナ政府がロンドンで共催したウクライナ復興会議において、G7および欧州の開発
金融機関並びに欧州復興開発銀行（EBRD）との間で、ウクライナ投資プラットフォームに関する業務協力
協定を締結。本プラットフォームは、G7および欧州の開発金融機関並びにEBRDが連携してウクライナおよび
周辺国を支援することを目的としており、主に民間セクター向けの支援における情報交換やファイナンス
面での協働を行うもの。

G7および
欧州の開発金融機関

並びに欧州復興開発銀行
との業務協力協定
（2023年6月）

脱炭素・エネルギートランジション分野およびエネルギー効率化分野に焦点をあて、こうした分野における
ADNOCと日本企業による協業の促進を図るもの。

アラブ首長国連邦
アブダビ国営石油会社
(ADNOC)との覚書
（2023年7月）

黒海貿易開発銀行（BSTDB）との間で、両機関の協力強化に向けた覚書を締結。本覚書は、ウクライナの
復興に資するビジネス活動の促進や、ウクライナおよびその周辺国における農業・食糧・交通・ロジスティ
クス・デジタル・医療分野等の案件並びにBSTDB加盟国内における再生可能エネルギー案件を中心とした
気候変動緩和に資する案件組成等の推進に向け、両機関の協力強化を図るもの。

黒海貿易開発銀行と
業務協力のための覚書

（2024年2月）

サウジアラビア王国電力会社（SEC）との間で、両機関のパートナーシップ強化のための覚書を締結。
本覚書は、SECの将来のプロジェクトに対して、日本企業の投資および製品・技術導入や金融面での解決策
を提示し、同国のエネルギー転換を促進することを目的としている。

サウジアラビア
電力会社（SEC）との覚書

（2024年4月）

アメリカ合衆国国際開発金融公社（DFC）との間で、業務協力に関する覚書を締結。本覚書は、インド太平洋
地域を中心に、質の高いインフラ、サプライチェーン強靱化、エネルギートランジション等の分野において
協力していくことを確認するものであり、日本政府が推進する「自由で開かれたインド太平洋」の実現にも
資するもの。

アメリカ
国際開発金融公社

との覚書
（2024年4月）

気候変動対応やエネルギー・トランジションを含むサスティナビリティ分野、グローバルなサプライ
チェーン強靱化に資するインフラ・資源分野およびイノベーション分野等における案件組成等の推進
に向けて、両機関の一層の協力強化を図るもの。

国際金融公社
（IFC）との協議
（2024年1月）

（1）ホスト国政府などとのエンゲージメント

エンゲージメントに関する取組事例

（2）政府機関・国際機関などとの連携強化

　新興国・途上国における脱炭素社会の実現に向けた
エネルギー移行の加速、ひいては世界全体でのカーボ
ンニュートラルの実現に向けて、ホスト国政府をはじめ
とするステークホルダーとのエンゲージメントは政策金

融機関としての重要な責務であると考えています。
JBICは、日本の政策金融機関として、海外の政府機関・
国際機関などとの連携強化を通じ、気候変動問題に関
する取り組みを金融面から積極的に支援していきます。

財務省、エネルギー鉱物資源省、Indonesia Investment Authority（INA）
との間で政策協議（10回目）を実施。日本企業の投資動向、インドネシアの
脱炭素化推進に向けたJBICの支援について意見交換。

インドネシア
インドネシア政府
との政策対話
（2022年3月）

ベトナムの2050年温暖化ガス排出ネットゼロ実現に貢献する事業の促進を
目的として、日米豪にてVietnam  Climate Finance Framework（VCFF）
を立ち上げ。

ベトナム
Vietnam Climate
Finance Framework

の立ち上げ
（2023年1月）
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　2023年11月、JBICは、英国Triton Knoll洋上風力発電所にて発電
される電力をグレートブリテン島まで送電する海底送電事業を対象に、
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プロジェクトファイナンスによる貸付契約を締結しました。本融資は、
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再生可能エネルギーの導入を推進している英国政府のエネルギー政策
に沿うものです。また日本政府が、日本企業が取り組む脱炭素の技術
開発・社会実装への支援を通じたエネルギー産業の国際競争力の強化
を掲げている中、本プロジェクト出資者の東京電力パワーグリッド（株）
の子会社TEPCO Power Grid UK Limited等が得た洋上風力発電所
向け送電サービスのノウハウは、今後の日本や英国以外での事業展開
にも活用されることが期待されています。

グリーンファイナンスの取組事例

（3）トルコの政策金融機関を通じた再生可能エネルギー事業・エネルギー
効率化事業、および震災被害復興に資する再生可能エネルギー事業
等を支援

　2023年12月、JBICは、①トルコ開発投資銀行（TKYB）および②トルコ
産業開発銀行（TSKB）との間で、おのおの1億2,000万米ドル（協調融資
総額2億米ドル）を限度とするクレジットラインを設定しました。また
JBICは民間金融機関の融資部分に対し保証を提供します。本クレジット
ラインは、トルコにおける①再生可能エネルギー事業およびエネルギー
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との覚書

（2023年3月）

JBICとエジプト政府との間での協力関係強化により、再生可能エネルギー、水素、アンモニア等の脱炭素
分野を含む幅広い分野における日本企業の事業展開を支援するもの。
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協力していくことを確認するものであり、日本政府が推進する「自由で開かれたインド太平洋」の実現にも
資するもの。

アメリカ
国際開発金融公社

との覚書
（2024年4月）

気候変動対応やエネルギー・トランジションを含むサスティナビリティ分野、グローバルなサプライ
チェーン強靱化に資するインフラ・資源分野およびイノベーション分野等における案件組成等の推進
に向けて、両機関の一層の協力強化を図るもの。

国際金融公社
（IFC）との協議
（2024年1月）

（1）ホスト国政府などとのエンゲージメント

エンゲージメントに関する取組事例

（2）政府機関・国際機関などとの連携強化

　新興国・途上国における脱炭素社会の実現に向けた
エネルギー移行の加速、ひいては世界全体でのカーボ
ンニュートラルの実現に向けて、ホスト国政府をはじめ
とするステークホルダーとのエンゲージメントは政策金

融機関としての重要な責務であると考えています。
JBICは、日本の政策金融機関として、海外の政府機関・
国際機関などとの連携強化を通じ、気候変動問題に関
する取り組みを金融面から積極的に支援していきます。

財務省、エネルギー鉱物資源省、Indonesia Investment Authority（INA）
との間で政策協議（10回目）を実施。日本企業の投資動向、インドネシアの
脱炭素化推進に向けたJBICの支援について意見交換。

インドネシア
インドネシア政府
との政策対話
（2022年3月）

ベトナムの2050年温暖化ガス排出ネットゼロ実現に貢献する事業の促進を
目的として、日米豪にてVietnam  Climate Finance Framework（VCFF）
を立ち上げ。

ベトナム
Vietnam Climate
Finance Framework

の立ち上げ
（2023年1月）
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アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）構想

3. 価値創造を支える経営基盤

　日本政府は「公正なエネルギー移行パートナーシップ（JETP）」や「アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）
構想」を通じ、アジアなど地域の脱炭素化を推進しています。JBICは、ホスト国政府などとのエンゲージメント
および再生可能エネルギーなど個別案件の組成を通じてエネルギー移行を支援しています。

気候変動対策、特にアジアの再生可能エネルギー開発
促進などに向けた、メンバー機関（アジア各国の輸出入
銀行）同士の連携

アジア各国
アジア輸銀フォーラム
メンバー機関による

共同声明
（2022年11月）

インドの環境保全および経済成長の促進並びに日本企業とインド
企業の協業促進を目的としたNIIFLとの出融資検討の促進。

インド
政府系ファンドNIIFL

との覚書
（2022年11月）

米国／国際開発金融公社（DFC）、豪州／外務貿易省
（DFAT）・輸出金融公社（FFA）と共に、ベトナムの
GHG排出量ネットゼロの達成に向けて、日米豪が連携
してプロジェクトを推進。

ベトナム
日米豪政府・政府機関
との共同声明
（2023年1月）

・2023年７月、二国間の官民協議の枠組みである「AZEC/
GX推進ワーキングチーム」の発足に合意。「トランジション・
エナジー／発電所のGX」「再エネ発電」「系統・市場等」の
3分科会を立ち上げ、ベトナム商工省、JBIC・在越日本
大使館が共同リーダーとして協議を牽引。
・2023年12月、AZEC/GX推進ワーキングチームの実務者
会合を開催、IPP事業開発促進のため越政府へ意見書を
提出。

ベトナム
ワーキングチーム発足に

合意

タイ国内およびメコン地域における連結性および脱
炭素化の促進に向けた関係強化。

タイ
タイ輸出入銀行との覚書

（2022年12月）

水素・アンモニアのバリューチェーン事業、再生可能
エネルギー、CSSなどの分野における関係強化。

マレーシア
国営石油会社

ペトロナスとの覚書
（2022年9月）

・2023年9月、二国間の官民協議の枠組みである
「AZEC Japan-Indonesia Joint TaskForse（JTF）」
を設立。JTF下のExpertGroup会合を定期的に
実施し、案件の成熟度に応じて①課題解決、②フレーム
ワーク形成、③今後実現すべきイニシアティブの特定
につき協議。
・2023年10月以降、Expert Group Meetingを定期的
に開催し、具体的な案件の実現に向けた協議を継続。

インドネシア
タスクフォースの設立

　アジア・ゼロエミッション共同体（Asia Zero 
Emission Community： AZEC）構想は、2022年
1月に岸田首相が提唱し、2023年3月に日本政府
が主導して発足した多国間枠組みです。カーボン
ニュートラルに積極的に挑戦するアジアの有志国と
共に、経済成長とエネルギー安全保障を確保しな

がら、各国の実情に応じた脱炭素化を進めています。
JBICは、このAZEC構想に沿う形で、ホスト国政府
などとのエンゲージメントに加え、インドネシア
およびベトナム、フィリピンなどとの再生可能エネ
ルギーなどの案件の組成を通じ、同地域の脱炭素
化に向けた支援を強化しています。

・2023年10月にAboitizPowerおよびMPICと、2024年3月にSan 
Miguelとの間で、エネルギートランジション推進における協業を目的
とする覚書を各々締結し、「AZEC Japan-Philippines Project 
DevelopmentPlatform」を形成。比各財閥企業および関連する日本
企業から複数件のプロジェクトの持ち込みがあり、具現化に向けて協議中。
・2024年4月、「AZEC Japan-Philippines High-Level Coordination
Dialogue」発足に合意。

フィリピン
案件組成プラット
フォームの形成

　JBICは、気候関連リスクへの対応の重要性を認識し、2023年に気候関連リスクに関する管理方針を定めました。
同方針に基づき、気候関連リスクの認識・評価・管理の態勢整備を行っています。

◆気候関連リスク管理

リスク事象例

有形資産

風 評

信 用

市場・流動性

オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ナ
ル

気候変動リスク 時間軸

炭素関連産業を中心に与信先の収益減少や炭素
関連負担による業績悪化に伴う与信費用の増加

異常気象による与信先の業績悪化や担保毀損に
伴う与信費用の増加

長期的な気候変化による担保毀損や与信先の業績
悪化に伴う与信費用の増加

急激な移行や自然災害発生による、金融市場・コモ
ディティ市場の混乱、それに伴う金融商品時価や
コモディティ価格の変動

移行リスクへの対応遅延に伴う風評悪化による資金
調達コストの増加

自然災害による本店や支店などの損害発生

気候変動問題への取り組み不足や情報開示対応
遅れなどによる風評悪化

移行

物理的（急性）

物理的（慢性）

移行・物理的（急性）

移行

移行

物理的（急性）

中～長期

短期

中～長期

短～長期

短～中期

短期

短期

　JBICでは、気候関連リスクは、今後の地球環境
変化や社会動向次第で発現する形や影響範囲が
異なるフォワードルッキングなリスクであり、長期的・
俯瞰的視点を持って対処する必要があるリスクで
あること、また特徴として、信用リスク、市場リスク、
流動性リスク、オペレーショナルリスクなどの各
リスクカテゴリに関連するリスクドライバーであり、
広範な波及経路でさまざまな時間軸で顕在化する
可能性があるリスクであると認識しています。
　こうした認識の下、JBICでは気候関連リスクに
ついて、統合リスク管理の枠組みにおいてトップ
リスク（リスクが顕在化した場合にJBICにもたら
される影響が大きい、特に注意すべきリスク事象）に
指定の上、気候変動に関する社会・規制動向や化石
燃料案件などを取り巻く環境変化・案件動向のモニタ
リングなどにより包括的に管理を行っています。

　また、各リスクカテゴリーにおいて想定されるリスク
事象について、JBICの業務特性やポートフォリオの
特徴に照らした重要度を、外部専門家の助言を得つつ
定性的に評価しました。評価の結果、JBICでは特に
信用リスク（与信先の業績悪化などに伴う与信関係
費用の増加）の重要性が高いことを認識し、優先的に
リスク評価・管理の態勢整備を進めています。
　具体的な信用リスク管理の取り組みとして、JBIC
では与信先の移行リスクおよび物理的リスクのシナ
リオ分析に取り組んでいます。また、TCFD提言の
銀行向け補足ガイダンスにおいて与信集中度の開示
が推奨されている炭素関連資産を含むセクターの
うち、与信額が相対的に大きいセクターである「電力」
「エネルギー」「運輸」「鉄鋼」の４セクターを、重点的に
気候関連リスクを把握する「重点管理セクター」に
指定しています。

リスク管理態勢

アジアのエネルギー移行支援
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アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）構想

3. 価値創造を支える経営基盤

　日本政府は「公正なエネルギー移行パートナーシップ（JETP）」や「アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）
構想」を通じ、アジアなど地域の脱炭素化を推進しています。JBICは、ホスト国政府などとのエンゲージメント
および再生可能エネルギーなど個別案件の組成を通じてエネルギー移行を支援しています。

気候変動対策、特にアジアの再生可能エネルギー開発
促進などに向けた、メンバー機関（アジア各国の輸出入
銀行）同士の連携

アジア各国
アジア輸銀フォーラム
メンバー機関による

共同声明
（2022年11月）

インドの環境保全および経済成長の促進並びに日本企業とインド
企業の協業促進を目的としたNIIFLとの出融資検討の促進。

インド
政府系ファンドNIIFL

との覚書
（2022年11月）

米国／国際開発金融公社（DFC）、豪州／外務貿易省
（DFAT）・輸出金融公社（FFA）と共に、ベトナムの
GHG排出量ネットゼロの達成に向けて、日米豪が連携
してプロジェクトを推進。

ベトナム
日米豪政府・政府機関
との共同声明
（2023年1月）

・2023年７月、二国間の官民協議の枠組みである「AZEC/
GX推進ワーキングチーム」の発足に合意。「トランジション・
エナジー／発電所のGX」「再エネ発電」「系統・市場等」の
3分科会を立ち上げ、ベトナム商工省、JBIC・在越日本
大使館が共同リーダーとして協議を牽引。
・2023年12月、AZEC/GX推進ワーキングチームの実務者
会合を開催、IPP事業開発促進のため越政府へ意見書を
提出。

ベトナム
ワーキングチーム発足に

合意

タイ国内およびメコン地域における連結性および脱
炭素化の促進に向けた関係強化。

タイ
タイ輸出入銀行との覚書

（2022年12月）

水素・アンモニアのバリューチェーン事業、再生可能
エネルギー、CSSなどの分野における関係強化。

マレーシア
国営石油会社

ペトロナスとの覚書
（2022年9月）

・2023年9月、二国間の官民協議の枠組みである
「AZEC Japan-Indonesia Joint TaskForse（JTF）」
を設立。JTF下のExpertGroup会合を定期的に
実施し、案件の成熟度に応じて①課題解決、②フレーム
ワーク形成、③今後実現すべきイニシアティブの特定
につき協議。
・2023年10月以降、Expert Group Meetingを定期的
に開催し、具体的な案件の実現に向けた協議を継続。

インドネシア
タスクフォースの設立

　アジア・ゼロエミッション共同体（Asia Zero 
Emission Community： AZEC）構想は、2022年
1月に岸田首相が提唱し、2023年3月に日本政府
が主導して発足した多国間枠組みです。カーボン
ニュートラルに積極的に挑戦するアジアの有志国と
共に、経済成長とエネルギー安全保障を確保しな

がら、各国の実情に応じた脱炭素化を進めています。
JBICは、このAZEC構想に沿う形で、ホスト国政府
などとのエンゲージメントに加え、インドネシア
およびベトナム、フィリピンなどとの再生可能エネ
ルギーなどの案件の組成を通じ、同地域の脱炭素
化に向けた支援を強化しています。

・2023年10月にAboitizPowerおよびMPICと、2024年3月にSan 
Miguelとの間で、エネルギートランジション推進における協業を目的
とする覚書を各々締結し、「AZEC Japan-Philippines Project 
DevelopmentPlatform」を形成。比各財閥企業および関連する日本
企業から複数件のプロジェクトの持ち込みがあり、具現化に向けて協議中。
・2024年4月、「AZEC Japan-Philippines High-Level Coordination
Dialogue」発足に合意。

フィリピン
案件組成プラット
フォームの形成

　JBICは、気候関連リスクへの対応の重要性を認識し、2023年に気候関連リスクに関する管理方針を定めました。
同方針に基づき、気候関連リスクの認識・評価・管理の態勢整備を行っています。

◆気候関連リスク管理

リスク事象例

有形資産

風 評

信 用

市場・流動性

オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ナ
ル

気候変動リスク 時間軸

炭素関連産業を中心に与信先の収益減少や炭素
関連負担による業績悪化に伴う与信費用の増加

異常気象による与信先の業績悪化や担保毀損に
伴う与信費用の増加

長期的な気候変化による担保毀損や与信先の業績
悪化に伴う与信費用の増加

急激な移行や自然災害発生による、金融市場・コモ
ディティ市場の混乱、それに伴う金融商品時価や
コモディティ価格の変動

移行リスクへの対応遅延に伴う風評悪化による資金
調達コストの増加

自然災害による本店や支店などの損害発生

気候変動問題への取り組み不足や情報開示対応
遅れなどによる風評悪化

移行

物理的（急性）

物理的（慢性）

移行・物理的（急性）

移行

移行

物理的（急性）

中～長期

短期

中～長期

短～長期

短～中期

短期

短期

　JBICでは、気候関連リスクは、今後の地球環境
変化や社会動向次第で発現する形や影響範囲が
異なるフォワードルッキングなリスクであり、長期的・
俯瞰的視点を持って対処する必要があるリスクで
あること、また特徴として、信用リスク、市場リスク、
流動性リスク、オペレーショナルリスクなどの各
リスクカテゴリに関連するリスクドライバーであり、
広範な波及経路でさまざまな時間軸で顕在化する
可能性があるリスクであると認識しています。
　こうした認識の下、JBICでは気候関連リスクに
ついて、統合リスク管理の枠組みにおいてトップ
リスク（リスクが顕在化した場合にJBICにもたら
される影響が大きい、特に注意すべきリスク事象）に
指定の上、気候変動に関する社会・規制動向や化石
燃料案件などを取り巻く環境変化・案件動向のモニタ
リングなどにより包括的に管理を行っています。

　また、各リスクカテゴリーにおいて想定されるリスク
事象について、JBICの業務特性やポートフォリオの
特徴に照らした重要度を、外部専門家の助言を得つつ
定性的に評価しました。評価の結果、JBICでは特に
信用リスク（与信先の業績悪化などに伴う与信関係
費用の増加）の重要性が高いことを認識し、優先的に
リスク評価・管理の態勢整備を進めています。
　具体的な信用リスク管理の取り組みとして、JBIC
では与信先の移行リスクおよび物理的リスクのシナ
リオ分析に取り組んでいます。また、TCFD提言の
銀行向け補足ガイダンスにおいて与信集中度の開示
が推奨されている炭素関連資産を含むセクターの
うち、与信額が相対的に大きいセクターである「電力」
「エネルギー」「運輸」「鉄鋼」の４セクターを、重点的に
気候関連リスクを把握する「重点管理セクター」に
指定しています。

リスク管理態勢

アジアのエネルギー移行支援
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3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICでは、気候変動が当行のポートフォリオに
将来にわたって与える影響を評価するために、移行
リスク・物理的リスクのそれぞれについて、TCFD
提言に沿う形で主に気候変動リスク等に係る金融
当局ネットワーク（Network of Central Banks and 
Supervisors for Greening the Financial System、
略称：NGFS）の気候シナリオを用いたシナリオ分析
を実施しています。
　移行リスクにおいては、厳しい規制とイノベー
ションの進展により温暖化を1.5℃に抑え、2050年
頃には二酸化炭素排出ゼロを達成する世界観を
前提に、主にNGFSによるNet Zero 2050シナ
リオ（1.5℃未満シナリオ）を用いて2050年までの
影響に関する分析を行いました。分析対象は、GHG
排出量とJBIC与信額の2つを勘案し選定しました。
具体的には、上述の「重点管理セクター」に属する
国内外コーポレート与信先のうち大口与信先、炭素
関連のプロジェクトファイナンス案件のうち、特に
与信額の大きい与信先、および政策金融機関と
しての特徴から外国政府向け与信が多いことを
踏まえて、脱炭素社会への移行の影響を受けやすい
特徴を持つ大口のソヴリン与信先を分析対象と
しました。
　物理的リスクにおいては、急性リスクである高潮・
河川洪水・暴風・干ばつ・森林火災・海面上昇、および
慢性リスクである気温上昇・海面上昇を分析対象
ハザード（気候災害）とし、現在実施されている政策

のみが維持され物理的リスクが高まる世界観を前提
に、主にNGFSのCurrent Policiesシナリオ（３℃
上昇シナリオ）を用いて2050年までの影響に関する
分析を行いました。分析対象は、JBIC与信ポート
フォリオの特徴を考慮し、グローバルのプロジェクト
ファイナンス全件としました。プロジェクトファイ
ナンスは１カ所の所在地に収益資産が集中している
ため、ハザードの影響が及びやすいことなどを考慮
したものです。
　移行リスクおよび物理的リスクのシナリオ分析の
結果、案件ごとの特性も踏まえつつ、適切な債権
管理を実施するとともに、各国政府や与信先各社と
の対話・エンゲージメントを継続することや、脱炭素
化に向けた取り組みが計画どおりに行われるように
GXファイナンスなどを通じた支援を実施することの
重要性を確認しています。シナリオ分析は、気候変動
が当行のポートフォリオに将来にわたって与える影響
を評価し、気候変動に関するさまざまな将来の状態
に対するリスク管理の柔軟性やレジリエンスを高める
ために今後も活用していく方針です。より有効な
活用を目指し、各セクターの脱炭素化に向けた将来
見通しや与信先の脱炭素化に向けた移行計画など
を反映させたシナリオに基づく分析が可能となる
よう、相手国政府や与信先などさまざまステーク
ホルダーとの対話を重ね、今後も分析手法やデータ
活用方法の改良に向けた不断の取り組みを行って
いきます。

シナリオ分析 ◆指標と目標
主なモニタリング指標

Scope 1

Scope 2

案件形成に係る取組件数

承諾件数

協調融資総額

GHG排出量（2023年3月末時点）

気候関連ファイナンスの2023年度実績

石炭火力発電PF案件の残高

目 標

2030年ネットゼロ

2030年ネットゼロ

28件

42件

―

実績直

181.5

861.4

57件

32件

2兆4,433億円

1兆1,066億円 （削減目途）
2040年代初頭に残高ゼロの見込み

　JBICでは、気候変動関連リスク・機会を評価・管理するための指標として、GHG排出量の計測についての分析・
検討を進めています。

（1）自らのGHG排出量削減に向けた取り組み
　JBICはESGポリシーの下、2030年までの自らのGHG排出量ネットゼロの達成を追求しています。今後も、
Scope1およびScope2におけるGHG排出量の削減策の検討・実施を進めていきます。なお、Scope3の出張カテゴリ
についても、2022年度から算定を進めています。

（2）投融資先のGHG排出量削減に向けた取り組み
　現在、投融資ポートフォリオについては、JBICの業務や取組状況の特徴などを踏まえたGHG排出量の試行的
算定を進めています。今後も、2050年ネットゼロの達成に向けて、算定・モニタリング範囲の分析・検討を継続
していきます。

　本書「統合報告書2024」のP.47～53の記載内容は、2023年12月に公表した年次報告書2023追補版－
TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示の一部内容を要約しつつ、各種取組事例は今次統合報告書
発刊のタイミングで見直しを行っています。

2023年12月に公表した年次報告書2023追補版－TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示全文は、JBICホーム
ページに掲載されている年次報告書2023追補版をご参照ください。
▶https://www.jbic.go.jp/ja/information/annual-report/image/TCFD_2023.pdf

GHG排出量
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3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICでは、気候変動が当行のポートフォリオに
将来にわたって与える影響を評価するために、移行
リスク・物理的リスクのそれぞれについて、TCFD
提言に沿う形で主に気候変動リスク等に係る金融
当局ネットワーク（Network of Central Banks and 
Supervisors for Greening the Financial System、
略称：NGFS）の気候シナリオを用いたシナリオ分析
を実施しています。
　移行リスクにおいては、厳しい規制とイノベー
ションの進展により温暖化を1.5℃に抑え、2050年
頃には二酸化炭素排出ゼロを達成する世界観を
前提に、主にNGFSによるNet Zero 2050シナ
リオ（1.5℃未満シナリオ）を用いて2050年までの
影響に関する分析を行いました。分析対象は、GHG
排出量とJBIC与信額の2つを勘案し選定しました。
具体的には、上述の「重点管理セクター」に属する
国内外コーポレート与信先のうち大口与信先、炭素
関連のプロジェクトファイナンス案件のうち、特に
与信額の大きい与信先、および政策金融機関と
しての特徴から外国政府向け与信が多いことを
踏まえて、脱炭素社会への移行の影響を受けやすい
特徴を持つ大口のソヴリン与信先を分析対象と
しました。
　物理的リスクにおいては、急性リスクである高潮・
河川洪水・暴風・干ばつ・森林火災・海面上昇、および
慢性リスクである気温上昇・海面上昇を分析対象
ハザード（気候災害）とし、現在実施されている政策

のみが維持され物理的リスクが高まる世界観を前提
に、主にNGFSのCurrent Policiesシナリオ（３℃
上昇シナリオ）を用いて2050年までの影響に関する
分析を行いました。分析対象は、JBIC与信ポート
フォリオの特徴を考慮し、グローバルのプロジェクト
ファイナンス全件としました。プロジェクトファイ
ナンスは１カ所の所在地に収益資産が集中している
ため、ハザードの影響が及びやすいことなどを考慮
したものです。
　移行リスクおよび物理的リスクのシナリオ分析の
結果、案件ごとの特性も踏まえつつ、適切な債権
管理を実施するとともに、各国政府や与信先各社と
の対話・エンゲージメントを継続することや、脱炭素
化に向けた取り組みが計画どおりに行われるように
GXファイナンスなどを通じた支援を実施することの
重要性を確認しています。シナリオ分析は、気候変動
が当行のポートフォリオに将来にわたって与える影響
を評価し、気候変動に関するさまざまな将来の状態
に対するリスク管理の柔軟性やレジリエンスを高める
ために今後も活用していく方針です。より有効な
活用を目指し、各セクターの脱炭素化に向けた将来
見通しや与信先の脱炭素化に向けた移行計画など
を反映させたシナリオに基づく分析が可能となる
よう、相手国政府や与信先などさまざまステーク
ホルダーとの対話を重ね、今後も分析手法やデータ
活用方法の改良に向けた不断の取り組みを行って
いきます。

シナリオ分析 ◆指標と目標
主なモニタリング指標

Scope 1

Scope 2

案件形成に係る取組件数

承諾件数

協調融資総額

GHG排出量（2023年3月末時点）

気候関連ファイナンスの2023年度実績

石炭火力発電PF案件の残高

目 標

2030年ネットゼロ

2030年ネットゼロ

28件

42件

―

実績直

181.5

861.4

57件

32件

2兆4,433億円

1兆1,066億円 （削減目途）
2040年代初頭に残高ゼロの見込み

　JBICでは、気候変動関連リスク・機会を評価・管理するための指標として、GHG排出量の計測についての分析・
検討を進めています。

（1）自らのGHG排出量削減に向けた取り組み
　JBICはESGポリシーの下、2030年までの自らのGHG排出量ネットゼロの達成を追求しています。今後も、
Scope1およびScope2におけるGHG排出量の削減策の検討・実施を進めていきます。なお、Scope3の出張カテゴリ
についても、2022年度から算定を進めています。

（2）投融資先のGHG排出量削減に向けた取り組み
　現在、投融資ポートフォリオについては、JBICの業務や取組状況の特徴などを踏まえたGHG排出量の試行的
算定を進めています。今後も、2050年ネットゼロの達成に向けて、算定・モニタリング範囲の分析・検討を継続
していきます。

　本書「統合報告書2024」のP.47～53の記載内容は、2023年12月に公表した年次報告書2023追補版－
TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示の一部内容を要約しつつ、各種取組事例は今次統合報告書
発刊のタイミングで見直しを行っています。

2023年12月に公表した年次報告書2023追補版－TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示全文は、JBICホーム
ページに掲載されている年次報告書2023追補版をご参照ください。
▶https://www.jbic.go.jp/ja/information/annual-report/image/TCFD_2023.pdf

GHG排出量
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3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICは、米国のEurasia Groupとサントリーホール
ディングス（株）とが共同で設立したイニシアチブで
あるSustainability Leaders Councilに参画し、
アジアを中心としたサステナビリティを巡る議論を
行っています。2023年度は水をテーマとし、11月
にはオンライン公開イベントにおいて水資源を共有
するさまざまなステークホルダーと連携した統合的
な対応や、水関連の革新的な技術およびその支援の
必要性について発信するとともに、3月には団体と
して水関連課題の現状や今後の取り組みに関する
レポートを公開しました。

（イメージ）

　2023年5月、JBICはインドネシア政府が日本で
発行する公募債形式の円建て外債（サムライ債）総額
207億円の一部を取得しました。JBICは同政府が
発行したサムライ債に過去4回保証供与、2回一部
取得を実施していますが、今回は同政府として初めて
発行した、海洋資源の保護等海洋分野に資金使途
を限定した債券である「ブルーボンド」の一部取得に
なります。本ブルーボンドによる調達資金は、インド
ネシア政府のSDG債フレームワーク上の適格支出に
該当する、海洋・沿岸の保護、生物多様性・生態系の
回復、廃棄物処理および持続可能な漁業等に関する
プロジェクトに充当される見込みです。また、本ブルー
ボンド発行支援は、こうしたインドネシアにおける
社会的課題の解決への貢献を通じた同政府との
関係強化に資するものです。

自然資本に対する取り組み
　気候変動、自然資本・生物多様性の損失等には連関性
が認められており、脱炭素社会への移行、自然再興、
生物多様性の保全を統合的に推進していく必要があり
ます。
　JBICでは、こうしたサステナビリティ課題への取り

組みを企業にとっての新たなビジネスチャンス、世界
経済にとっての新たな付加価値創造の機会と認識し、
地域・業界横断的な視点で脱炭素に加え、自然資本・
生物多様性に関わる取り組みも支援しています。

水資源の保全に関する取組事例

ブルーボンドの一部取得事例

Onego製造の代替タンパク質によるクリーム （イメージ）

　2023年3月、JBICはルクセンブルク国籍のNordic
Ninja Fund II SCSpに関する出資契約を締結し、
5,800万ユーロの出資コミットを行いました。本
ファンドは、JBICと（株）経営共創基盤との合弁会社
である（株）JBIC IG Partners等により設立され、
主に北部ヨーロッパ地域（北欧・バルト諸国に、英国、
アイルランドおよびベネルクス3国を加えた地域）に
おけるサステナビリティ×デジタル分野のスタート
アップを投資対象とするベンチャーキャピタルです。
例えば、投資先であるフィンランドOnegoは、通常
のタンパク質と比較して製造過程におけるGHG
排出量・土地利用量・水利用量を削減する代替タン
パク質を製造しています。また製造時の副産物に
ついても包装資材等として活用することが企図

されています。本ファンドは、こうしたスタートアップ企
業と、戦略投資家である日本企業との事業提携およ
び資本提携等を促進することで、日本企業のサステ
ナビリティ・トランスフォーメーション等を戦略面から
支援するものです。

サステナビリティ・トランスフォーメーション取組事例
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3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICは、米国のEurasia Groupとサントリーホール
ディングス（株）とが共同で設立したイニシアチブで
あるSustainability Leaders Councilに参画し、
アジアを中心としたサステナビリティを巡る議論を
行っています。2023年度は水をテーマとし、11月
にはオンライン公開イベントにおいて水資源を共有
するさまざまなステークホルダーと連携した統合的
な対応や、水関連の革新的な技術およびその支援の
必要性について発信するとともに、3月には団体と
して水関連課題の現状や今後の取り組みに関する
レポートを公開しました。

（イメージ）

　2023年5月、JBICはインドネシア政府が日本で
発行する公募債形式の円建て外債（サムライ債）総額
207億円の一部を取得しました。JBICは同政府が
発行したサムライ債に過去4回保証供与、2回一部
取得を実施していますが、今回は同政府として初めて
発行した、海洋資源の保護等海洋分野に資金使途
を限定した債券である「ブルーボンド」の一部取得に
なります。本ブルーボンドによる調達資金は、インド
ネシア政府のSDG債フレームワーク上の適格支出に
該当する、海洋・沿岸の保護、生物多様性・生態系の
回復、廃棄物処理および持続可能な漁業等に関する
プロジェクトに充当される見込みです。また、本ブルー
ボンド発行支援は、こうしたインドネシアにおける
社会的課題の解決への貢献を通じた同政府との
関係強化に資するものです。

自然資本に対する取り組み
　気候変動、自然資本・生物多様性の損失等には連関性
が認められており、脱炭素社会への移行、自然再興、
生物多様性の保全を統合的に推進していく必要があり
ます。
　JBICでは、こうしたサステナビリティ課題への取り

組みを企業にとっての新たなビジネスチャンス、世界
経済にとっての新たな付加価値創造の機会と認識し、
地域・業界横断的な視点で脱炭素に加え、自然資本・
生物多様性に関わる取り組みも支援しています。

水資源の保全に関する取組事例

ブルーボンドの一部取得事例

Onego製造の代替タンパク質によるクリーム （イメージ）

　2023年3月、JBICはルクセンブルク国籍のNordic
Ninja Fund II SCSpに関する出資契約を締結し、
5,800万ユーロの出資コミットを行いました。本
ファンドは、JBICと（株）経営共創基盤との合弁会社
である（株）JBIC IG Partners等により設立され、
主に北部ヨーロッパ地域（北欧・バルト諸国に、英国、
アイルランドおよびベネルクス3国を加えた地域）に
おけるサステナビリティ×デジタル分野のスタート
アップを投資対象とするベンチャーキャピタルです。
例えば、投資先であるフィンランドOnegoは、通常
のタンパク質と比較して製造過程におけるGHG
排出量・土地利用量・水利用量を削減する代替タン
パク質を製造しています。また製造時の副産物に
ついても包装資材等として活用することが企図

されています。本ファンドは、こうしたスタートアップ企
業と、戦略投資家である日本企業との事業提携およ
び資本提携等を促進することで、日本企業のサステ
ナビリティ・トランスフォーメーション等を戦略面から
支援するものです。

サステナビリティ・トランスフォーメーション取組事例



056 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 057株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

ソーシャルファイナンス業務実績事例
　社会課題の解決に資する事業に対する支援として、ソーシャルインパクトファイナンスの取り組みを支援しています。

　2023年6月、JBICはベナン政府との間で、2021年3月
に設定したクレジットラインの下、50万ユーロ（協調融資
総額は100万ユーロ）を限度とする貸付契約を締結しま
した。また、JBICは民間金融機関の融資部分に対し、保証
を提供します。本件は、ベナンにおける小学校10校の屋根
に太陽光パネルを設置し、太陽光発電により充電したラン
タンを生徒に貸し出すことで、未電化エリアにおける各
世帯の電化をクリーン電源により実現する事業に必要な
資金を融資するものです。本事業は、通学習慣の定着化

を通じ初等教育の普及に貢献するほか、温室効果ガスの
排出削減につながることが期待されます。また、ベナン
国内では電力普及率の地域格差が著しい中で、農村部に
おける電化率向上という社会的課題の解決に貢献します。

（1）ベナンの初等教育省が実施する小学校向けランタン電化事業を支援

ランタン貸与・充電の様子

　2023年8月、JBICはインド籍の日印ファンドに関する
出資契約書を締結し、250億インド・ルピーの出資コミット
を行いました（インド政府の出資コミット額240億インド・
ルピーと合わせてファンド総額は490億インド・ルピー）。
本ファンドはインドの政府系ファンド管理会社である
National Investment and Infrastructure Fund Limited
が組成・運営するファンドであり、運営面ではJBICと経営
共創基盤との合弁会社であるJBIC IG Partnersと連携
するものです。本ファンドは、インドにおける廃棄物処理
事業、水処理事業、再生可能エネルギー事業および電気
自動車関連事業等の環境・社会分野に加え、日本企業と

協業の可能性があるインド企業またはプロジェクトも
投資対象としています。同国では人口増加・急速な都市化
に伴う未処理の廃棄物の増加および水質汚染の改善
に継続的に取り組んでおり、本ファンドはこうした社会
的課題の解決に貢献するものです。

（2）インドにおける環境保全関連事業および日本企業のインドにおける事業展開を支援

調印式 

　2024年2月、JBICはWOTA（株）との間で、融資金額
8,400万円（協調融資総額は1億2,000万円）を限度と
する貸付契約を締結しました。本件は、WOTAが開発した、
住宅単位で生活全雑排水を再生循環させることを可能と
する小規模分散型水循環システムの、アンティグア・バー
ブーダにおける製造・販売に必要な資金を融資するもの
です。同国は島嶼国という性質上、慢性的な水不足が課題
となっておりますが、本システムを通じて、整備や維持に
多大なコストを要する上下水道インフラに依存しない、
衛生的かつ安定的な水供給への寄与が期待されます。

（3）アンティグア・バーブーダにおいて日本企業が実施する小規模分散型水循環システム製造・販売事業を支援

現地関係者との協議

社会

3. 価値創造を支える経営基盤

人権に関する基本的な考え方
　JBICは、日本および国際経済社会の健全な発展への
貢献を使命とする日本の公的金融機関として、人権尊重
を重要かつ積極的に取り組むべき課題と認識しています。
2023年4月に人権方針を策定・公表し、組織としての

人権尊重に対するコミットメントを示した上で、顧客および
サプライヤーによる人権尊重への期待を表明しました。
本方針に基づき、引き続き人権尊重に取り組み、サステナ
ビリティの実現を推進していきます。

JBIC人権尊重へのコミットメント
人権の尊重は重要な課題であり国際的な規範を尊重し、人権尊重に取り組む。また、JBICの役職員、
サプライヤー、顧客にも人権方針の考え方を共有し、人権尊重に取り組むことを期待する。

・あらゆる差別的な取り扱いの禁止
・ハラスメント行為および強制労働や児童労働、
人身取引等の人権侵害の不容認

［人権に関する国際的な規範］
世界人権宣言
国際人権規約

労働における基本的原則および
権利に関するILO宣言

ビジネスと人権に関する指導原則

［考え方］

人権方針の全文はこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/sustainability/image/0414-017692_1.pdf

人権デューデリジェンスに関する取り組み
　JBICは、「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじめ
とする人権に関する国際的な規範を尊重しており、人権
関連リスクの特定・評価や負の影響の防止・軽減策の検討・
実施などの人権デューデリジェンスに係る取り組みを継続
的に実施しています。特に、顧客との取引にあたっては、
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン
（環境社会配慮ガイドライン）」を制定しており、同ガイド

ラインに沿って、プロジェクト実施主体者により、人権配
慮も含め、適切な環境社会配慮がなされていることを確
認し、出融資保証（出融資等）の意思決定に反映します。
また、出融資等の意思決定以降においても、必要に応じ、
環境社会配慮が確実に実施されるようモニタリングや
働きかけを行います。

救済措置へのアクセス
　サプライヤーや顧客からの苦情等については、苦情等
受付窓口でも受け付けています。
　また、出融資先等については、環境社会配慮ガイドラ
インでは地域住民などのステークホルダーからの苦情の
早期受付・解決促進のため、プロジェクト実施主体者に
苦情受付窓口の設置を奨励しています。
　JBIC内部で発生した負の影響を受けた被害者の救済

のため、内部・外部受付窓口を設置しているほか、ハラス
メント問題に特化した外部相談窓口を設置し、問題
発生時には、迅速に調査し、被害者の救済と再発防止に
向けた施策を行っています。人権尊重に係る意識向上や
ハラスメント防止の取り組みとして、毎年全役職員を
対象とする研修やeラーニングを実施しています。

人権尊重の取り組み



056 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 057株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

ソーシャルファイナンス業務実績事例
　社会課題の解決に資する事業に対する支援として、ソーシャルインパクトファイナンスの取り組みを支援しています。

　2023年6月、JBICはベナン政府との間で、2021年3月
に設定したクレジットラインの下、50万ユーロ（協調融資
総額は100万ユーロ）を限度とする貸付契約を締結しま
した。また、JBICは民間金融機関の融資部分に対し、保証
を提供します。本件は、ベナンにおける小学校10校の屋根
に太陽光パネルを設置し、太陽光発電により充電したラン
タンを生徒に貸し出すことで、未電化エリアにおける各
世帯の電化をクリーン電源により実現する事業に必要な
資金を融資するものです。本事業は、通学習慣の定着化

を通じ初等教育の普及に貢献するほか、温室効果ガスの
排出削減につながることが期待されます。また、ベナン
国内では電力普及率の地域格差が著しい中で、農村部に
おける電化率向上という社会的課題の解決に貢献します。

（1）ベナンの初等教育省が実施する小学校向けランタン電化事業を支援

ランタン貸与・充電の様子

　2023年8月、JBICはインド籍の日印ファンドに関する
出資契約書を締結し、250億インド・ルピーの出資コミット
を行いました（インド政府の出資コミット額240億インド・
ルピーと合わせてファンド総額は490億インド・ルピー）。
本ファンドはインドの政府系ファンド管理会社である
National Investment and Infrastructure Fund Limited
が組成・運営するファンドであり、運営面ではJBICと経営
共創基盤との合弁会社であるJBIC IG Partnersと連携
するものです。本ファンドは、インドにおける廃棄物処理
事業、水処理事業、再生可能エネルギー事業および電気
自動車関連事業等の環境・社会分野に加え、日本企業と

協業の可能性があるインド企業またはプロジェクトも
投資対象としています。同国では人口増加・急速な都市化
に伴う未処理の廃棄物の増加および水質汚染の改善
に継続的に取り組んでおり、本ファンドはこうした社会
的課題の解決に貢献するものです。

（2）インドにおける環境保全関連事業および日本企業のインドにおける事業展開を支援

調印式 

　2024年2月、JBICはWOTA（株）との間で、融資金額
8,400万円（協調融資総額は1億2,000万円）を限度と
する貸付契約を締結しました。本件は、WOTAが開発した、
住宅単位で生活全雑排水を再生循環させることを可能と
する小規模分散型水循環システムの、アンティグア・バー
ブーダにおける製造・販売に必要な資金を融資するもの
です。同国は島嶼国という性質上、慢性的な水不足が課題
となっておりますが、本システムを通じて、整備や維持に
多大なコストを要する上下水道インフラに依存しない、
衛生的かつ安定的な水供給への寄与が期待されます。

（3）アンティグア・バーブーダにおいて日本企業が実施する小規模分散型水循環システム製造・販売事業を支援

現地関係者との協議

社会

3. 価値創造を支える経営基盤

人権に関する基本的な考え方
　JBICは、日本および国際経済社会の健全な発展への
貢献を使命とする日本の公的金融機関として、人権尊重
を重要かつ積極的に取り組むべき課題と認識しています。
2023年4月に人権方針を策定・公表し、組織としての

人権尊重に対するコミットメントを示した上で、顧客および
サプライヤーによる人権尊重への期待を表明しました。
本方針に基づき、引き続き人権尊重に取り組み、サステナ
ビリティの実現を推進していきます。

JBIC人権尊重へのコミットメント
人権の尊重は重要な課題であり国際的な規範を尊重し、人権尊重に取り組む。また、JBICの役職員、
サプライヤー、顧客にも人権方針の考え方を共有し、人権尊重に取り組むことを期待する。

・あらゆる差別的な取り扱いの禁止
・ハラスメント行為および強制労働や児童労働、
人身取引等の人権侵害の不容認

［人権に関する国際的な規範］
世界人権宣言
国際人権規約

労働における基本的原則および
権利に関するILO宣言

ビジネスと人権に関する指導原則

［考え方］

人権方針の全文はこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/sustainability/image/0414-017692_1.pdf

人権デューデリジェンスに関する取り組み
　JBICは、「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじめ
とする人権に関する国際的な規範を尊重しており、人権
関連リスクの特定・評価や負の影響の防止・軽減策の検討・
実施などの人権デューデリジェンスに係る取り組みを継続
的に実施しています。特に、顧客との取引にあたっては、
「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン
（環境社会配慮ガイドライン）」を制定しており、同ガイド

ラインに沿って、プロジェクト実施主体者により、人権配
慮も含め、適切な環境社会配慮がなされていることを確
認し、出融資保証（出融資等）の意思決定に反映します。
また、出融資等の意思決定以降においても、必要に応じ、
環境社会配慮が確実に実施されるようモニタリングや
働きかけを行います。

救済措置へのアクセス
　サプライヤーや顧客からの苦情等については、苦情等
受付窓口でも受け付けています。
　また、出融資先等については、環境社会配慮ガイドラ
インでは地域住民などのステークホルダーからの苦情の
早期受付・解決促進のため、プロジェクト実施主体者に
苦情受付窓口の設置を奨励しています。
　JBIC内部で発生した負の影響を受けた被害者の救済

のため、内部・外部受付窓口を設置しているほか、ハラス
メント問題に特化した外部相談窓口を設置し、問題
発生時には、迅速に調査し、被害者の救済と再発防止に
向けた施策を行っています。人権尊重に係る意識向上や
ハラスメント防止の取り組みとして、毎年全役職員を
対象とする研修やeラーニングを実施しています。

人権尊重の取り組み
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新中期経営計画における人的資本経営の位置付け
　JBICは、「国際ビジネスの最前線で、日本そして世界
の未来を展きます。」という企業理念の下、今後10年先
を見据えたあるべき姿として「海図なき世界情勢の中で、
日本の力で未来を築く『羅針盤』でありたい。」という
中長期ビジョンを掲げています。また、第5期中期経営
計画における新たな取り組みのテーマとして“Navigate
toward and Co-create a Valuable Future”を掲げて
います。そうした目標の達成のために、金融に関する

“専門性“、複雑化する国際関係の中で日本と国際経済
社会の発展を見据えられる”公共性“と”国際性“を高い
水準で備えた人材に活躍してもらうことが必要となり
ます。第5期中期経営計画の下、時代や環境に即応し、
価値創造していくため、役職員の能力を最大限発揮できる
エンゲージメントの高い組織への進化に取り組んでいき
ます。

人材育成方針
　日本および国際経済社会の発展に貢献する組織と
して、グローバル化が進む中でますます多様化・高度化
するニーズに応え、付加価値を創造していくため、同質な
ジェネラリスト育成ではなく、職員個々の強みや適性に
着目して、早い段階から意識的にハードスキルとソフト
スキルを開発し、その後のキャリアパスも見据えて、継続

的に強化していくことを人材開発・育成の方針として
います。総合職および業務職におけるキャリアディベ
ロップメントの概要は下図をご参照ください。
　人材育成制度についてはこちら▶
　https://saiyou.jbic.go.jp/career/human/

・マネジメント人材ラダー：認定された業務分野の中で、管理職として組織マネジメントの責務を負いながらキャリアを構築
・プロフェッショナル人材ラダー：認定された業務分野の中で、さらに特定の知見・専門性を絞り込み（国・地域、マクロ
経済等）、高度専門家としてのキャリアを構築

人的資本経営の実践

総合職の場合

業務職の場合

管理職
専門職

マネジメント人材ラダー（管理職） プロフェッショナル人材ラダー（専門職）

中堅

若手 さまざまな部署を経験することで職務遂行能力とキャリアイメージを形成

バックオフィス系 経営企画、経理、法務、環境　等

フロント・
ミドルオフィス系

外国政府向けファイナンス、プロジェクトファイナンス、
コーポレートファイナンス、出資　等

業務分野認定

中堅以降

若手

精通する分野における「事務のプロフェッショナル」

知識、スキルおよび専門性を高め、
事務のプロフェッショナルを目指す

入行5年目程度までに部室間異動を経験し、
キャリアビジョンを形成

キャリア開発プラン・
自己申告書を通じた育成

3. 価値創造を支える経営基盤

研修制度（JBIC Academia）

人材育成

　JBICでは、多様な職員の能力と活力を引き出す人材
育成のため、研修体系の整備を進め、2023年4月より
新たな研修体系として下図の「JBIC Academia」を創設
しました。これは役職員間の「学び」と「教え」と「コミュニ

ケーション」を育む研修制度であり、また同月より導入
したITツールのLearning Management System（LMS）
も活用して、研修の強化に取り組んでいます。

　業務を遂行するにあたって必要となるさまざまな
専門知識（ソブリン、コーポレート、PF/SF、出資、
法務、環境・サステナビリティなど）について研修・勉強
会を実施しているほか、業務上必要な専門知識の
習得のために、他の機関が行っている研修等を受講
した際、その費用を補助しています。
　職員が志向する専門性に応じて、業務に関連する
経済学、経営学、公共政策、法律等の知識の習得を

目的とした海外・国内の大学院 注１への派遣をして
います。また、国際機関注2、民間銀行の海外拠点等
への一部公募制による出向に加え、外交・経済政策を
担う官公庁への出向を行っています。
注１：海外大学院：ハーバード大学、スタンフォード大学、マサチュー

セッツ工科大学、コロンビア大学、ロンドン・ビジネス・スクール、
ケンブリッジ大学等

注２：国際機関：世界銀行、国際金融公社等

　新人・若手職員はプライベートレッスンや集合研修
を通じて英語力を集中的に強化するほか、総合職の
新人・若手職員には海外駐在員事務所で数カ月間の
トレーニー研修を積む機会があります（2023年度の
派遣実績：男性職員13人、女性職員18人）。

　業務に関連する外国語（英語以外も含む）の習得を
促進するため、授業料や受講料等の費用の一部を補助
しているほか、海外大学院・出向に加えて特殊語学の
語学学校にも派遣をしています。

　国際ビジネスの最前線で活躍することに加え、当行の将来の経営幹部人材を育成するため、各階層において必要
となるスキルの習得（新入職員：論理的思考力等、中堅：巻き込み力等、管理職：リーダーシップおよび組織マネジ
メント等）や、人材育成能力の強化を進めています。

JBIC Academiaの概要
ヒューマン・コンセプチュアルスキル テクニカルスキル グローバルスキル

役員研修

トレーナー研修

ビジネススキル研修
（リーダーシップ、
巻き込み力等）

新任管理職・
マネジメント
研修

Door to JBIC
Onboarding（DOJO）

Program
(ビジネススキル、
ミッション・ビジョン、
チームビルディング等)

1on1・
育成能力
強化研修

プロコーチ

シニア
マネジメント
研修

キャリア
デザイン
研修

英語研修
（コミュニケーション、

プレゼンテーション、交渉等）
英語プライベートレッスン

海外大学院
留学（博士・
修士・語学）

海外駐在員
事務所
トレーニー
派遣

人材開発制度の分野に応じた
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国際経済、JBIC業務一般等)
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新中期経営計画における人的資本経営の位置付け
　JBICは、「国際ビジネスの最前線で、日本そして世界
の未来を展きます。」という企業理念の下、今後10年先
を見据えたあるべき姿として「海図なき世界情勢の中で、
日本の力で未来を築く『羅針盤』でありたい。」という
中長期ビジョンを掲げています。また、第5期中期経営
計画における新たな取り組みのテーマとして“Navigate
toward and Co-create a Valuable Future”を掲げて
います。そうした目標の達成のために、金融に関する

“専門性“、複雑化する国際関係の中で日本と国際経済
社会の発展を見据えられる”公共性“と”国際性“を高い
水準で備えた人材に活躍してもらうことが必要となり
ます。第5期中期経営計画の下、時代や環境に即応し、
価値創造していくため、役職員の能力を最大限発揮できる
エンゲージメントの高い組織への進化に取り組んでいき
ます。

人材育成方針
　日本および国際経済社会の発展に貢献する組織と
して、グローバル化が進む中でますます多様化・高度化
するニーズに応え、付加価値を創造していくため、同質な
ジェネラリスト育成ではなく、職員個々の強みや適性に
着目して、早い段階から意識的にハードスキルとソフト
スキルを開発し、その後のキャリアパスも見据えて、継続

的に強化していくことを人材開発・育成の方針として
います。総合職および業務職におけるキャリアディベ
ロップメントの概要は下図をご参照ください。
　人材育成制度についてはこちら▶
　https://saiyou.jbic.go.jp/career/human/

・マネジメント人材ラダー：認定された業務分野の中で、管理職として組織マネジメントの責務を負いながらキャリアを構築
・プロフェッショナル人材ラダー：認定された業務分野の中で、さらに特定の知見・専門性を絞り込み（国・地域、マクロ
経済等）、高度専門家としてのキャリアを構築

人的資本経営の実践

総合職の場合

業務職の場合

管理職
専門職

マネジメント人材ラダー（管理職） プロフェッショナル人材ラダー（専門職）

中堅

若手 さまざまな部署を経験することで職務遂行能力とキャリアイメージを形成

バックオフィス系 経営企画、経理、法務、環境　等

フロント・
ミドルオフィス系

外国政府向けファイナンス、プロジェクトファイナンス、
コーポレートファイナンス、出資　等

業務分野認定

中堅以降

若手

精通する分野における「事務のプロフェッショナル」

知識、スキルおよび専門性を高め、
事務のプロフェッショナルを目指す

入行5年目程度までに部室間異動を経験し、
キャリアビジョンを形成

キャリア開発プラン・
自己申告書を通じた育成

3. 価値創造を支える経営基盤

研修制度（JBIC Academia）

人材育成

　JBICでは、多様な職員の能力と活力を引き出す人材
育成のため、研修体系の整備を進め、2023年4月より
新たな研修体系として下図の「JBIC Academia」を創設
しました。これは役職員間の「学び」と「教え」と「コミュニ

ケーション」を育む研修制度であり、また同月より導入
したITツールのLearning Management System（LMS）
も活用して、研修の強化に取り組んでいます。

　業務を遂行するにあたって必要となるさまざまな
専門知識（ソブリン、コーポレート、PF/SF、出資、
法務、環境・サステナビリティなど）について研修・勉強
会を実施しているほか、業務上必要な専門知識の
習得のために、他の機関が行っている研修等を受講
した際、その費用を補助しています。
　職員が志向する専門性に応じて、業務に関連する
経済学、経営学、公共政策、法律等の知識の習得を

目的とした海外・国内の大学院 注１への派遣をして
います。また、国際機関注2、民間銀行の海外拠点等
への一部公募制による出向に加え、外交・経済政策を
担う官公庁への出向を行っています。
注１：海外大学院：ハーバード大学、スタンフォード大学、マサチュー

セッツ工科大学、コロンビア大学、ロンドン・ビジネス・スクール、
ケンブリッジ大学等

注２：国際機関：世界銀行、国際金融公社等

　新人・若手職員はプライベートレッスンや集合研修
を通じて英語力を集中的に強化するほか、総合職の
新人・若手職員には海外駐在員事務所で数カ月間の
トレーニー研修を積む機会があります（2023年度の
派遣実績：男性職員13人、女性職員18人）。

　業務に関連する外国語（英語以外も含む）の習得を
促進するため、授業料や受講料等の費用の一部を補助
しているほか、海外大学院・出向に加えて特殊語学の
語学学校にも派遣をしています。

　国際ビジネスの最前線で活躍することに加え、当行の将来の経営幹部人材を育成するため、各階層において必要
となるスキルの習得（新入職員：論理的思考力等、中堅：巻き込み力等、管理職：リーダーシップおよび組織マネジ
メント等）や、人材育成能力の強化を進めています。

JBIC Academiaの概要
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多様で優れた人材の活躍を後押しするサポート体制
　JBICでは、上記のJBIC Academiaを活用したOFFJT
（Off the Job Training）に加えて、現場で経験を積む
ことを通じて、目指すべき専門性を意識したキャリアパス
を設定するOJT（On the Job Training）を実施して
います。業務経験を本格的にスタートさせる新卒入行
職員と、後述のとおり継続的に採用を強化している
キャリア採用職員の双方とも組織に早期に定着し自律的

に活躍できるよう、OJTにおいて、新卒入行職員には
トレーナー（業務上の育成指導役）、キャリア採用職員に
はメンターが一人ひとりつくことでサポートしています。
また、職員の育成を目的とした上司との定期的な対話
機会である1on1ミーティング等を通じて面での育成
サポートを強化しています。

基本的な考え方

ダイバーシティ

　JBICでは、さまざまな国や人々がそれぞれに輝く
「多様性を包含する世界」の実現に向け、ダイバーシティ＆
インクルージョン（D&I)の推進を組織的な課題と位置
付けています。それぞれの個性を持った職員一人ひとり

の多様性を尊重し、公平・公正な機会を提供することに
より、全職員が、それぞれの多様な価値観に合った働き
方で、活力を持って持続的に働ける組織づくりに取り組
んでいます。

推進体制
　JBICでは、D＆I推進にあたり人事室が主体となって
各種取組を進めています。D&I推進には組織内コミュニ
ケーションの活性化が重要と考え、経営陣や職員を
交えた対話型・参加型プロジェクトを実施するなど、さま
ざまな取り組みを実施しています。こうした人事室による
取り組みに加え、JBICで働く職員が職場における多様な

悩みや疑問を職員間で相談し助け合える施策として、
インクルーシブ推進オフィサー（IO）制度を導入している
ほか、D&Iを重視した組織風土の醸成に向け、経営陣が
役員コミットメントを発表するなど、全行的にD&I推進
に取り組んでいます。

多様な働き方の推進
　職員の持つ多様な価値観に応じた働き方を可能にする
ため、育児・介護等と仕事を両立する職員向けに、休暇等
の人事制度や各種サポート体制を設け、育児・介護ハンド
ブックの配布、上司との育児・介護面談、両立支援制度
の全職員向け定期発信等を行っています。
　このような取り組みを通じ、JBICは、子育てサポート
企業として「くるみん」、仕事と介護を両立できる職場環
境の整備促進に取り組んでいる企業として「トモニン」
という公的な認証を取得しています。第2期働き方改革
基本計画の下では、職員の誰でもが育児に参加し、不安
なく復職できる環境の整備として、仕事との両立支援
セミナー・座談会、管理職向け育児・介護に係る理解促進
のための研修等を実施したほか、就学児を子に持つ
職員等へのサポート体制や男性職員の育児休業等取得

促進に向けた制度の拡充を行いました（2023年度の
男性の育児休業等の取得割合は76.4％、男性の育児休業
等と育児目的休暇の取得割合は105.8％※）。また、出産・
育児、介護、配偶者転勤等を事由とした退職者の復職を
可能とするカムバック制度の拡充を行っています。
※2023年度に育休を取得した男性職員のうち、配偶者の出産は2022
年度だった男性職員が含まれているため、2023年度の数値としては
100％を超えるもの。

3. 価値創造を支える経営基盤

柔軟な働き方を可能にする環境の整備
　柔軟性の高い時差出勤制度やテレワーク制度、
有給休暇とは別枠の夏季休暇（5日間）等を整備して
います。JBIC職員の有給休暇取得率80％を目標と
して掲げ（2023年実績：66.3%）、連続休暇の取得
促進をはじめとして、職員に対して有給休暇の着実
な取得を呼びかけるとともに、定期的な取得状況
の周知を行う等の取得しやすい職場環境づくりを
進めています。

　職員のテレワーク時のネットワーク改善を図ると
ともに、オフィス出社時に職員がより快適な環境で
高い生産性を発揮できるようオフィス環境の改善を
進めているほか、ハイブリッドワーク下において職員
間のコミュニケーションを活性化するため、チーム
ビルディング研修やさまざまなテーマでの座談会を
実施しています。

育児

人事制度

サポート体制

男女共に利用可能男性が利用可能女性が利用可能

復職前面談産休前面談

保育園の確保

妊娠が確定した日 6週間前 2週間前 1年出産 1年2カ月1カ月後 1年6カ月8週間後 満2歳に達する日 小学校6年生

妊産婦休暇
（保健指導または
健康診査）
（通勤緩和）（休養）

育児休暇
出産後1年以内の時間外・
休日勤務の免除

妊産婦の時間外・
休日勤務の制限

育児休業

人事制度
介護休業
勤務時間の短縮
時間外・休日勤務の制限、深夜残業の免除、勤務時間外・
休日勤務の適用除外
介護休暇
積立年休（介護事由での取得可）
始業・終業時刻の変更（育介フレックス）

サポート体制
育児介護ハンドブック／両立支援制度情報の定期配信
育児・介護関連セミナー
休業取得前後の面談
各種金銭補助
保育園の確保（育児）
社外専門家による介護相談（介護）

介護 育児・介護

妊娠 出産 育児

妊産婦休暇
（保健指導または健康診査）

出産休暇（産前）
多胎児の場合、14週間前から

出産休暇（産後）

出産休暇
（配偶者出産時）

育児支援休暇（第2子以降の場合は予定日の6週間前から（多胎児の場合、14週間前から））

勤務時間の短縮

時間外・休日勤務の制限

深夜残業の免除
勤務時間外・休日勤務の適用除外

看護休暇
子どもの通う保育施設等が休業等となった場合の休暇
始業・終業時刻の変更措置（JBIC内通称：育介フレックス）

積立年休の利用（子どもの看護、子どもに予防接種もしくは健康診断を受けさせるために休む場合）

場合により延長可

復職後面談

出生時育児休業
（女性職員は、養子等
を養育する場合）

保育費用金銭補助
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　JBICでは、さまざまな国や人々がそれぞれに輝く
「多様性を包含する世界」の実現に向け、ダイバーシティ＆
インクルージョン（D&I)の推進を組織的な課題と位置
付けています。それぞれの個性を持った職員一人ひとり

の多様性を尊重し、公平・公正な機会を提供することに
より、全職員が、それぞれの多様な価値観に合った働き
方で、活力を持って持続的に働ける組織づくりに取り組
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推進体制
　JBICでは、D＆I推進にあたり人事室が主体となって
各種取組を進めています。D&I推進には組織内コミュニ
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ざまな取り組みを実施しています。こうした人事室による
取り組みに加え、JBICで働く職員が職場における多様な

悩みや疑問を職員間で相談し助け合える施策として、
インクルーシブ推進オフィサー（IO）制度を導入している
ほか、D&Iを重視した組織風土の醸成に向け、経営陣が
役員コミットメントを発表するなど、全行的にD&I推進
に取り組んでいます。

多様な働き方の推進
　職員の持つ多様な価値観に応じた働き方を可能にする
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柔軟な働き方を可能にする環境の整備
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促進をはじめとして、職員に対して有給休暇の着実
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　職員のテレワーク時のネットワーク改善を図ると
ともに、オフィス出社時に職員がより快適な環境で
高い生産性を発揮できるようオフィス環境の改善を
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間のコミュニケーションを活性化するため、チーム
ビルディング研修やさまざまなテーマでの座談会を
実施しています。

育児

人事制度

サポート体制

男女共に利用可能男性が利用可能女性が利用可能

復職前面談産休前面談

保育園の確保

妊娠が確定した日 6週間前 2週間前 1年出産 1年2カ月1カ月後 1年6カ月8週間後 満2歳に達する日 小学校6年生

妊産婦休暇
（保健指導または
健康診査）
（通勤緩和）（休養）

育児休暇
出産後1年以内の時間外・
休日勤務の免除

妊産婦の時間外・
休日勤務の制限

育児休業

人事制度
介護休業
勤務時間の短縮
時間外・休日勤務の制限、深夜残業の免除、勤務時間外・
休日勤務の適用除外
介護休暇
積立年休（介護事由での取得可）
始業・終業時刻の変更（育介フレックス）

サポート体制
育児介護ハンドブック／両立支援制度情報の定期配信
育児・介護関連セミナー
休業取得前後の面談
各種金銭補助
保育園の確保（育児）
社外専門家による介護相談（介護）

介護 育児・介護

妊娠 出産 育児

妊産婦休暇
（保健指導または健康診査）

出産休暇（産前）
多胎児の場合、14週間前から

出産休暇（産後）

出産休暇
（配偶者出産時）

育児支援休暇（第2子以降の場合は予定日の6週間前から（多胎児の場合、14週間前から））

勤務時間の短縮

時間外・休日勤務の制限

深夜残業の免除
勤務時間外・休日勤務の適用除外

看護休暇
子どもの通う保育施設等が休業等となった場合の休暇
始業・終業時刻の変更措置（JBIC内通称：育介フレックス）

積立年休の利用（子どもの看護、子どもに予防接種もしくは健康診断を受けさせるために休む場合）

場合により延長可

復職後面談

出生時育児休業
（女性職員は、養子等
を養育する場合）

保育費用金銭補助
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多様な人材の活躍
　女性活躍推進法に基づく行動計画にて、JBICにおける
管理職に占める女性職員の割合を2024年7月末までに
10％以上とする目標を掲げ（2024年7月31日現在10.1%）、
育児・介護等と仕事との両立支援の拡充や柔軟な働き方
を可能にする環境の整備を進めるとともに、社外研修
への派遣等を通じて、女性職員のキャリア形成意識醸成
に取り組んでいます。また、同計画にて、JBICにおける
総合職新卒採用者に占める女性の割合を毎年度50％
目途とし積極的な採用を進めている（2023年度実績

45％、2024年度実績50％）ほか、海外の駐在員事務所や
出向先で活躍する女性職員も増加しています（2024年
3月末時点の総合職職員に占める海外滞在者の割合：
男性16％、女性13％）。
　専門人材を含むキャリア採用にも注力しており、
2024年3月末時点で、総合職のうち、管理職に占める
キャリア採用者の割合は約2割、非管理職では約3割を
占めているほか、2023年度の正規雇用労働者のキャリア
採用比率は30％となっています。

心身の健康を増進するための職場環境の整備
　職員のメンタルヘルスケアのため、ストレスチェックテストの実施に加え、定期的なニュースレターの配信、外部カウン
セリング相談窓口の設定、セルフケア・ラインケア研修の実施を行っています。

エンゲージメントの高い組織づくり
　JBICでは、時代や環境に即応し、価値創造していく
ため、経営主導の具体的な組織変革を通じて、役職員の
能力を最大限発揮できるエンゲージメントの高い組織
づくりに取り組んでおり、第5期中期経営計画においても
重点的課題の1つとして掲げています。組織のエンゲージ

メントの状態を可視化するために、毎年職員意識調査を
継続的に実施しています。調査結果は各現場に共有され、
より職員が働きがいと成長実感を持てるよう、課題抽出
と不断の向上策の検討・実施を進めています。

3. 価値創造を支える経営基盤

人材育成・ダイバーシティに関する従業員インタビュー／コメント

　「日本」と「世界」の懸け橋となり、「ビジネス」の最前線
と「政策」実現をつなぐクロスロードの中心がJBICの
舞台。その独自の立ち位置で多様なステークホルダーと
協働し活躍するためには、職員一人ひとりが「金融の専門
性」や「多面的なスキル」を土台に「俯瞰する眼」や「大局
的な視座」を身につけることが重要です。
　そのための仕掛けの一つがJBIC Academia。研修体系
を大きく拡充しました。もう一つがジョブローテーション。
少人数組織であるJBICの狙いはジェネラリスト育成と
は別にあります。幅広い裁量と大きな責任を伴う環境の
下で職員一人ひとりが組織を代表しリーダーシップを
発揮してもらいたい。組織全体を理解する中で俯瞰する
目や大局的な視座を養い、組織を動かす人材へ。職員
一人ひとりに寄り添う育成に取り組んでいます。

人材育成

企画部門　経営企画部 人事室
人材育成担当特命審議役（当時）

池原　学志

　ダイバーシティの中にも、女性活躍、両立支援、男性育休、
人材多様化などさまざまな文脈がありますが、いずれ
でも、当事者とその周囲の方との相互理解が必要だと
思います。そのため、ダイバーシティ推進を担当していた
際には、双方向のコミュニケーションや自分の意見を
障壁なく伝えられる心理的安全性の高い職場づくりを
意識していました。
　新しく導入された中抜け勤務制度は、自身と家族の
生活に合わせて柔軟な働き方ができるため、とても
助かっています。小学校の保護者会や面談など、平日の
日中の行事に参加する際に積極的に活用しています。
　JBICは働き方の制度が非常に整っていて、自分がどの
ようなキャリアを積みたいか、どのような人生を送りたい
かを考えながら、「今はこの制度を使って、こういう働き
方をしよう」といった自律的なアレンジが可能です。今後
も各種制度を活用しながら、仕事も自分の人生もメリ
ハリをつけて楽しみたいです。

ダイバーシティ推進

産業ファイナンス部門　
中堅・中小企業ファイナンス室
第１ユニット調査役

松尾　友梨
※以前に人事室にてダイバーシティ推進を
担当
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　女性活躍推進法に基づく行動計画にて、JBICにおける
管理職に占める女性職員の割合を2024年7月末までに
10％以上とする目標を掲げ（2024年7月31日現在10.1%）、
育児・介護等と仕事との両立支援の拡充や柔軟な働き方
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　職員のメンタルヘルスケアのため、ストレスチェックテストの実施に加え、定期的なニュースレターの配信、外部カウン
セリング相談窓口の設定、セルフケア・ラインケア研修の実施を行っています。

エンゲージメントの高い組織づくり
　JBICでは、時代や環境に即応し、価値創造していく
ため、経営主導の具体的な組織変革を通じて、役職員の
能力を最大限発揮できるエンゲージメントの高い組織
づくりに取り組んでおり、第5期中期経営計画においても
重点的課題の1つとして掲げています。組織のエンゲージ

メントの状態を可視化するために、毎年職員意識調査を
継続的に実施しています。調査結果は各現場に共有され、
より職員が働きがいと成長実感を持てるよう、課題抽出
と不断の向上策の検討・実施を進めています。
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人材育成・ダイバーシティに関する従業員インタビュー／コメント

　「日本」と「世界」の懸け橋となり、「ビジネス」の最前線
と「政策」実現をつなぐクロスロードの中心がJBICの
舞台。その独自の立ち位置で多様なステークホルダーと
協働し活躍するためには、職員一人ひとりが「金融の専門
性」や「多面的なスキル」を土台に「俯瞰する眼」や「大局
的な視座」を身につけることが重要です。
　そのための仕掛けの一つがJBIC Academia。研修体系
を大きく拡充しました。もう一つがジョブローテーション。
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池原　学志

　ダイバーシティの中にも、女性活躍、両立支援、男性育休、
人材多様化などさまざまな文脈がありますが、いずれ
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思います。そのため、ダイバーシティ推進を担当していた
際には、双方向のコミュニケーションや自分の意見を
障壁なく伝えられる心理的安全性の高い職場づくりを
意識していました。
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生活に合わせて柔軟な働き方ができるため、とても
助かっています。小学校の保護者会や面談など、平日の
日中の行事に参加する際に積極的に活用しています。
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ダイバーシティ推進

産業ファイナンス部門　
中堅・中小企業ファイナンス室
第１ユニット調査役

松尾　友梨
※以前に人事室にてダイバーシティ推進を
担当



064 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 065株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

　株式会社国際協力銀行（JBIC）は、株式会社国際協力銀行法（平成23年法律第39号）に規定されるJBICの
ミッション遂行や、企業理念の実現のため、業務の適正と効率を意識したコーポレート・ガバナンス態勢の構築に
取り組んでいます。

監査役会 取締役会

会計監査人

 経営諮問・評価委員会

サステナビリティ・
アドバイザリー委員会

リスク・アドバイザリー委員会監査役室

内部監査委員会

監査部

経営会議

業務決定会議 ALM委員会

統合リスク管理委員会 部門長会議

人事委員会 サステナビリティ委員会

監督・評価機能

執行機能

［決定機関］ ［審議機関］

情報セキュリティ・
ICT推進委員会

コンプライアンス・
顧客保護等管理委員会

株主総会

3. 価値創造を支える経営基盤

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　JBICは、日本政府が全株式を保有する株式会社であり、株主としての国の統制のほか、主務大臣からの監督、
国会による予算等の統制、会計検査院検査、主務大臣による検査、主務大臣の委任に基づく金融庁検査等の国の
統制に服しています。

◆国の関与について

◆監督・評価と業務執行について

ガバナンス

　JBICにおいては、取締役会等による監督・評価の
強化と、業務執行の機動性の向上等の観点から、会社
法所定の取締役会、監査役会等の機関に加え、経営
諮問・評価委員会、リスク・アドバイザリー委員会、

サステナビリティ・アドバイザリー委員会、内部監査
委員会、経営会議を設置し、さらに経営会議から委任
を受ける各種の会議・委員会を設置しています。

（2）監査役会
　監査役会は3名の監査役で構成し、うち2名を会社法に規定する社外監査役としています。社外監査役は、常勤
監査役とも連携の上、社外出身者の視点から取締役の業務執行を監査し、JBICのガバナンス態勢向上に貢献
します。また、監査役の職務を補助する組織として、監査役室を設置しています。

（1）取締役会
　取締役会は、9名の取締役で構成し、うち3名を非業務執行取締役とし、さらにそのうち2名を会社法に規定する
社外取締役としています。非業務執行取締役はJBICの代表取締役・業務執行取締役による業務執行の監視、監督を
行い、JBICのガバナンス態勢向上に貢献しています。2023年度の主な議論テーマは下記のとおりです。

2023年度の主な議論テーマ
・第５期（2024～2026年）中期経営計画 
・特別業務の推進体制強化に向けた推進体制の見直し方針 
・ウクライナ復興・周辺国支援担当特命駐在員の設置方針
・「株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律」の施行に伴う関連規程の改正方針
・サステナビリティ・アドバイザリー委員選任
・TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示に関する対応方針
・IT技術を活用した抜本的業務効率化のための研究・企画体制の構築に係る検討
・令和６年度（2024年度）予算政府案報告、資金調達計画の決定　等

（3）経営諮問・評価委員会
　経営諮問・評価委員会は、社外の有識者および社外取締役で構成し、JBICの業務および運営の状況や、JBICの
経営に関して取締役会が諮問する事項等に関して評価・助言を行います。

■ 経営諮問・評価委員会　委員一覧 （2024年7月1日現在）
氏名 職業

浦田 秀次郎 早稲田大学 名誉教授　独立行政法人経済産業研究所（RIETI）名誉顧問・特別上席研究員（特任）
遠藤 典子 早稲田大学 研究院 教授
川村 嘉則 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
小泉 愼一 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
佐藤 康博 株式会社みずほフィナンシャルグループ 特別顧問

十河 ひろ美 株式会社ハースト・デジタル・ジャパン リシェス編集部 編集長 兼 エスクァイア・ザ・ビッグ・ブラック・ブック編集部 総編集長
信州大学 特任教授

髙木 勇三 公認会計士
新浪 剛史 サントリーホールディングス株式会社 代表取締役社長

（五十音順、敬称略）
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　株式会社国際協力銀行（JBIC）は、株式会社国際協力銀行法（平成23年法律第39号）に規定されるJBICの
ミッション遂行や、企業理念の実現のため、業務の適正と効率を意識したコーポレート・ガバナンス態勢の構築に
取り組んでいます。

監査役会 取締役会

会計監査人

 経営諮問・評価委員会

サステナビリティ・
アドバイザリー委員会

リスク・アドバイザリー委員会監査役室

内部監査委員会

監査部

経営会議

業務決定会議 ALM委員会

統合リスク管理委員会 部門長会議

人事委員会 サステナビリティ委員会

監督・評価機能

執行機能

［決定機関］ ［審議機関］

情報セキュリティ・
ICT推進委員会

コンプライアンス・
顧客保護等管理委員会

株主総会

3. 価値創造を支える経営基盤

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　JBICは、日本政府が全株式を保有する株式会社であり、株主としての国の統制のほか、主務大臣からの監督、
国会による予算等の統制、会計検査院検査、主務大臣による検査、主務大臣の委任に基づく金融庁検査等の国の
統制に服しています。

◆国の関与について

◆監督・評価と業務執行について

ガバナンス

　JBICにおいては、取締役会等による監督・評価の
強化と、業務執行の機動性の向上等の観点から、会社
法所定の取締役会、監査役会等の機関に加え、経営
諮問・評価委員会、リスク・アドバイザリー委員会、

サステナビリティ・アドバイザリー委員会、内部監査
委員会、経営会議を設置し、さらに経営会議から委任
を受ける各種の会議・委員会を設置しています。

（2）監査役会
　監査役会は3名の監査役で構成し、うち2名を会社法に規定する社外監査役としています。社外監査役は、常勤
監査役とも連携の上、社外出身者の視点から取締役の業務執行を監査し、JBICのガバナンス態勢向上に貢献
します。また、監査役の職務を補助する組織として、監査役室を設置しています。

（1）取締役会
　取締役会は、9名の取締役で構成し、うち3名を非業務執行取締役とし、さらにそのうち2名を会社法に規定する
社外取締役としています。非業務執行取締役はJBICの代表取締役・業務執行取締役による業務執行の監視、監督を
行い、JBICのガバナンス態勢向上に貢献しています。2023年度の主な議論テーマは下記のとおりです。

2023年度の主な議論テーマ
・第５期（2024～2026年）中期経営計画 
・特別業務の推進体制強化に向けた推進体制の見直し方針 
・ウクライナ復興・周辺国支援担当特命駐在員の設置方針
・「株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律」の施行に伴う関連規程の改正方針
・サステナビリティ・アドバイザリー委員選任
・TCFD提言を踏まえた気候変動関連情報開示に関する対応方針
・IT技術を活用した抜本的業務効率化のための研究・企画体制の構築に係る検討
・令和６年度（2024年度）予算政府案報告、資金調達計画の決定　等

（3）経営諮問・評価委員会
　経営諮問・評価委員会は、社外の有識者および社外取締役で構成し、JBICの業務および運営の状況や、JBICの
経営に関して取締役会が諮問する事項等に関して評価・助言を行います。

■ 経営諮問・評価委員会　委員一覧 （2024年7月1日現在）
氏名 職業

浦田 秀次郎 早稲田大学 名誉教授　独立行政法人経済産業研究所（RIETI）名誉顧問・特別上席研究員（特任）
遠藤 典子 早稲田大学 研究院 教授
川村 嘉則 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
小泉 愼一 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
佐藤 康博 株式会社みずほフィナンシャルグループ 特別顧問

十河 ひろ美 株式会社ハースト・デジタル・ジャパン リシェス編集部 編集長 兼 エスクァイア・ザ・ビッグ・ブラック・ブック編集部 総編集長
信州大学 特任教授

髙木 勇三 公認会計士
新浪 剛史 サントリーホールディングス株式会社 代表取締役社長

（五十音順、敬称略）
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（7）経営会議
　経営会議は代表取締役・業務執行取締役および全常務執行役員で構成し、取締役会の委任に基づき、JBICの
経営上の重要事項の決定・審議を行うことにより、JBICの機動的な業務執行を担います。なお、経営会議の諮問機関
または一定の事項を委任する機関として、以下の会議・委員会を設置しています。

❶ 業務決定会議
　経営会議の授権に基づき、JBICの出融資保証等
業務に関する重要事項の決定・審議を行います。
❷ 統合リスク管理委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの統合リスク管理
に関する重要事項の決定・審議を行います。
❸ コンプライアンス・顧客保護等管理委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICのコンプライアンス
および顧客保護等管理に関する重要事項の決定・審議
を行います。
❹ 人事委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの人事に関する
重要事項の決定・審議を行います。 
❺ ALM委員会
　経営会議および統合リスク管理委員会の授権に
基づき、JBICの資産負債管理（ALM）に関する重要
事項の審議を行います。   

❻ 部門長会議
　経営会議の授権に基づき、国・地域別の業務方針等
の部門横断的な事項の審議を行います。
❼ 情報セキュリティ・ICT推進委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの情報資産の利用・
管理および情報セキュリティに関する重要な事項
並びに取締役会および経営会議で決定した情報通信
技術（ICT）に係る計画・方針等に基づく各種施策
その他ICT関連事項に関する部門横断的な事項の
審議を行います。
❽ サステナビリティ委員会
　経営会議の授権に基づき、サステナビリティ推進に
関する方針その他のサステナビリティ推進に係る
重要事項の審議を行います。

3. 価値創造を支える経営基盤

（6）内部監査委員会　
　内部監査委員会は、代表取締役、取締役会長および社外取締役で構成し、取締役会の委任に基づき、内部監査
に関する重要事項の決定・審議を行います。

（5）サステナビリティ・アドバイザリー委員会
　サステナビリティ・アドバイザリー委員会は、社外の有識者で構成し、取締役会の諮問機関として、サステナビリ
ティの実現に向けたJBICの取組推進に関する方針について助言を行います。

（4）リスク・アドバイザリー委員会
　リスク・アドバイザリー委員会は、社外の有識者および社外取締役で構成し、JBICの大口与信先に係るリスク
管理・審査の体制や、大型案件のリスクに関して取締役会が諮問する事項等に関して助言を行います。

■ リスク・アドバイザリー委員会　委員一覧 （2024年7月1日現在）

氏名 職業
阿部 修平 スパークス・グループ株式会社 代表取締役社長
江原 伸好 ユニゾン・キャピタル株式会社 共同創業者
小川 英治 一橋大学 名誉教授　東京経済大学経済学部 教授
川村 嘉則 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
小泉 愼一 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
佐々木 摩美 三井住友トラストアセットマネジメント株式会社 社外取締役
松田 千恵子 東京都立大学大学院経営学研究科 教授
横尾 敬介 株式会社産業革新投資機構 代表取締役社長CEO

（五十音順、敬称略）

■ サステナビリティ・アドバイザリー委員会　委員一覧 （2024年7月1日現在）

氏名 職業
高村 ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター 教授
Rachel Kyte タフツ大学フレッチャースクール 名誉学部長　オックスフォード大学ブラバトニック公共政策大学院 教授
Tim Benton 英国王立国際問題研究所（チャタムハウス）　環境社会プログラム ディレクター

（敬称略）

　JBICでは、JBICの業務における各分野・セクターにおけるノウハウや専門性を集約化することで案件組成能力を
高め、JBICのミッションのより機動的、戦略的な遂行を図るため、部門制を導入しています。
　具体的には、企画部門、審査・リスク管理部門、財務・システム部門、資源ファイナンス部門、インフラ・環境ファイ
ナンス部門、産業ファイナンス部門およびエクイティファイナンス部門を設置し、各部門の下に専門性を持った部を
設置しています。
　各部門については担当取締役を置くとともに、各部門の長には取締役または常務執行役員が就任し、各部門は
部門長の指揮の下で一体的に運営され、業務の機動性・効率性の向上を図っています。

　JBICは、業務全般の内部管理態勢について、その適切性・有効性を評価し、改善への提言等を行うため、適切な
内部監査態勢を構築しています。業務執行を担う経営会議から独立した意思決定機関として内部監査委員会を
設置し、業務執行部門から独立した総裁直属の部署として監査部を設置しています。内部監査委員会は年度
内部監査計画など重要事項の決定を行い、監査部は内部監査委員会に対して内部監査結果等の報告を行って
います。また、監査部は、内部監査の効率的な実施のため、監査役および会計監査人と必要な情報交換および連携
を行っています。

取締役会

経営会議

各部門・部室・海外駐在員事務所 監査部
（総裁直属）

監査

意見
監査役

報
告

情
報
交
換・連
携

指
示

部門長

企画部門長 根岸 靖明
（常務執行役員） 企画部門

審査・リスク管理部門長 田中 英治
（常務執行役員） 審査・リスク管理部門

財務・システム部門長 北島 敏明
（常務執行役員） 財務・システム部門

資源ファイナンス部門長 天野 辰之
（常務執行役員） 資源ファイナンス部門

インフラ・環境ファイナンス部門長 関根 宏樹
（常務執行役員） インフラ・環境ファイナンス部門

産業ファイナンス部門長 佐々木 聡
（常務執行役員） 産業ファイナンス部門

エクイティファイナンス部門長 米山 泰揚
（常務執行役員） エクイティファイナンス部門

(2024年7月1日現在）

◆部門制について

　JBICは、会社法に則り、子会社を含むJBICグループの業務の適正を確保するための体制の整備等について、内部
統制基本方針を取締役会決議により定め、当該基本方針に基づき、内規の制定その他体制の整備を行っています。

◆内部統制基本方針

◆内部監査態勢

内部監査委員会
（議長：総裁、構成員：代表取締役・

取締役会長・社外取締役）
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（7）経営会議
　経営会議は代表取締役・業務執行取締役および全常務執行役員で構成し、取締役会の委任に基づき、JBICの
経営上の重要事項の決定・審議を行うことにより、JBICの機動的な業務執行を担います。なお、経営会議の諮問機関
または一定の事項を委任する機関として、以下の会議・委員会を設置しています。

❶ 業務決定会議
　経営会議の授権に基づき、JBICの出融資保証等
業務に関する重要事項の決定・審議を行います。
❷ 統合リスク管理委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの統合リスク管理
に関する重要事項の決定・審議を行います。
❸ コンプライアンス・顧客保護等管理委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICのコンプライアンス
および顧客保護等管理に関する重要事項の決定・審議
を行います。
❹ 人事委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの人事に関する
重要事項の決定・審議を行います。 
❺ ALM委員会
　経営会議および統合リスク管理委員会の授権に
基づき、JBICの資産負債管理（ALM）に関する重要
事項の審議を行います。   

❻ 部門長会議
　経営会議の授権に基づき、国・地域別の業務方針等
の部門横断的な事項の審議を行います。
❼ 情報セキュリティ・ICT推進委員会
　経営会議の授権に基づき、JBICの情報資産の利用・
管理および情報セキュリティに関する重要な事項
並びに取締役会および経営会議で決定した情報通信
技術（ICT）に係る計画・方針等に基づく各種施策
その他ICT関連事項に関する部門横断的な事項の
審議を行います。
❽ サステナビリティ委員会
　経営会議の授権に基づき、サステナビリティ推進に
関する方針その他のサステナビリティ推進に係る
重要事項の審議を行います。

3. 価値創造を支える経営基盤

（6）内部監査委員会　
　内部監査委員会は、代表取締役、取締役会長および社外取締役で構成し、取締役会の委任に基づき、内部監査
に関する重要事項の決定・審議を行います。

（5）サステナビリティ・アドバイザリー委員会
　サステナビリティ・アドバイザリー委員会は、社外の有識者で構成し、取締役会の諮問機関として、サステナビリ
ティの実現に向けたJBICの取組推進に関する方針について助言を行います。

（4）リスク・アドバイザリー委員会
　リスク・アドバイザリー委員会は、社外の有識者および社外取締役で構成し、JBICの大口与信先に係るリスク
管理・審査の体制や、大型案件のリスクに関して取締役会が諮問する事項等に関して助言を行います。

■ リスク・アドバイザリー委員会　委員一覧 （2024年7月1日現在）

氏名 職業
阿部 修平 スパークス・グループ株式会社 代表取締役社長
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川村 嘉則 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
小泉 愼一 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）
佐々木 摩美 三井住友トラストアセットマネジメント株式会社 社外取締役
松田 千恵子 東京都立大学大学院経営学研究科 教授
横尾 敬介 株式会社産業革新投資機構 代表取締役社長CEO

（五十音順、敬称略）
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監査

意見
監査役

報
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報
交
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携
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部門長
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（常務執行役員） 財務・システム部門
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（常務執行役員） 資源ファイナンス部門

インフラ・環境ファイナンス部門長 関根 宏樹
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(2024年7月1日現在）

◆部門制について

　JBICは、会社法に則り、子会社を含むJBICグループの業務の適正を確保するための体制の整備等について、内部
統制基本方針を取締役会決議により定め、当該基本方針に基づき、内規の制定その他体制の整備を行っています。

◆内部統制基本方針

◆内部監査態勢

内部監査委員会
（議長：総裁、構成員：代表取締役・

取締役会長・社外取締役）
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橋山 重人
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菊池 洋

取締役

役員紹介 

3. 価値創造を支える経営基盤

［分掌等］
本行の業務を総理、
監査部

［分掌等］
総裁を補佐して、
本行の業務を掌理

［分掌等］
企画部門、
産業ファイナンス部門

［分掌等］
資源ファイナンス部門、
エクイティファイナンス
部門

常務取締役

小川 和典
常務取締役

内田 誠

［分掌等］
財務・システム部門、
インフラ・環境ファイ
ナンス部門

［分掌等］
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企画部門に関する
専務補佐
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前田 匡史

取締役（社外取締役）

小泉 愼一

取締役（社外取締役）

川村 嘉則

常勤監査役

那須 規子

監査役（社外監査役）

土屋 光章

監査役（社外監査役）

本村 彩

取締役（非業務執行） 監査役

取締役会議長
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　JBICは、行動原則の1つに「倫理観と遵法精神。
JBICの一員としてモラルを持ちつづけます。」を掲げて
います。
　こうした行動原則に基づき、JBICは内部統制基本
方針の下、コンプライアンスに関する内部規程の策定、
遵守等を定めるとともに、法令等の遵守に関する基本
方針を以下のとおり定めています。
●役職員等は、国際的業務を行う政策金融機関である
JBICが社会的・国際的に求められる公共的使命
および社会的責任を自覚し、かつ、役職員等による
法令等の違反行為の発生が、JBIC全体の信用の
失墜を招き、JBICの業務運営に多大な支障を来す
ことを十分認識した上で、常に法令等を遵守し、

公正な業務遂行に努めなければならない。
●役職員等は、JBICが業務内容について国民に対する
説明責任を有することを認識し、適切な情報開示を
行うこと等により国民からの信頼確保に努めな
ければならない。

●JBICは、反社会的勢力と一切の関係を持たず、
反社会的勢力に対しては、組織全体として対応し、
毅然とした態度で臨むとともに、反社会的勢力から
の不当な要求を断固として拒絶することが、JBICに
対する公共の信頼を維持し、JBICの業務の適切性
および健全性の確保のために不可欠であることを
認識し、警察等関係機関とも連携して適切な対応
を行う。

◆基本的な考え方

コンプライアンス

　JBICは、上記基本方針に則り、以下のとおり法令等
遵守の徹底に取り組んでいます。
　コンプライアンス・顧客保護等管理委員会を中心
に、コンプライアンスへの取り組みを推進し、コンプラ
イアンスの統括部署として法務・コンプライアンス
統括室を設置しています。

　各部門および地域統括の海外駐在員事務所には
コンプライアンス統括オフィサー、各部室および海外
駐在員事務所にはコンプライアンスオフィサーを
置き、職員のコンプライアンスに対する意識の醸成等、
各部門等におけるコンプライアンスへの取り組みを
推進しています。

◆法令遵守態勢（コンプライアンス体制）　

コンプライアンスの推進

◆コンプライアンスに関する取り組み

　JBICでは、コンプライアンスを実現させるため
の具体的な実践計画として年度ごとに「コンプライ
アンス・プログラム」を策定しています。これに基づいて、
コンプライアンスに係る課題への取り組みやモニタ
リングを実施し、定期的に進捗状況のフォローアップ
を行っています。
　また、役職員等がコンプライアンスを実践するため

の手引きとして「コンプライアンス・マニュアル」を
策定し、コンプライアンス意識の浸透状況や内外
環境の変化を踏まえ、コンプライアンス・マニュアル
の内容を毎年見直しています。加えて、全役職員等を
対象とするコンプライアンス研修等の実施により、
役職員一人ひとりのコンプライアンスに対する意識
の醸成・強化に取り組んでいます。

コンプライアンス、リスクマネジメント

3. 価値創造を支える経営基盤

　マネー・ロンダリングやテロ資金供与対策（マネロン
対策）の重要性は一層高まっており、金融機関のマネ
ロン対策の強化が課題となっています。JBICは預金
の受け入れがなく、また為替取引を実施しておりま
せんが、JBICの業務の特性を踏まえ、外国為替および
外国貿易法等の関係法令等に対応しつつ、出融資等

先やその他の取引先についての各種確認手続きを
実施しています。
　また、贈賄防止の取り組みとして、OCED理事会に
よって採択された「公的輸出信用と贈賄に関する
OECD理事会勧告」に基づく対応を行っています。

金融犯罪対策

　役職員等によるインサイダー取引等を未然に防ぐ
ため、役職員等に係る株券等の売買について規程を
設けているほか、インサイダー情報を含む会社の重要
情報の管理に関する規程を整備しています。これらに

ついて、研修等を通じて役職員等への周知を図ること
で実効性確保に取り組むなど、インサイダー取引等の
未然防止態勢を構築しています。

インサイダー取引等未然防止体制

　コンプライアンスに関する重要な事実を早期に
発見し必要な是正措置を講ずることが可能となる
よう、通常の業務ラインによる報告ルートに加え、
内部通報制度を整備しています。通報受付にあたって
は、通報者の匿名性や寄せられた情報の機密性を
確保し、通報者に不利益が及ばないよう規程で定めて
います。法務・コンプライアンス統括室長を窓口とする

内部受付窓口に加え、外部の法律事務所・専門業者等
を窓口とした外部受付窓口も設置しています。全
役職員等を対象とするコンプライアンス研修の実施、
行内イントラおよび「コンプライアンス・マニュアル」へ
の掲載、メールの定期的配信等を通じて、通報制度の
周知および利用しやすい環境を整えるなど、制度への
信頼性向上を図っています。

内部通報制度
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　一般に金融機関が業務を行うにあたっては、信用
リスク、市場リスク（金利リスク、為替リスク等）、流動性
リスク、オペレーショナルリスク等のさまざまなリスク
を伴います。
　JBICは政策金融機関として政策目的実現のための
金融を業務としており、業務に伴うリスクの内容や
大きさ、あるいは対処の方法は民間金融機関とは
異なりますが、金融機関として適切なリスク管理を
行うことの重要性を認識し、リスクの種類に応じた
リスク管理および統合的リスク管理を行うための
組織体制を構築しています。具体的には、JBICが業務
の過程でさらされているさまざまなリスクを識別、
測定およびモニタリングし、業務の健全性および
適切性の確保並びに透明性の向上を図ることをJBIC

のリスク管理の目的と定め、各種リスクの管理に
関する責任者およびリスク管理を統括する部署を
置くとともに、リスク管理を有効に機能させるための
審議、検討等を行うため、統合リスク管理委員会および
ALM委員会を設置しています。また、社外の有識者等
で構成し、JBICの大口与信先に関するリスク管理・
審査の体制や、大型案件のリスクに関して取締役会
が諮問する事項等に関し助言を行うリスク・アドバイ
ザリー委員会を設置しています。
　なお、JBICでは、一般業務勘定と特別業務勘定に
分けてリスク管理を行っており、政策金融機関として
JBICが業務運営上抱えるさまざまなリスクに対しては、
次のようなリスク管理を行っています。

リスク管理体制

リスク管理

リスク管理体制図

取締役会 リスクアドバイザリー委員会

経営会議

諮問

統合リスク管理委員会 ALM委員会

助言

付議・報告

リスク管理部

付議・報告

委任

付議・報告

監督

執行

委任

報告

3. 価値創造を支える経営基盤

　信用リスクは、与信先の財務状況の悪化等により
資産の価値が減少ないし消失し、JBICが損失を被る
リスクのことで、与信を中心とするJBICの業務において
本質的なものです。JBICの与信の信用リスクを分類
すれば、外国政府等向け与信に伴うソヴリンリスク、
企業向け与信に伴うコーポレートリスク、与信対象
プロジェクトが生むキャッシュ・フローを主たる返済
原資とするプロジェクトファイナンス等の場合において

対象プロジェクトが計画されたキャッシュ・フローを
生まないプロジェクトリスク、さらに外国企業および
外国に所在するプロジェクト向け与信に伴うカントリー
リスク（与信先である企業やプロジェクトの所在国の
政治経済情勢に起因する付加的なリスク）があります。
JBICが行っている日本にとって重要な資源の海外に
おける開発および取得の促進、日本の産業の国際
競争力の維持および向上、並びに地球温暖化の

◆信用リスク管理

（1）トップリスク管理

　JBICでは、顕在化した場合にJBICにもたらされる
影響が大きいリスク事象のうち、向こう1～3年間で
特に注意すべきリスク事象をトップリスクと定義して
います。トップリスクは、現下の国際情勢等から想定
されるリスク要素とJBICのポートフォリオの特徴等
を踏まえて特定し、定期的かつ継続的なモニタリング
を実施しています。

　トップリスクの特定方針およびモニタリング方針は
原則として年度毎に経営会議で決定し、経営会議
および統合リスク管理委員会に定期的にモニタリング
状況を報告を実施しています。
※気候変動に関するリスク管理については、P.51をご参照ください。

（2）資本充実度の確認・ストレステスト

　JBICは、自己資本比率規制の適用を受けない
ものの、自主的に金融庁告示等（バーゼルⅢ）に準じた
自己資本比率の算定を行うことで資本充実度の確認
を行っています。また、内部のリスク計測手法に
基づく資本充実度の確認を定期的に行っていること
に加え、ストレステストを実施しています。ストレス

テストにあたっては、現下の国際情勢等を踏まえた
リスク要素の将来動向や発現可能性等を分析の上、
JBICのポートフォリオの特徴等に適したストレス
シナリオを策定し、自己資本および期間損益への
影響を確認するとともに、同結果を踏まえ、事業運営
計画を策定しています。

リスク事象
世界的な景気後退やインフレの継続、地政学リスク発現等による大口与信先や低格付
先等の信用力低下は、信用コスト増加によりJBICの採算に直接影響を及ぼすため。

国内外金融市場における金利環境に転換の兆しが見られ、資金調達環境の悪化に
よる資金調達コストの増加は、JBICの採算に直接影響を及ぼすため。

与信ポートフォリオに占める炭素関連資産の割合が高いJBICにとって、気候変動に関する
各国監督当局・金融機関等の国際動向を把握し適切に対応する重要性が高いため。
また、脱炭素化社会への移行に伴う外部環境や化石燃料案件を取り巻くステーク
ホルダー動向は事情の変化が生じやすいこと（移行リスク）、世界各地で異常気象に
よる被害が見られること（物理的リスク）等から、与信先の業況・信用力への影響に
関する予兆把握の重要性が増しているため。

選定事由

信用コスト増大

資金調達コスト増加

気候変動に関するリスク

トップリスク

　JBICでは、政策金融機関としての業務の健全性および適切性の確保のため、JBICが晒されているリスクを
総体的に捉える統合的リスク管理を行っており、その主な手法として、トップリスク管理やストレステストを活用して
います。

◆統合的リスク管理
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　一般に金融機関が業務を行うにあたっては、信用
リスク、市場リスク（金利リスク、為替リスク等）、流動性
リスク、オペレーショナルリスク等のさまざまなリスク
を伴います。
　JBICは政策金融機関として政策目的実現のための
金融を業務としており、業務に伴うリスクの内容や
大きさ、あるいは対処の方法は民間金融機関とは
異なりますが、金融機関として適切なリスク管理を
行うことの重要性を認識し、リスクの種類に応じた
リスク管理および統合的リスク管理を行うための
組織体制を構築しています。具体的には、JBICが業務
の過程でさらされているさまざまなリスクを識別、
測定およびモニタリングし、業務の健全性および
適切性の確保並びに透明性の向上を図ることをJBIC

のリスク管理の目的と定め、各種リスクの管理に
関する責任者およびリスク管理を統括する部署を
置くとともに、リスク管理を有効に機能させるための
審議、検討等を行うため、統合リスク管理委員会および
ALM委員会を設置しています。また、社外の有識者等
で構成し、JBICの大口与信先に関するリスク管理・
審査の体制や、大型案件のリスクに関して取締役会
が諮問する事項等に関し助言を行うリスク・アドバイ
ザリー委員会を設置しています。
　なお、JBICでは、一般業務勘定と特別業務勘定に
分けてリスク管理を行っており、政策金融機関として
JBICが業務運営上抱えるさまざまなリスクに対しては、
次のようなリスク管理を行っています。

リスク管理体制

リスク管理

リスク管理体制図

取締役会 リスクアドバイザリー委員会

経営会議

諮問

統合リスク管理委員会 ALM委員会

助言

付議・報告

リスク管理部

付議・報告

委任

付議・報告

監督

執行

委任

報告

3. 価値創造を支える経営基盤

　信用リスクは、与信先の財務状況の悪化等により
資産の価値が減少ないし消失し、JBICが損失を被る
リスクのことで、与信を中心とするJBICの業務において
本質的なものです。JBICの与信の信用リスクを分類
すれば、外国政府等向け与信に伴うソヴリンリスク、
企業向け与信に伴うコーポレートリスク、与信対象
プロジェクトが生むキャッシュ・フローを主たる返済
原資とするプロジェクトファイナンス等の場合において

対象プロジェクトが計画されたキャッシュ・フローを
生まないプロジェクトリスク、さらに外国企業および
外国に所在するプロジェクト向け与信に伴うカントリー
リスク（与信先である企業やプロジェクトの所在国の
政治経済情勢に起因する付加的なリスク）があります。
JBICが行っている日本にとって重要な資源の海外に
おける開発および取得の促進、日本の産業の国際
競争力の維持および向上、並びに地球温暖化の

◆信用リスク管理

（1）トップリスク管理

　JBICでは、顕在化した場合にJBICにもたらされる
影響が大きいリスク事象のうち、向こう1～3年間で
特に注意すべきリスク事象をトップリスクと定義して
います。トップリスクは、現下の国際情勢等から想定
されるリスク要素とJBICのポートフォリオの特徴等
を踏まえて特定し、定期的かつ継続的なモニタリング
を実施しています。

　トップリスクの特定方針およびモニタリング方針は
原則として年度毎に経営会議で決定し、経営会議
および統合リスク管理委員会に定期的にモニタリング
状況を報告を実施しています。
※気候変動に関するリスク管理については、P.51をご参照ください。

（2）資本充実度の確認・ストレステスト

　JBICは、自己資本比率規制の適用を受けない
ものの、自主的に金融庁告示等（バーゼルⅢ）に準じた
自己資本比率の算定を行うことで資本充実度の確認
を行っています。また、内部のリスク計測手法に
基づく資本充実度の確認を定期的に行っていること
に加え、ストレステストを実施しています。ストレス

テストにあたっては、現下の国際情勢等を踏まえた
リスク要素の将来動向や発現可能性等を分析の上、
JBICのポートフォリオの特徴等に適したストレス
シナリオを策定し、自己資本および期間損益への
影響を確認するとともに、同結果を踏まえ、事業運営
計画を策定しています。

リスク事象
世界的な景気後退やインフレの継続、地政学リスク発現等による大口与信先や低格付
先等の信用力低下は、信用コスト増加によりJBICの採算に直接影響を及ぼすため。

国内外金融市場における金利環境に転換の兆しが見られ、資金調達環境の悪化に
よる資金調達コストの増加は、JBICの採算に直接影響を及ぼすため。

与信ポートフォリオに占める炭素関連資産の割合が高いJBICにとって、気候変動に関する
各国監督当局・金融機関等の国際動向を把握し適切に対応する重要性が高いため。
また、脱炭素化社会への移行に伴う外部環境や化石燃料案件を取り巻くステーク
ホルダー動向は事情の変化が生じやすいこと（移行リスク）、世界各地で異常気象に
よる被害が見られること（物理的リスク）等から、与信先の業況・信用力への影響に
関する予兆把握の重要性が増しているため。

選定事由

信用コスト増大

資金調達コスト増加

気候変動に関するリスク

トップリスク

　JBICでは、政策金融機関としての業務の健全性および適切性の確保のため、JBICが晒されているリスクを
総体的に捉える統合的リスク管理を行っており、その主な手法として、トップリスク管理やストレステストを活用して
います。

◆統合的リスク管理
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（2）行内信用管理

　JBICでは、行内信用格付制度を整備し、原則として全ての与信先に対して行内信用格付を付与しています。
　行内信用格付は、個別与信の判断に利用するほか、後述する信用リスク計量化にも活用するなど、信用リスク
管理の基礎をなすものです。

（1）個別与信管理

　JBICの信用リスク管理の基本は、与信決定に
あたっての与信先信用力等の評価を通じた個別与信
管理です。新規与信にあたっては、与信担当部門（営業
推進部門）および審査担当部門による与信先に関する
情報の収集・分析が行われます。また、外国政府等
あるいは外国企業に関する情報収集には海外駐在員
事務所も関与しています。これらの部門が収集・分析
した情報を基に、与信担当部門と審査担当部門が
相互に牽制関係を維持しながら与信の適否に関する
検討を行い、最終的にマネジメントによる与信決定の
判断がなされる体制を取っています。
　外国政府等または外国企業向け与信に関しては、
JBICは公的金融機関としての性格を最大限に活用

して、相手国政府関係当局とはもちろんのこと、国際
通貨基金(IMF)や世界銀行等の国際機関、先進国の
輸出信用機関等のJBIC類似の公的機関、さらに民間
金融機関等との意見交換を通じて、与信先となる
外国政府・政府機関や相手国の政治経済に関する情報
を幅広く収集し、ソブリンリスクあるいはカントリー
リスクを評価しています。
　内外企業向け与信に関しては、与信先企業の信用力
や提供される担保・保証の適格性等が評価の対象に
なりますが、特に海外事業に関連する与信の場合には、
与信対象となる取引の確実性、与信対象プロジェクト
の実行可能性等の審査や与信先企業の属する各産業
分野についても調査した上で評価を行っています。

（3）資産自己査定

　JBICでは、その資産の特徴を適切に査定結果に
反映させるよう資産自己査定を行っています。資産
自己査定にあたっては、与信担当部門による第一次
査定、審査担当部門による第二次査定および内部監査
担当部門による内部監査という態勢を取っています。

資産自己査定の結果については、JBICにおける与信
状況の不断の見直しを行うために内部活用するのみ
ならず、JBICの財務内容の透明性向上のための資産
内容の開示にも積極的に利用しています。

（4）信用リスク計量化

　JBICでは、前述の個別与信管理に加えて、ポート
フォリオ全体のリスク量把握のため、信用リスクの
計量化も行っています。信用リスクの計量化にあたって
は、長期の貸出や、ソブリンリスクあるいはカントリー
リスクを伴った与信の占める割合が大きいという
JBICのローン･ポートフォリオの特徴および公的債権者
固有のパリクラブ※等国際的支援の枠組み等による
債権保全メカニズムを考慮した独自の信用リスク

計量化モデルにより信用リスク量を計測し、与信集中度
を含む与信ポートフォリオ分析とともに内部管理に
活用しています。
※パリクラブ：債務返済困難に直面した債務国に対し、二国間公的
債務の返済負担の軽減措置を取り決める非公式な債権国会合の
こと。1956年にアルゼンチンの債務問題について開催されたのを
皮切りに、以後フランス経済財政産業省（パリ）が事務局となり、
パリで開催されることから、パリクラブと呼ばれるようになり
ました。

3. 価値創造を支える経営基盤

防止等の地球環境の保全を目的とする海外における
事業の促進等のための金融という性格上、JBICの
与信は外国政府・政府機関や外国企業向けのものも
多く、したがって与信に伴う信用リスクとしてソブリン
リスクあるいはカントリーリスクの占める割合が

比較的大きいことが特徴になっています。JBICでは、
信用リスクに対し、各与信プロセスにおける個別与信
管理と信用リスク計量化等による与信ポートフォリオ
管理を行っています。

　市場リスクとは、金利・為替等の変動により保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクおよび資産・負債
から生み出される収益が変動し損失を被るリスクであり、JBICでは市場リスクに対し、以下のような対応をして
います。

◆市場リスク管理

（3）金融派生商品（デリバティブ）取引等
①金融派生商品取引等に対する基本的取組方針
　JBICが行う金融派生商品取引等は、為替リスク・金利リスクをヘッジする目的のみに限定しています。

③金融派生商品取引等に関連するリスク
　金融派生商品取引等には以下のリスクが存在します。

②取引内容
　JBICは、金利スワップ、通貨スワップ、先物外国為替予約といった金融派生商品取引等を行っており、2024年3
月末時点の取引量は下記の表（金融派生商品等信用リスク相当額）のとおりです。

　金融派生商品取引等の相手方の経営悪化や倒産等により、契約どおりに取引を履行できなくなったときに
損失を被るリスクです。

（1）為替リスク
　外貨貸付業務に伴う為替変動リスクに関しては、原則として外貨貸付・調達にあたり通貨スワップおよび先物外国
為替予約を利用したフルヘッジ方針を取っています。

（2）金利リスク
　将来の資産・負債構造および損益状況の把握に
努めるとともに、外貨貸付業務においては、原則として、
貸付・調達ともに金利スワップを利用して変動金利での
資金管理を行うことにより金利リスクヘッジを行って
います。一方、円貨貸付業務においては、主として固定

金利での資金管理を行っています。ただし、金利変動
リスクの影響が大きいと考えられる部分では、スワップ
等により金利リスクヘッジを行っており、金利リスク
は限定的です。

●市場性信用リスク

　取引相手先ごとの金融派生商品取引等の時価および信用リスク相当額、取引相手先の信用状態を常時把握・
管理の上、取引相手先としての適格性判断に活用しています。また、金融派生商品取引等の時価および信用
リスク相当額については、取引相手先との担保契約に基づく担保授受も考慮してきめ細かく管理しています。

●市場性信用リスク

　JBICは金融派生商品取引等をヘッジ目的のみに限定しており、金融派生商品取引等の市場リスクは基本的に
ヘッジ対象取引（資金調達取引や貸付取引）の市場リスクと相殺されています。

●市場リスク

　金融派生商品取引等の金融商品の価値（取引の時価）が金利・為替等の変動により増減することによって損失
を被るリスクです。

●市場リスク

④前記のリスクに対するJBICの対応

※信用リスク相当額は、国際統一基準によって算定されたものです。

■ 金融派生商品等信用リスク相当額 （2024年3月31日現在（単位：億円）

契約金額・想定元本金額 信用リスク相当額※ 時価
金利スワップ 70,118
通貨スワップ 50,761
先物外国為替予約 229
その他金融派生商品取引 ̶
合計 121,109

△3,811
△6,136

0
̶

△9,947

1,148

̶
̶

1,148
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（2）行内信用管理

　JBICでは、行内信用格付制度を整備し、原則として全ての与信先に対して行内信用格付を付与しています。
　行内信用格付は、個別与信の判断に利用するほか、後述する信用リスク計量化にも活用するなど、信用リスク
管理の基礎をなすものです。
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あたっての与信先信用力等の評価を通じた個別与信
管理です。新規与信にあたっては、与信担当部門（営業
推進部門）および審査担当部門による与信先に関する
情報の収集・分析が行われます。また、外国政府等
あるいは外国企業に関する情報収集には海外駐在員
事務所も関与しています。これらの部門が収集・分析
した情報を基に、与信担当部門と審査担当部門が
相互に牽制関係を維持しながら与信の適否に関する
検討を行い、最終的にマネジメントによる与信決定の
判断がなされる体制を取っています。
　外国政府等または外国企業向け与信に関しては、
JBICは公的金融機関としての性格を最大限に活用

して、相手国政府関係当局とはもちろんのこと、国際
通貨基金(IMF)や世界銀行等の国際機関、先進国の
輸出信用機関等のJBIC類似の公的機関、さらに民間
金融機関等との意見交換を通じて、与信先となる
外国政府・政府機関や相手国の政治経済に関する情報
を幅広く収集し、ソブリンリスクあるいはカントリー
リスクを評価しています。
　内外企業向け与信に関しては、与信先企業の信用力
や提供される担保・保証の適格性等が評価の対象に
なりますが、特に海外事業に関連する与信の場合には、
与信対象となる取引の確実性、与信対象プロジェクト
の実行可能性等の審査や与信先企業の属する各産業
分野についても調査した上で評価を行っています。

（3）資産自己査定

　JBICでは、その資産の特徴を適切に査定結果に
反映させるよう資産自己査定を行っています。資産
自己査定にあたっては、与信担当部門による第一次
査定、審査担当部門による第二次査定および内部監査
担当部門による内部監査という態勢を取っています。

資産自己査定の結果については、JBICにおける与信
状況の不断の見直しを行うために内部活用するのみ
ならず、JBICの財務内容の透明性向上のための資産
内容の開示にも積極的に利用しています。

（4）信用リスク計量化

　JBICでは、前述の個別与信管理に加えて、ポート
フォリオ全体のリスク量把握のため、信用リスクの
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固有のパリクラブ※等国際的支援の枠組み等による
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3. 価値創造を支える経営基盤
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　JBICは金融派生商品取引等をヘッジ目的のみに限定しており、金融派生商品取引等の市場リスクは基本的に
ヘッジ対象取引（資金調達取引や貸付取引）の市場リスクと相殺されています。

●市場リスク

　金融派生商品取引等の金融商品の価値（取引の時価）が金利・為替等の変動により増減することによって損失
を被るリスクです。

●市場リスク

④前記のリスクに対するJBICの対応

※信用リスク相当額は、国際統一基準によって算定されたものです。

■ 金融派生商品等信用リスク相当額 （2024年3月31日現在（単位：億円）

契約金額・想定元本金額 信用リスク相当額※ 時価
金利スワップ 70,118
通貨スワップ 50,761
先物外国為替予約 229
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̶
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　オペレーショナルリスクとは、業務の過程、役職員
の活動もしくはシステムが不適切であること、または
外生的な事象により損失を被るリスクであり、事務
リスク、システムリスクおよび情報セキュリティリスク

のほか、JBICの業務に付随する直接的、間接的なさま
ざまなリスクが存在します。JBICではこのような
リスクの把握、分析および管理を積極的に進めていく
方針です。

◆オペレーショナルリスク管理

（1）事務リスク

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、ある
いは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク
です。
　JBICでは、事務リスクの軽減のために、事務手続き

におけるプロセスチェックの徹底、マニュアル等の
整備、研修制度の充実、機械化・システム化の促進等
を通じ、事務処理の正確性確保に努めています。

（2）システムリスク

　システムリスクとは、コンピューターシステムの
ダウンまたは誤作動等のシステムの不備等に伴い
損失を被るリスクおよびコンピューターが不正に使用
されることにより損失を被るリスクです。JBICにおいて
は、①システム障害および顧客情報の漏えい等の未然

防止に努めるとともに、②緊急的なシステム停止への
対応策としてコンティンジェンシープランを策定の
上訓練を実施するなど、緊急時対応の実効性向上に
も努め、システムリスクの極小化を図っています。

（3）情報セキュリティリスク

　情報セキュリティリスクとは、情報資産に関する
機密性等が脅かされることにより損失を被るリスク
です。JBICでは、情報管理を含む情報セキュリティ

規程および体制の整備や役職員への教育の徹底等
により、情報セキュリティに万全を期しています。

3. 価値創造を支える経営基盤

　流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや
予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難
になる、または通常よりも著しく高い金利での資金
調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク、
および市場の混乱等により市場において取引ができ
なくなる、あるいは通常よりも著しく不利な価格での

取引を余儀なくされることにより損失を被るリスクを
意味します。
　JBICは財政融資資金借入、政府保証外債、財投
機関債等の多様な資金調達手段を確保することに
加え、資金繰りの管理を十分に行うことによって流動
性リスク回避に万全を期しています。

◆流動性リスク管理

　近年、サイバー攻撃の高度化・巧妙化やリモート
ワークの普及などにより、サイバーセキュリティの
環境は大きく変化しています。JBICは、情報セキュリ
ティの確保が、顧客からの信頼を獲得し、事業の持続

可能性を高めるための重要な経営課題であると認識
しています。そのため、経営計画の一環として、サイ
バー攻撃等に対するセキュリティの強化に取り組んで
います。

基本的な考え方

　JBICは、情報資産の管理に関する関連規程を定めて
います。これらの関連規程等に基づいて、情報の区分と
管理、物理的セキュリティ、人的セキュリティ、技術的
セキュリティ、運用、評価・見直し等の各項目について、
具体的な対策を講じています。また、情報セキュリティ
に関する体制として、最高情報セキュリティ責任者や
最高情報セキュリティアドバイザー等を指名するととも
にCSIRT（Computer Security Incident Response 
Team）を設置し、役割分担と責任の明確化をして
います。
　さらに、JBICは、経営会議から授権を受ける形で、
JBICの情報資産の利用・管理および情報セキュリティ

に関する重要な事項等を審議する機関として情報
セキュリティ・ＩＣＴ推進委員会を設置し、当該委員会
で審議した事項を随時経営会議に報告する体制を
構築しています。その他、管理体制として、JBICの
各部室等において情報セキュリティ責任者および
情報セキュリティ担当者を配置し、関連規程等の周知
徹底、セキュリティインシデントの報告などが行われる
体制を構築しています。また、サイバーセキュリティ
対策として、標的型メール攻撃訓練、セキュリティ
診断、セキュリティインシデント演習等を実施する
ことで、人的・技術的なセキュリティの向上に取り
組んでいます。

ガバナンス体制

※最高情報セキュリティ責任者直轄のチーム

リスク管理（サイバーセキュリティ）

経営会議

情報セキュリティ・ICT推進委員会

報告委任

最高情報セキュリティアドバイザー最高情報セキュリティ責任者

最高情報セキュリティ責任者等 情報システム管理責任者等 CSIRT
（Computer Security Incident 

esponse Team)
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いは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク
です。
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を通じ、事務処理の正確性確保に努めています。
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です。JBICでは、情報管理を含む情報セキュリティ
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3. 価値創造を支える経営基盤

財務資本

財務・システム部門長　北島 敏明（常務執行役員）

　過去数年間のビジネス環境を振り返ると、貿易や海外投資を通してグローバル規模で活動する企業に

とってはさまざまな形態による厳しい挑戦の連続でした。パンデミック後のサプライチェーンの混乱、ロシア

によるウクライナ侵攻とそれによるエネルギー・食料問題、各国でのインフレ高進と金融引き締め、その後、

現在まで続く各国・地域の政治的・経済的不安定や外交的緊張の高まり等が、金利・為替等の市場ボラティ

リティを通じて投資家の信頼を揺るがしてきました。これらの予測困難なリスクは持続可能な成長と安定

したビジネス環境を模索する上で前例のない障害となっています。 

　このように不透明さの残る市場環境においてJBICは、社会や市場の変化に柔軟に対応し、我が国政府の

対外経済政策の一翼を担う唯一無二の政策金融機関として、スワップ等を利用して市場リスクを回避しな

がら、ステークホルダーとの対話を通じて機動的・安定的な資金調達を実施していきます。

　また、安定的な資金調達に加え、能動的なリスクコントロール・リスクシェアに基づく自律的な収益構造に

裏付けられた強固な財務基盤と財務の健全性の確保は、JBICがステークホルダーと共に将来にわたって

価値を創造し続けるために不可欠な礎となります。

　こうした取り組みに基づき、脱炭素社会の実現や我が国産業の強靱化・創造的変革に向けたさまざまな

事業、各国・地域でのより多様な現地通貨建てによる支援等、日本および国際社会におけるグローバルな

課題やニーズに対応するため、外貨を中心とした多様な金融ツールを駆使しリスクテイク機能を発揮して

まいります。

強固な財務基盤を礎として、未来の価値創造を支えるために

メッセージ

● 社会や顧客から期待される役割を踏まえて、社会や市場の変化に機動的かつ柔軟に対応しながら安定した
資金調達および資金管理を実施します。

● 十分なリスクマネーの供給を可能とするために、自律的な収益構造を維持し、自己資本を積み増すことで、
強固な財務基盤と財務の健全性を確保します。

基本方針

　我が国を取り巻く国際情勢の変化等を踏まえ、
JBICは、政策金融機関ならではのリスクテイクを
はじめとする独自の強みを活かし、日本企業による
脱炭素化等の地球環境保全への貢献やサプライ
チェーンの強靱化、質の高いインフラの海外展開等の
支援に取り組んでいます。
　JBICの融資は5年を超える長期にわたるものが
多いことから、融資期間に応じた長期資金の調達、
とりわけ融資資産の約90％を占める米ドル建て長期
資金の調達が不可欠となります。
　2022年以降、米国や欧州でインフレ高進に伴う
急速な政策金利引き上げが実施され、ロシア・ウク
ライナを巡る国際情勢等も相まって世界経済の
先行き不透明感が高まりました。2023年後半には
欧米金利の上昇も一服する中、市場環境は前年との

比較で多少落ち着きが見られましたが、欧米金利の
高止まりや中東情勢悪化懸念等も燻る中、数年前に
比べ長期の外貨資金を低コストで調達することは
容易ではない状況が続いています。
　こうした不透明さが残る状況でも、世界各国の投資
家や金融機関等市場関係者との対話を重ねることで
刻々と変化する市場環境を適切に把握し、政府保証
外債の発行を中心に通貨スワップ取引や日本政府
からの借入等多様な手段を組み合わせ、また市場
リスクも回避しながら効率的かつ安定的に外貨資金
調達を実施し、長期かつ巨額の資金を提供できる
安定的な財務基盤を確保しています。この財務基盤を
活かし、我が国政府の対外経済政策の一翼を担う唯一
無二の政策金融機関として、海外事業に取り組む
我が国企業等のニーズに積極的に応えていきます。

現状認識

　経営成績については、2023年度は、貸出金利息等の
資金運用収益を1兆220億円計上した結果、経常収益
は1兆1,330億円となりました。一方、借用金利息等の
資金調達費用を9,027億円計上した結果、経常費用
は1兆697億円となりました。以上の結果、経常利益
は632億円、当期純利益は623億円を計上しました。
　財政状態については、資産・負債の大宗が外貨建て

であることから、円安の進行に伴い円換算額が膨らみ、
2024年３月末時点の資産規模は21兆6,571億円
（うち貸出金は16兆4,234億円）となりました。純
資産は、出資金受入や当期純利益を計上したこと等に
より、2兆9,850億円となりました。自己資本比率は
18.79％（単体、BISベース）と財務の健全性を維持
しています。

経営成績および財政状態（連結ベース）
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●現地通貨建ての支援の促進
　プロジェクト収入が基本的に現地通貨建てとなる
インフラ分野での支援を含め、各国・地域での多様な
資金ニーズに対応するため、JBICは現地通貨建ての
支援にも注力しており、タイ・バーツ、インド・ルピー、
インドネシア・ルピア等を含むさまざまな通貨に対応
できる体制を構築しています。現地通貨建ての支援に

当たっては、現地金融機関および現地の金融当局
とのコミュニケーションも重要になることから、今後
も資金ニーズに応じて、各国の機関と構築してきた
関係を活かしつつ、現地通貨建ての支援をさらに
拡充していきます。

●市場リスク回避に向けた適切な対応
　市場の混乱等、市場が急激に変動した場合に、金利
や為替等の市場リスクに起因した損失を被る可能性
がありますが、外貨貸付業務に伴う為替変動リスクに
関しては、原則として通貨スワップ等を利用したフル
ヘッジ方針を取り、また金利スワップ等を利用して

原則として変動金利での資金管理を行うことにより
金利リスクをヘッジしています。引き続き、通貨・金利
スワップ等を活用することにより、市場リスク回避の
ため必要な対応を適切に実施していきます。

●機動的・安定的な資金調達
　上述のとおりJBICは外貨（特に米ドル）建て融資が
資産の大宗を占めているため、外貨流動性の安定的
な確保は財務管理における重要課題の1つです。
JBICは、日本政府との一体性を土台に債券発行
および通貨スワップ取引等を活用して、必要な外貨の
機動的・安定的な調達を実施しています。そのため、
今後も海外投資家や金融機関と定期的に対話を継続

しつつ、主要ステークホルダーとのリレーションを
深めていくことが重要であると考えています。また、
グリーンファイナンスを通じた持続可能な社会・環境
の実現に貢献するため、資金使途を気候変動対策・
環境保全に資する取り組みに限定したグリーンボンド
の発行についても継続的に実施していきます。

3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICは今般策定した第5期中期経営計画（2024～2026年度）に基づく各種取組を進めていくにあたり、一層
強固な財務基盤を確保しつつ、効率的・安定的な資金調達管理を実施していくことが重要となります。具体的には、
特に以下の点を意識して、取り組んでいきます。

財務戦略

●強固な財務基盤の確保
　JBICは日本および国際社会におけるグローバルな
広がりをもつ課題やニーズに対応するため、外貨を
中心とした多様な金融ツールを駆使しリスクテイク
機能を発揮しています。ホスト国政府との連携、他の
公的機関・国際機関との協調等により、リスクコント
ロール・リスクシェアを能動的に実施してきた結果、
JBICは設立以後一貫して黒字を維持する等、自律的

な収益構造を確立・維持しており、その利益の一部を
国庫に還元するとともに、自己資本を積み増して
います。一方で、国際情勢や市況の変動は財務収支に
与える影響も大きいため、引き続き、基礎的収益および
自己資本の確保に努め、財務基盤の維持・強化を
図っていきます。

日本の企業・外国の企業・外国の金融機関・外国政府・外国の政府機関・国際機関等

融資・出資

資金調達
　JBICはその活動に必要な資金を、財政融資資金借入金、政府保証外債、外国通貨長期借入金、財投機関債、
政府出資金および外国為替資金借入金等の多様な手段により調達しています。JBICの融資業務は長期融資である
ことから、融資期間に応じた長期の資金調達を実施しています。

政府保証外債
　JBICは、所要資金の一部を国際資本市場における
政府保証外債の発行によって調達しています。2023
年度末現在の政府保証外債の残高（額面ベース）は、
6兆6,275億円、JBICの借入金残高（借入金および
債券の合計）の41.84％となっています。JBICは、政策
効果を発揮するために必要な場合には米ドルを中心
とした外貨建て融資を実施しており、政府保証外債に
よって調達した資金は、このような外貨建て融資の
原資に充当しています。また、JBICは、2021年10月に
国際資本市場協会（ICMA）のガイドラインに基づき
「JBICグリーンボンド フレームワーク」を策定し、
2022年１月にはJBIC初のグリーンボンドを発行しま
した。本グリーンボンドは日本政府保証外債としても
初の取り組みです。また、2022年10月、2023年10月

にもそれぞれグリーンボンドを発行しており、今後も
継続的に発行する方針です。グリーンボンドの発行に
より調達した資金は、「JBICグリーンボンドフレーム
ワーク」に基づき、脱炭素社会に向けた再生可能エネ
ルギー事業やグリーン・モビリティ事業向けグリーン
ファイナンスの必要資金に充当しています。2024年
度予算においては、最大1兆4,385億円相当の政府
保証外債の発行による資金調達を計画しています。
既発行の政府保証外債は、格付機関より日本政府と
同等の高い格付を取得しています。また預金取扱
金融機関のBIS自己資本比率算出に係るリスクウェイト
がゼロの資産として取り扱われるなど、国際資本市場
の投資家に対して優良な投資機会を提供しています。

財投機関債
　JBICは、財政投融資制度改革の趣旨を踏まえ、
発行体自身の信用力に依拠した金融市場からの資金
調達を行うべく、2001年度から国内資本市場に
おいて、政府保証の付かない債券（財投機関債）を
継続的に発行してきています。2024年度予算に
おいては最大200億円の発行による資金調達を計画
し、2024年5月にはJBICの財投機関債としては初と
なるグリーンボンドを発行しました。既発行の財投

機関債の格付は下記のとおり、いずれも日本政府と
同等の高い格付となっています。なお、預金取扱金融
機関のBIS自己資本比率算出に係るリスクウェイトは
10%の資産として取り扱われています。

金融市場

自己資金
（回収金等）

外国通貨
長期借入金

財政融資資金
勘定投資勘定

財政投融資特別会計 外国為替資金
特別会計

財投機関債融資

融資

財投債

出資金

政府保証外債

格付投資情報センター（R&I）
日本格付研究所（JCR）
Moody’s
S&P

AA+
AAA
A1
A+

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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●現地通貨建ての支援の促進
　プロジェクト収入が基本的に現地通貨建てとなる
インフラ分野での支援を含め、各国・地域での多様な
資金ニーズに対応するため、JBICは現地通貨建ての
支援にも注力しており、タイ・バーツ、インド・ルピー、
インドネシア・ルピア等を含むさまざまな通貨に対応
できる体制を構築しています。現地通貨建ての支援に

当たっては、現地金融機関および現地の金融当局
とのコミュニケーションも重要になることから、今後
も資金ニーズに応じて、各国の機関と構築してきた
関係を活かしつつ、現地通貨建ての支援をさらに
拡充していきます。

●市場リスク回避に向けた適切な対応
　市場の混乱等、市場が急激に変動した場合に、金利
や為替等の市場リスクに起因した損失を被る可能性
がありますが、外貨貸付業務に伴う為替変動リスクに
関しては、原則として通貨スワップ等を利用したフル
ヘッジ方針を取り、また金利スワップ等を利用して

原則として変動金利での資金管理を行うことにより
金利リスクをヘッジしています。引き続き、通貨・金利
スワップ等を活用することにより、市場リスク回避の
ため必要な対応を適切に実施していきます。

●機動的・安定的な資金調達
　上述のとおりJBICは外貨（特に米ドル）建て融資が
資産の大宗を占めているため、外貨流動性の安定的
な確保は財務管理における重要課題の1つです。
JBICは、日本政府との一体性を土台に債券発行
および通貨スワップ取引等を活用して、必要な外貨の
機動的・安定的な調達を実施しています。そのため、
今後も海外投資家や金融機関と定期的に対話を継続

しつつ、主要ステークホルダーとのリレーションを
深めていくことが重要であると考えています。また、
グリーンファイナンスを通じた持続可能な社会・環境
の実現に貢献するため、資金使途を気候変動対策・
環境保全に資する取り組みに限定したグリーンボンド
の発行についても継続的に実施していきます。

3. 価値創造を支える経営基盤

　JBICは今般策定した第5期中期経営計画（2024～2026年度）に基づく各種取組を進めていくにあたり、一層
強固な財務基盤を確保しつつ、効率的・安定的な資金調達管理を実施していくことが重要となります。具体的には、
特に以下の点を意識して、取り組んでいきます。

財務戦略

●強固な財務基盤の確保
　JBICは日本および国際社会におけるグローバルな
広がりをもつ課題やニーズに対応するため、外貨を
中心とした多様な金融ツールを駆使しリスクテイク
機能を発揮しています。ホスト国政府との連携、他の
公的機関・国際機関との協調等により、リスクコント
ロール・リスクシェアを能動的に実施してきた結果、
JBICは設立以後一貫して黒字を維持する等、自律的

な収益構造を確立・維持しており、その利益の一部を
国庫に還元するとともに、自己資本を積み増して
います。一方で、国際情勢や市況の変動は財務収支に
与える影響も大きいため、引き続き、基礎的収益および
自己資本の確保に努め、財務基盤の維持・強化を
図っていきます。

日本の企業・外国の企業・外国の金融機関・外国政府・外国の政府機関・国際機関等

融資・出資

資金調達
　JBICはその活動に必要な資金を、財政融資資金借入金、政府保証外債、外国通貨長期借入金、財投機関債、
政府出資金および外国為替資金借入金等の多様な手段により調達しています。JBICの融資業務は長期融資である
ことから、融資期間に応じた長期の資金調達を実施しています。

政府保証外債
　JBICは、所要資金の一部を国際資本市場における
政府保証外債の発行によって調達しています。2023
年度末現在の政府保証外債の残高（額面ベース）は、
6兆6,275億円、JBICの借入金残高（借入金および
債券の合計）の41.84％となっています。JBICは、政策
効果を発揮するために必要な場合には米ドルを中心
とした外貨建て融資を実施しており、政府保証外債に
よって調達した資金は、このような外貨建て融資の
原資に充当しています。また、JBICは、2021年10月に
国際資本市場協会（ICMA）のガイドラインに基づき
「JBICグリーンボンド フレームワーク」を策定し、
2022年１月にはJBIC初のグリーンボンドを発行しま
した。本グリーンボンドは日本政府保証外債としても
初の取り組みです。また、2022年10月、2023年10月

にもそれぞれグリーンボンドを発行しており、今後も
継続的に発行する方針です。グリーンボンドの発行に
より調達した資金は、「JBICグリーンボンドフレーム
ワーク」に基づき、脱炭素社会に向けた再生可能エネ
ルギー事業やグリーン・モビリティ事業向けグリーン
ファイナンスの必要資金に充当しています。2024年
度予算においては、最大1兆4,385億円相当の政府
保証外債の発行による資金調達を計画しています。
既発行の政府保証外債は、格付機関より日本政府と
同等の高い格付を取得しています。また預金取扱
金融機関のBIS自己資本比率算出に係るリスクウェイト
がゼロの資産として取り扱われるなど、国際資本市場
の投資家に対して優良な投資機会を提供しています。

財投機関債
　JBICは、財政投融資制度改革の趣旨を踏まえ、
発行体自身の信用力に依拠した金融市場からの資金
調達を行うべく、2001年度から国内資本市場に
おいて、政府保証の付かない債券（財投機関債）を
継続的に発行してきています。2024年度予算に
おいては最大200億円の発行による資金調達を計画
し、2024年5月にはJBICの財投機関債としては初と
なるグリーンボンドを発行しました。既発行の財投

機関債の格付は下記のとおり、いずれも日本政府と
同等の高い格付となっています。なお、預金取扱金融
機関のBIS自己資本比率算出に係るリスクウェイトは
10%の資産として取り扱われています。

金融市場

自己資金
（回収金等）

外国通貨
長期借入金

財政融資資金
勘定投資勘定

財政投融資特別会計 外国為替資金
特別会計

財投機関債融資

融資

財投債

出資金

政府保証外債

格付投資情報センター（R&I）
日本格付研究所（JCR）
Moody’s
S&P

AA+
AAA
A1
A+

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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資源ファイナンス部門長　天野 辰之（常務執行役員）

資源ファイナンス部門

4. 価値創造を支える事業基盤

　資源ファイナンス部門は、日本にとって重要な資源の安定的な確保というミッションに従い、エネルギー

安全保障やサプライチェーンの強靱化に資する事業への融資を行ってきています。加えて近年ではカーボン

ニュートラルに貢献する観点から、グリーントランフォーメーション（GX）や、革新的技術の実装をといった

課題や、また地域的にはアフリカや中南米、中東、中央アジア・コーカサス等の旧ソ連諸国を担当している

ことから、いわゆるグローバルサウスの社会課題の解決にも取り組んでいます。

　日本政府は2050年のカーボンニュートラル実現という目標を掲げていますが、カーボンニュートラルは、

それに伴う社会的負担は受容可能（affordable）なものであり、また持続可能（sustainable）でなければ

実現は不可能です。しかしながら、長期化するロシアのウクライナ侵攻や、イスラエル・ガザ紛争はエネルギー

需給に大きな不確実性をもたらしています。また脱炭素は、長期的には銅、ニッケル、リチウムなどの重要

鉱物の需要増をもたらすと考えられていますが、短期的には中国経済回復の停滞もあって、供給拡大を楽観視

できる環境にはありません。また中国によるガリウム、ゲルマニウムそしてグラファイトの輸出規制に示される

ように、サプライチェーンの強靱化はかつてないほどに重要化しています。

　このような先行きの見えない状況下で、私たちの中期経営計画では「先導」と「共創」をテーマに掲げました。

私たちは、「先導」も「共創」もお客様・パートナーとの「信頼」によって初めて可能になると考えています。特に

当部門の強みは、エネルギー／資源分野での長い取引関係の中で築かれてきた、日本企業／政府、資源

メジャー、ホスト国、国際機関や民間金融機関との深い信頼関係にあります。そうした強みを十分に活かし、

これまでも大きな役割を果たしてきたエネルギー安全保障やサプライチェーン強靱化への取り組みと、これ

から一層重要さを増すGX／社会的課題解決および革新的技術の社会実装といった取り組みを両立させて

まいります。

　今年から紙幣の顔となった渋沢栄一は「信用とは資本である」と言っていますが、私たちにとってお客様・

パートナーとの信頼関係はJBICならではの価値創造をもたらす根源的な「資本」です。困難な課題に真摯に

向き合い、お客様・パートナーと共に案件形成・ファイナンスを実現することでさらに信頼関係を強め、資源／

エネルギーセクターで最も頼られる存在になる、これが私たちの目指す姿です。

エネルギー／資源セクターで最も頼られる存在を目指して

メッセージ

　日本企業による海外での資源権益の取得や資源開発、資源の輸入などへの支援を通じて、日本経済の健全な
発展のために不可欠な資源の安定的な確保に貢献しています。
● 我が国にとって重要な資源の安定的な確保
● エネルギー安全保障／サプライチェーン強靱化とGX／社会課題解決／革新的技術実装の両立
● 資源案件向け融資承諾累計額：約２兆3,358億円（過去5年、41件）

部門の概要
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できる環境にはありません。また中国によるガリウム、ゲルマニウムそしてグラファイトの輸出規制に示される

ように、サプライチェーンの強靱化はかつてないほどに重要化しています。

　このような先行きの見えない状況下で、私たちの中期経営計画では「先導」と「共創」をテーマに掲げました。

私たちは、「先導」も「共創」もお客様・パートナーとの「信頼」によって初めて可能になると考えています。特に
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Ⅰ．持続可能な未来の実現
　再生可能エネルギー /脱炭素・エネルギートランジション関連案件関連案件の着実な実現、水素案件
へのファイナンス実現と価格差支援制度活用に向けた主体的案件形成、直接還元鉄、ベースメタルや
バッテリーメタル等、低炭素社会の実現に不可欠な金属資源案件の形成・実現やSAF※1、CCUS、メタ
ネーション※2、カーボンリサイクル事業、水素関連事業等の主体的な案件形成と、出融資保証全てのプロ
ダクトによる具体的な案件を通じたグローバルスタンダード形成への案件組成に関する取り組みを
行います。

Ⅱ．我が国産業の強靱化と創造的変革の支援
　エネルギー安全保障に資するエネルギートランジション（含むLNG）、サプライチェーン強靱化に
資する鉱物案件への支援やクリティカルミネラルに関するサプライチェーンの分析・顧客対話を通じた
戦略的案件形成に関する取り組みを行います。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　ウクライナ支援、第10回太平洋・島サミット（PALM10）、金融・世界経済に関する首脳会合（G20）、
第9回アフリカ開発会議（TICAD9）等を見据えたグローバルサウスとの関係強化を行います。

ベトナム・イーレックス・バイオマス燃料製造・販売事業
　―脱炭素社会の実現を見据えたバイオマス燃料の長期安定確保に貢献―
　JBICは、イーレックスがベトナム現地事業会社を
通じて実施するバイオマス燃料（木質ペレット）の製造・
販売事業に必要な資金を融資。バイオマス燃料は再生
可能エネルギー源の一つであり、脱炭素社会の実現
に向けてバイオマス発電の重要性は高まっています。
　本融資は、日本の再生可能エネルギー事業者である
イーレックスの海外事業の支援を通じて、脱炭素社会の
実現を見据えた、日本にとって重要なエネルギー資源で
あるバイオマス燃料の長期安定確保に貢献するものです。

4. 価値創造を支える事業基盤

Project Highlight

※1 SAF（Sustainable Aviation Fuel）は、植物等バイオマス由来の原料や、飲食店等から排出される廃食油等から製造される持続可能な航空機
用燃料です。

※2 メタネーションは、二酸化炭素と水素を反応させて、天然ガスの主な成分であるメタンを合成し、合成メタン（e-メタン）を生成する技術です。

チリセンチネラ銅鉱山拡張事業に対するプロジェクトファイナンス
　―日本による長期、安定的な銅精鉱の確保を支援―
　JBICは、英国法人Antofagasta plcおよび丸紅（株）
が出資するCentinelaが、チリのアントファガスタ州に
位置するセンチネラ銅鉱山の拡張事業として、新規鉱区
を開発の上、選鉱プラントおよび関連設備を新たに建設・
操業するために必要な資金の一部を融資。本拡張事業に
よって増産される銅精鉱のうち一部を日本企業が引き
取る予定です。近年の脱炭素化の潮流の中、銅は電気
自動車や再生可能エネルギー設備・機器等に欠かせない
金属として、世界的に需要が増加することが見込まれて
いますが、日本は銅地金の原料である銅精鉱の全量を
海外からの輸入に依存しているため、長期安定的な銅
資源の確保は喫緊の課題です。本件は、日本企業が出資

参画する銅鉱山の開発および長期安定的な銅精鉱の
確保を通じて、銅製品のサプライチェーン全体の強靱化
を支援するものです。

部門の戦略

事業環境認識（リスク・機会の認識）
　日本政府は2050年のカーボンニュートラル実現と
いう目標に向け、エネルギー基本計画で風力・太陽光・
バイオマス等の再生可能エネルギー由来電源の主
力電源化を目指すとともに、水素・アンモニアを用いた
発電や、CCUS※やカーボンリサイクル等のCO2排出
削減対策を講じた火力発電のイノベーションを通じて
脱炭素化を図るとしています。他方、ロシアのウクライナ
侵攻やイスラエル・ガザ紛争等、資源供給国・地域に
おける地政学上のリスクが顕在化しており、エネルギー
安全保障の重要性も高まっています。こうした中、
2023年5月のG7広島サミットや同年11月にUAEで
開催された国連気候変動枠組条約第28回締約国会議

（COP28）において、日本政府は、ネット・ゼロという
共通のゴールに向けた「多様な道筋」によるエネルギー
移行の重要性について発信しています。さらに、低
炭素鉄源やクリティカルミネラルズに係るサプライ
チェーン強靱化は我が国にとって喫緊の課題といえ
ます。世界のエネルギー情勢が大きく変容する中、
資源の多くを海外に依存する我が国は、エネルギー
安全保障やサプライチェーンの強靱化を念頭として、
現実的なエネルギートランジションに向けた取り組み
が求められています。
※CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage） 
は、分離・貯留した二酸化炭素を利活用するものです。

※ペレットフィードは鉄鉱石を破砕・加工処理したもので、それをペレットプラントで塊成化するとペレットとなり、高炉や直接還元炉に投入されます。

ブラジル法人Vale S.A.に対してペレットおよびペレットフィード輸入資金を融資
　―日本の鉄鋼産業における鉱物資源の長期的安定確保および脱炭素化を支援―
　JBICは、ブラジル法人Vale S.A.（Vale）との間で、
貸付契約を締結。本件は、日本企業がValeからペレット
およびペレットフィード※を安定的に輸入するために必要
な資金を融資するものです。国際的な脱炭素の潮流
加速に伴い、製鉄プロセスの低・脱炭素化は喫緊の課題で
あり、日本の鉄鋼メーカーの脱炭素を支援するためには、
多様な鉄鋼原料の安定確保が必要不可欠です。本件は、
日本企業によるペレットおよびペレットフィードの長期
安定的な確保を金融面から支援することを通じて、日本
の鉄鋼産業にとって重要な鉱物資源の安定供給に貢献
するとともに、将来的には日本企業の海外事業への販売
も通じて、資源のサプライチェーン強靱化や持続可能な
社会の実現に資するものです。

その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/resources.html

Terminal Marítimo de Tubarão（トゥバラン港海上ターミナル）
Vitória, Espírito Santo (ES), Brasil, 1994 - Pilha de pelotas em pátio
de estocagem de pelotas do Complexo Portuário de Tubarão. Foto: 
Beto Felício
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Ⅰ．持続可能な未来の実現
　再生可能エネルギー /脱炭素・エネルギートランジション関連案件関連案件の着実な実現、水素案件
へのファイナンス実現と価格差支援制度活用に向けた主体的案件形成、直接還元鉄、ベースメタルや
バッテリーメタル等、低炭素社会の実現に不可欠な金属資源案件の形成・実現やSAF※1、CCUS、メタ
ネーション※2、カーボンリサイクル事業、水素関連事業等の主体的な案件形成と、出融資保証全てのプロ
ダクトによる具体的な案件を通じたグローバルスタンダード形成への案件組成に関する取り組みを
行います。

Ⅱ．我が国産業の強靱化と創造的変革の支援
　エネルギー安全保障に資するエネルギートランジション（含むLNG）、サプライチェーン強靱化に
資する鉱物案件への支援やクリティカルミネラルに関するサプライチェーンの分析・顧客対話を通じた
戦略的案件形成に関する取り組みを行います。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　ウクライナ支援、第10回太平洋・島サミット（PALM10）、金融・世界経済に関する首脳会合（G20）、
第9回アフリカ開発会議（TICAD9）等を見据えたグローバルサウスとの関係強化を行います。

ベトナム・イーレックス・バイオマス燃料製造・販売事業
　―脱炭素社会の実現を見据えたバイオマス燃料の長期安定確保に貢献―
　JBICは、イーレックスがベトナム現地事業会社を
通じて実施するバイオマス燃料（木質ペレット）の製造・
販売事業に必要な資金を融資。バイオマス燃料は再生
可能エネルギー源の一つであり、脱炭素社会の実現
に向けてバイオマス発電の重要性は高まっています。
　本融資は、日本の再生可能エネルギー事業者である
イーレックスの海外事業の支援を通じて、脱炭素社会の
実現を見据えた、日本にとって重要なエネルギー資源で
あるバイオマス燃料の長期安定確保に貢献するものです。

4. 価値創造を支える事業基盤

Project Highlight

※1 SAF（Sustainable Aviation Fuel）は、植物等バイオマス由来の原料や、飲食店等から排出される廃食油等から製造される持続可能な航空機
用燃料です。

※2 メタネーションは、二酸化炭素と水素を反応させて、天然ガスの主な成分であるメタンを合成し、合成メタン（e-メタン）を生成する技術です。

チリセンチネラ銅鉱山拡張事業に対するプロジェクトファイナンス
　―日本による長期、安定的な銅精鉱の確保を支援―
　JBICは、英国法人Antofagasta plcおよび丸紅（株）
が出資するCentinelaが、チリのアントファガスタ州に
位置するセンチネラ銅鉱山の拡張事業として、新規鉱区
を開発の上、選鉱プラントおよび関連設備を新たに建設・
操業するために必要な資金の一部を融資。本拡張事業に
よって増産される銅精鉱のうち一部を日本企業が引き
取る予定です。近年の脱炭素化の潮流の中、銅は電気
自動車や再生可能エネルギー設備・機器等に欠かせない
金属として、世界的に需要が増加することが見込まれて
いますが、日本は銅地金の原料である銅精鉱の全量を
海外からの輸入に依存しているため、長期安定的な銅
資源の確保は喫緊の課題です。本件は、日本企業が出資

参画する銅鉱山の開発および長期安定的な銅精鉱の
確保を通じて、銅製品のサプライチェーン全体の強靱化
を支援するものです。

部門の戦略

事業環境認識（リスク・機会の認識）
　日本政府は2050年のカーボンニュートラル実現と
いう目標に向け、エネルギー基本計画で風力・太陽光・
バイオマス等の再生可能エネルギー由来電源の主
力電源化を目指すとともに、水素・アンモニアを用いた
発電や、CCUS※やカーボンリサイクル等のCO2排出
削減対策を講じた火力発電のイノベーションを通じて
脱炭素化を図るとしています。他方、ロシアのウクライナ
侵攻やイスラエル・ガザ紛争等、資源供給国・地域に
おける地政学上のリスクが顕在化しており、エネルギー
安全保障の重要性も高まっています。こうした中、
2023年5月のG7広島サミットや同年11月にUAEで
開催された国連気候変動枠組条約第28回締約国会議

（COP28）において、日本政府は、ネット・ゼロという
共通のゴールに向けた「多様な道筋」によるエネルギー
移行の重要性について発信しています。さらに、低
炭素鉄源やクリティカルミネラルズに係るサプライ
チェーン強靱化は我が国にとって喫緊の課題といえ
ます。世界のエネルギー情勢が大きく変容する中、
資源の多くを海外に依存する我が国は、エネルギー
安全保障やサプライチェーンの強靱化を念頭として、
現実的なエネルギートランジションに向けた取り組み
が求められています。
※CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage） 
は、分離・貯留した二酸化炭素を利活用するものです。

※ペレットフィードは鉄鉱石を破砕・加工処理したもので、それをペレットプラントで塊成化するとペレットとなり、高炉や直接還元炉に投入されます。

ブラジル法人Vale S.A.に対してペレットおよびペレットフィード輸入資金を融資
　―日本の鉄鋼産業における鉱物資源の長期的安定確保および脱炭素化を支援―
　JBICは、ブラジル法人Vale S.A.（Vale）との間で、
貸付契約を締結。本件は、日本企業がValeからペレット
およびペレットフィード※を安定的に輸入するために必要
な資金を融資するものです。国際的な脱炭素の潮流
加速に伴い、製鉄プロセスの低・脱炭素化は喫緊の課題で
あり、日本の鉄鋼メーカーの脱炭素を支援するためには、
多様な鉄鋼原料の安定確保が必要不可欠です。本件は、
日本企業によるペレットおよびペレットフィードの長期
安定的な確保を金融面から支援することを通じて、日本
の鉄鋼産業にとって重要な鉱物資源の安定供給に貢献
するとともに、将来的には日本企業の海外事業への販売
も通じて、資源のサプライチェーン強靱化や持続可能な
社会の実現に資するものです。

その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/resources.html

Terminal Marítimo de Tubarão（トゥバラン港海上ターミナル）
Vitória, Espírito Santo (ES), Brasil, 1994 - Pilha de pelotas em pátio
de estocagem de pelotas do Complexo Portuário de Tubarão. Foto: 
Beto Felício
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インフラ・環境ファイナンス部門

4. 価値創造を支える事業基盤

　国際社会では、技術革新の進展や持続可能な社会の確立に向けてさまざまな人々が不断の努力を積み

重ねているところです。こうした努力により、デジタル化、脱炭素化といった社会変革の加速が予想され、

従来と異なる新たなインフラニーズに柔軟に応えていく必要性が世界規模で高まっています。また、気候

変動に対する社会の適応、戦争・紛争・災害といった被害からの復興支援等、現に起こってしまっていること

への対処に加え、未来志向で平和で安定的な国際社会の環境を確保し、より良い経済環境を実現していく

ためにも、国際社会で共働していくことが欠かせません。

　こうした中、インフラ・環境ファイナンス部門では、2024年6月に公表した第5期中期経営計画（2024～

2026年度）の下、気候変動対策に関しては、脱炭素化と経済成長の両立やエネルギー安全保障を重視する

各国の個別の事情に応じた現実的な脱炭素プロセスの道筋を「共創」し、具体的なソリューションを提示

することにより、課題解決への貢献を目指していきます。また、気候変動への適応にも目を向け、例えば

水の確保・ごみ問題への対処等幅広い社会課題にソリューションを提示して、具体的な案件を推進して

いきます。また、デジタル化時代の到来に向けては、安全で安心なデジタル化社会の実現に向けた信頼性

の高いインフラ展開を推進していきます。

　これらの実現を図るため、JBIC独自の強みを活かし、３つのアプローチで臨みます。1つ目に、各国との

対話を尽くし幅広くその国の社会課題を特定すること、2つ目に、JBIC のグローバル・ネットワークを駆使

し、多国間連携の中でコーディネーション能力を発揮することで単独では困難な課題にも立ち向うこと、

３つ目に、各種課題解決に資する技術革新動向にも目配りし、金融の枠を超えたナレッジを日々蓄積する

ことでカスタムメイドなソリューションを提案すること。こうしたアプローチを通じて、国際情勢の中で刻々と

変化する世界各国の課題に寄り添いながら、日本企業によるグローバルなインフラ展開の先導役を果たして

いきます。

エンゲージメントアプローチを活用し、
独自のソリューションでグローバルな課題解決へ

インフラ・環境ファイナンス部門長　関根 宏樹（常務執行役員）

メッセージ

　日本の高い技術を用いた「質の高いインフラ」の海外展開を推進することで、日本企業の国際競争力の維持・向上
に努めています。
● 日本の産業の国際競争力の維持・向上のためのインフラ・環境分野における海外展開支援　
● 地球環境の保全を目的とする海外における事業の支援
● インフラ・環境ファイナンス部門の出融資・保証実績：約2.5兆円（過去5年、80件）

部門の概要
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インフラ・環境ファイナンス部門

4. 価値創造を支える事業基盤

　国際社会では、技術革新の進展や持続可能な社会の確立に向けてさまざまな人々が不断の努力を積み

重ねているところです。こうした努力により、デジタル化、脱炭素化といった社会変革の加速が予想され、

従来と異なる新たなインフラニーズに柔軟に応えていく必要性が世界規模で高まっています。また、気候

変動に対する社会の適応、戦争・紛争・災害といった被害からの復興支援等、現に起こってしまっていること

への対処に加え、未来志向で平和で安定的な国際社会の環境を確保し、より良い経済環境を実現していく

ためにも、国際社会で共働していくことが欠かせません。

　こうした中、インフラ・環境ファイナンス部門では、2024年6月に公表した第5期中期経営計画（2024～

2026年度）の下、気候変動対策に関しては、脱炭素化と経済成長の両立やエネルギー安全保障を重視する

各国の個別の事情に応じた現実的な脱炭素プロセスの道筋を「共創」し、具体的なソリューションを提示

することにより、課題解決への貢献を目指していきます。また、気候変動への適応にも目を向け、例えば

水の確保・ごみ問題への対処等幅広い社会課題にソリューションを提示して、具体的な案件を推進して

いきます。また、デジタル化時代の到来に向けては、安全で安心なデジタル化社会の実現に向けた信頼性

の高いインフラ展開を推進していきます。

　これらの実現を図るため、JBIC独自の強みを活かし、３つのアプローチで臨みます。1つ目に、各国との

対話を尽くし幅広くその国の社会課題を特定すること、2つ目に、JBIC のグローバル・ネットワークを駆使

し、多国間連携の中でコーディネーション能力を発揮することで単独では困難な課題にも立ち向うこと、

３つ目に、各種課題解決に資する技術革新動向にも目配りし、金融の枠を超えたナレッジを日々蓄積する

ことでカスタムメイドなソリューションを提案すること。こうしたアプローチを通じて、国際情勢の中で刻々と

変化する世界各国の課題に寄り添いながら、日本企業によるグローバルなインフラ展開の先導役を果たして

いきます。

エンゲージメントアプローチを活用し、
独自のソリューションでグローバルな課題解決へ

インフラ・環境ファイナンス部門長　関根 宏樹（常務執行役員）

メッセージ

　日本の高い技術を用いた「質の高いインフラ」の海外展開を推進することで、日本企業の国際競争力の維持・向上
に努めています。
● 日本の産業の国際競争力の維持・向上のためのインフラ・環境分野における海外展開支援　
● 地球環境の保全を目的とする海外における事業の支援
● インフラ・環境ファイナンス部門の出融資・保証実績：約2.5兆円（過去5年、80件）

部門の概要
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Ⅰ．持続可能な未来の実現
　AZECの枠組みや各国政府および関係機関との政策対話、協議会等を通じたエンゲージメントアプ
ローチを積極的に実施します。脱炭素と経済成長の両立やエネルギー安全保障を重視するホスト国
の個別状況に応じた現実的な脱炭素プロセスの道筋を「共創」し、JBICのリソースを総動員して
具体的なソリューションを提示した上で、案件の実現を推進します。進出日本企業の脱炭素化の取り
組みおよび課題対処と連動し、各国毎に異なる現実解を追求することで成果を積み上げ、AZECの
取り組みの柔軟性・有用性への国際的な支持を拡大します。
　また、ホスト国との協議においては、エネルギートランジションのみならず幅広い社会課題を特定し、
それに対し日本企業の技術を活かしたソリューションを提示することで、例えば水事業や下水処理
事業、廃棄物処理・発電等の分野で案件組成を行います。

Ⅱ．我が国産業の強靱化と創造的変革の支援
　ホスト国との協議も活用し、日本企業のノウハウや技術を活かし、通信インフラや物流インフラ等に
係る案件組成を行います。
　また、革新的技術を活用した案件の組成に加え、当該技術に係る知見等を他国に横展開し、新たな
案件発掘につなげていきます。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　ウクライナおよび周辺国支援に関し、多国間および国際機関協調等を通じた案件形成を行います。
　また、日米豪印（Quad）、日米豪、日米韓等の多国間連携の枠組みや国際機関との協調を通じ、
エネルギートランジション、コネクティビティ、デジタル分野等の質の高いインフラ整備に係る案件組成
を行います。

4. 価値創造を支える事業基盤

部門の戦略事業環境認識（リスク・機会の認識）
　パリ協定の下で、国際社会の脱炭素化に向けた
努力と共働は加速しており、特に経済力・技術を有する
国のリーダーシップが期待されています。また、脱炭素
化という国際的な課題への責任を持った対応は、
個々の企業の責任という認識も広がりつつあり、企業
の今後の投資決定においても大きな決定要素になり
つつあります。日本政府は、こういった環境変化を
踏まえ、国内における取り組みとともに、ボーダレス
な脱炭素化の取り組みの実現に向けて、アジアを
中心としてエネルギー政策等に深くエンゲージし、
共にエネルギートランジションを実現していく政策を
掲げています。この政策の一環として、日本政府は
「アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）」構想を
提唱・推進しています。
　また、世界的な新型コロナウイルス感染症の感染
拡大への対応を機に、サプライチェーンの脆弱性が
課題として認識されており、あらためてグローバルな
「造る、運ぶ、届ける」の流れの強靱性を俯瞰し、従来
とは異なる新たな視点で、インフラニーズに柔軟に
応えていく必要性が高まっています。このような新たな
課題への対応、環境変化への対処にあたって、JBICが
環境、デジタル、通信に関する先端技術をはじめ、独自
の技術力に強みを持つ日本企業の海外展開や日本
企業のサプライチェーン強靱化等を支援していくこと

は、ポストコロナの新しい世界における日本企業の
国際競争力の維持・向上に加え、日本のソリューション
をグローバルな課題解決につなげていくという観点
でも重要な意味を持つと考えています。
　国際政治経済情勢に目を向けると、ロシアによる
ウクライナ侵攻が大きな影響・脅威をもたらしています。
ウクライナおよび周辺国への国際社会による継続的
な支援が行われており、日本政府も2024年２月、日・
ウクライナ経済復興推進会議を開催する等具体的な
行動を進める中、ウクライナおよび周辺国支援に
おける多国間連携・国際機関連携の重要性が一層
高まっています。
　日本政府が2016年に提唱した「自由で開かれた
インド太平洋（FOIP）」は、ルールに基づく自由で
開かれた国際秩序を実現することにより、地域全体、
ひいては世界の平和、繁栄を確保していくという考え
に根差したものです。2023年3月にはFOIP協力の
新たな４つの柱の1つとして「多層的な連結性」が掲げ
られており、地域間の連結性向上に貢献できる「質の
高いインフラ」の展開は、FOIPの中でも重要となって
います。これら多くのステークホルダーが複雑に交差
する案件形成や大規模プロジェクトの実現に向けて
は、日本やJBICの果たす役割が大きくなると考えて
います。
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4. 価値創造を支える事業基盤

台湾Hai Long洋上風力発電事業に対するプロジェクトファイナンス
　―多国間連携の下、JBICとしてアジア初の風力発電案件―
　JBICは、三井物産（株）等が出資する台湾法人2社
との間で、台湾における洋上風力発電事業を対象と
して、プロジェクトファイナンスによる貸付契約を
締結。民間金融機関に加え豪州輸出金融公社（EFA）
等の有志国6カ国（日本、豪州、カナダ、英国、ベルギー、
ノルウェー）計7つの開発金融機関・輸出信用機関が
台湾の脱炭素方針上重要なプロジェクトを協調支援
しました。
　本プロジェクトは、三井物産が出資する事業会社が
台湾彰化県沖の海域において、発電容量1,022MW 
の洋上風力発電所を建設・所有・運営するものです。
台湾は、2050年までに電力供給に占める再生可能
エネルギーの割合を60～70％に引き上げる方針を
掲げており、本事業はこうした台湾の再生可能エネ

ルギー移行政策に沿ったものです。JBICは、こうした
日本企業の海外事業展開を支援することで、日本の
産業の国際競争力の維持・向上に貢献します。

Project Highlight

地球環境保全業務の下でのアンデス開発公社に対する第4次クレジットラインの設定
　―中南米諸国における環境関連事業を支援―
　JBICは、アンデス開発公社（CAF）との間でクレ
ジットラインを設定。地球環境保全業務（GREEN）の
一環として、中南米地域のCAF加盟国における環境
関連事業に必要な資金をCAFを通じて融資するもの
です。
　CAFは中南米諸国を中心に出資構成される地域
開発機関であり、中南米地域の経済統合、経済発展
および貿易金融の促進等を目的としています。また
CAFは、2022年から2026年の5年間で250億米ドル
をグリーンファイナンスに割り当てることを表明する
等、域内の気候変動・環境分野における取り組みに
注力しています。JBIC はこれまで、中南米地域のイン
フラプロジェクトや日本から中南米地域向けの機器
等の輸出、同地域における産業投資、輸出振興等に
対する融資を通じて、CAFとの間では40年以上に

わたる協力関係を築いています。本融資は、こうした
両機関の関係を基盤として、中南米諸国における
脱炭素に向けた一層の取り組みを支援するものです。

BGK発行サムライ債に対する保証
　―ロシア侵略を受けたウクライナ避難民向け人道支援における協力―
　JBICは、ポーランド共和国法人Bank Gospodarstwa
Krajowego（BGK、ポーランド開発銀行）のサムライ債
発行に関し、保証供与を実施しました。BGKはポー
ランド政府100％出資の政府系金融機関であり、ポー
ランドの持続可能な社会・経済発展の支援を目的に
金融サービスを提供しています。
　JBICは2022年9月、BGKとの間で覚書を締結し、
ウクライナ支援を含め、さまざまな分野での協力関係
の強化に向けて協議してきました。こうした中、中東欧
最大の難民受入国であるポーランドにおいて、BGKは
「ウクライナ支援基金（Aid Fund）」を立ち上げ、ウク
ライナ避難民向けの医療・教育・住宅施設等をはじめ
とする人道支援に資金拠出しています。本件サムライ
債で調達した資金はAid Fund として活用され、

中東欧最大の難民受入国であるポーランドにおいて、
Aid Fundを通じてウクライナ避難民向けの人道
支援を実現します。

その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/infrastructure.html
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/environment.html

インド法人インダスインド銀行向け事業開発等金融
　―インドにおける日系農機メーカーのサプライチェーン強靱化を支援―
　 JBICは、インド法人インダスインド銀行（IndusInd）
との間で、日系農機メーカーの現地サプライヤー
およびディーラーが行う製造・販売事業並びに日系
農機の現地販売金融事業に必要な資金の貸付契約
を締結しました。
  インドの農機市場は、販売台数ベースで世界最大
規模であり、2023年にインドが人口世界第1位となる
中、インドでの食糧需要の急増に伴い、さらなる市場
拡大が見込まれています。日系農機メーカーは、その
成長性の高さや、グローバルサウス諸国等向け輸出
ハブとして、インドを重要拠点と位置付けています。
本融資は、インドにおける日系農機メーカーの製造・
販売活動全体に必要な資金の供給を行うことで、

現地サプライチェーンの強靱化を支援し、日本の産業
の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。
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　―ロシア侵略を受けたウクライナ避難民向け人道支援における協力―
　JBICは、ポーランド共和国法人Bank Gospodarstwa
Krajowego（BGK、ポーランド開発銀行）のサムライ債
発行に関し、保証供与を実施しました。BGKはポー
ランド政府100％出資の政府系金融機関であり、ポー
ランドの持続可能な社会・経済発展の支援を目的に
金融サービスを提供しています。
　JBICは2022年9月、BGKとの間で覚書を締結し、
ウクライナ支援を含め、さまざまな分野での協力関係
の強化に向けて協議してきました。こうした中、中東欧
最大の難民受入国であるポーランドにおいて、BGKは
「ウクライナ支援基金（Aid Fund）」を立ち上げ、ウク
ライナ避難民向けの医療・教育・住宅施設等をはじめ
とする人道支援に資金拠出しています。本件サムライ
債で調達した資金はAid Fund として活用され、

中東欧最大の難民受入国であるポーランドにおいて、
Aid Fundを通じてウクライナ避難民向けの人道
支援を実現します。

その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/infrastructure.html
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/environment.html

インド法人インダスインド銀行向け事業開発等金融
　―インドにおける日系農機メーカーのサプライチェーン強靱化を支援―
　 JBICは、インド法人インダスインド銀行（IndusInd）
との間で、日系農機メーカーの現地サプライヤー
およびディーラーが行う製造・販売事業並びに日系
農機の現地販売金融事業に必要な資金の貸付契約
を締結しました。
  インドの農機市場は、販売台数ベースで世界最大
規模であり、2023年にインドが人口世界第1位となる
中、インドでの食糧需要の急増に伴い、さらなる市場
拡大が見込まれています。日系農機メーカーは、その
成長性の高さや、グローバルサウス諸国等向け輸出
ハブとして、インドを重要拠点と位置付けています。
本融資は、インドにおける日系農機メーカーの製造・
販売活動全体に必要な資金の供給を行うことで、

現地サプライチェーンの強靱化を支援し、日本の産業
の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

092 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 093株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024



産業ファイナンス部門

4. 価値創造を支える事業基盤

094 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 095株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

　日本および世界を取り巻く環境は、米中対立やロシアのウクライナ侵攻、イスラエル・ガザ紛争などの

地政学リスクの顕在化に伴う分断された世界、地球規模での気候変動・食料不足や原材料価格の高騰、

金利の高止まりによる資金調達コストの増大、さらには世界的なインフレーションの進行など、先行き

不透明かつ困難な状況にあります。こうした困難な世界情勢の中、日本企業は、多くの産業に必要不可欠

な半導体の確保など安定したサプライチェーンの再構築や、地球温暖化防止と企業収益を両立させる

脱炭素社会の実現に向けた取り組みなど、極めて難しい課題に直面しており、こうした課題を克服していく

ためには、JBICを含む金融界の果たすべき役割もますます重要になってきていると感じています。

　こうした認識の下、産業ファイナンス部門は、日本産業界のニーズを的確に汲み取り、積極的なリスクテイク

を通じ、日本企業によるグローバルなサプライチェーンの強靱化・再構築のための支援により我が国の経済

安全保障に貢献しています。また、次世代技術獲得等に向けた海外M&Aに対する支援、グリーンファイ

ナンスなどを通じた地球温暖化防止に資する案件の支援、先端的・革新的な重要技術の開発支援を強化し、

日本の産業の国際競争力の維持・向上に取り組んでいます。

　さらに、各業界・産業のサプライチェーン拡充やカーボンニュートラルに向けた取り組みに関わる世界各国

のさまざまな情報を、JBICの持つグローバルなネットワークを活用しつつ収集・分析し、日本企業の皆さま

にタイムリーかつ的確に提供することを通じ、産業・社会構造の急激な変化の下でのダイナミックな海外展開

を支えていきたいと思います。

　日本企業の海外展開のプラットフォーマーとして、皆さまのご期待にお応えし、我が国の経済安全保障

や産業の創造的変革を後押しする存在になる、これが私たちの目指す姿です。

サプライチェーン強靱化により、我が国の経済安全保障に貢献

産業ファイナンス部門長　佐々木 聡（常務執行役員）

メッセージ

部門の概要
　産業ファイナンス部門は、産業投資・貿易部、中堅・中小企業ファイナンス室、船舶・航空部、および大阪支店の
4つの部署で構成され、日本企業の海外展開の戦略やニーズに応じた多様な金融手法を用いて、日本の産業の
国際競争力の維持・向上のため、以下のような取り組みを実施しています。
● 日本企業の国際競争力の維持・向上のために、中堅・中小企業を含む日本企業の海外展開や、船舶・プラント設備
　の輸出の支援
● 日本企業のグローバルなサプライチェーンの強靱化・再構築のための支援、次世代技術獲得などに向けた海外
　M&Aに対する支援
● グリーンファイナンスなどを通じた持続可能な未来の実現に資する案件の支援
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金利の高止まりによる資金調達コストの増大、さらには世界的なインフレーションの進行など、先行き

不透明かつ困難な状況にあります。こうした困難な世界情勢の中、日本企業は、多くの産業に必要不可欠

な半導体の確保など安定したサプライチェーンの再構築や、地球温暖化防止と企業収益を両立させる

脱炭素社会の実現に向けた取り組みなど、極めて難しい課題に直面しており、こうした課題を克服していく

ためには、JBICを含む金融界の果たすべき役割もますます重要になってきていると感じています。

　こうした認識の下、産業ファイナンス部門は、日本産業界のニーズを的確に汲み取り、積極的なリスクテイク

を通じ、日本企業によるグローバルなサプライチェーンの強靱化・再構築のための支援により我が国の経済

安全保障に貢献しています。また、次世代技術獲得等に向けた海外M&Aに対する支援、グリーンファイ

ナンスなどを通じた地球温暖化防止に資する案件の支援、先端的・革新的な重要技術の開発支援を強化し、

日本の産業の国際競争力の維持・向上に取り組んでいます。

　さらに、各業界・産業のサプライチェーン拡充やカーボンニュートラルに向けた取り組みに関わる世界各国

のさまざまな情報を、JBICの持つグローバルなネットワークを活用しつつ収集・分析し、日本企業の皆さま

にタイムリーかつ的確に提供することを通じ、産業・社会構造の急激な変化の下でのダイナミックな海外展開

を支えていきたいと思います。

　日本企業の海外展開のプラットフォーマーとして、皆さまのご期待にお応えし、我が国の経済安全保障

や産業の創造的変革を後押しする存在になる、これが私たちの目指す姿です。

サプライチェーン強靱化により、我が国の経済安全保障に貢献

産業ファイナンス部門長　佐々木 聡（常務執行役員）

メッセージ

部門の概要
　産業ファイナンス部門は、産業投資・貿易部、中堅・中小企業ファイナンス室、船舶・航空部、および大阪支店の
4つの部署で構成され、日本企業の海外展開の戦略やニーズに応じた多様な金融手法を用いて、日本の産業の
国際競争力の維持・向上のため、以下のような取り組みを実施しています。
● 日本企業の国際競争力の維持・向上のために、中堅・中小企業を含む日本企業の海外展開や、船舶・プラント設備
　の輸出の支援
● 日本企業のグローバルなサプライチェーンの強靱化・再構築のための支援、次世代技術獲得などに向けた海外
　M&Aに対する支援
● グリーンファイナンスなどを通じた持続可能な未来の実現に資する案件の支援
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4. 価値創造を支える事業基盤

事業環境認識（リスク・機会の認識）

　日本企業は、引き続き不確実性の高い事業環境に
置かれています。JBICが2023年12月に発表した
「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査
報告」において、各企業がどの国・地域に拠点を有する
かによらず、約9割の企業が、エネルギー、原材料、
部品などの世界的な価格高騰の影響を受けている
と回答しており、エネルギー使用の抑制や経費削減
等の対応を迫られており、物価高は、日本企業の海外
事業展開に影響を及ぼす重要な要素であることを
再認識する結果となっています。また、ロシアのウク
ライナ侵攻や米中対立の長期化、さらには2023年
に発生したイスラエル・ガザ紛争に伴う地政学リスク
の高まりによって、大企業を中心に原材料調達先の
見直しを図る動きも見受けられます。
　世界的には、欧米を中心に政府主導のデジタル・
トランスフォーメーション（DX)投資が推進されて
おり、産業のDX化の核となる半導体産業の重要性が

一層増しています。地政学リスクの高まりを踏まえた
サプライチェーンの再構築やDX・GXの潮流が新たな
投資機会を創出する中、日本企業は設備投資に加え、
M&Aを活用した海外事業展開を継続しています。
2023年の日本企業による海外M&A件数は、661件
と2022年に比して増加しており、1,000億円以上の
大型案件も増加するなど、世界経済の景気後退懸念が
和らいだこと等により、海外M&A投資の回復基調
が示されています。
　また、海運・造船業界および航空業界では、脱炭素
社会の実現に向けた取り組みを進めています。具体的
には、環境規則を踏まえた最新鋭の船舶の利用や新
燃料船の導入等に向けた開発の促進、省燃費性能の
高い航空機材の導入等に取り組んでいます。各国の
脱炭素社会の実現に向けた取り組みが加速化する
中で国際競争力を維持・向上させるため、こうした取り
組みの促進が喫緊の課題となっています。

不確実性の高い事業環境 　中堅・中小企業は大企業に比べて活用できる人材
や資金が限定的であり、海外事業展開においては
米ドルを主とした金利の高止まりによる資金調達
コストの増大等による影響への対応（例えばタイ・

バーツなどアジアの現地通貨建て借入）や、地政学
リスクの高まりを背景とするサプライチェーンの混乱・
寸断への対応（脱中国やベトナム・インドなど第三国
への移転など）などに大きく迫られています。

中堅・中小企業の事業環境認識

 日本企業による海外M＆Aの金額および件数の推移
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Ⅰ．持続可能な未来の実現
　再エネ、電動車・FCV、環境対応船舶・航空機、食糧、医療等に関連した地球規模大の課題解決に
資する案件を支援します。

Ⅱ．日本の産業の強靱化と創造的変革の支援
　日本の産業のサプライチェーンのボトルネック解消につながるような案件を支援します（半導体、
電動車、航空機部品等）。また、中堅・中小企業向け支援に関しては、地域金融機関を中心に、協力・提携
関係の拡張、強化、深化を進めることで、サプライチェーンの安定化にとって重要な中堅・中小企業や、
これからの活用が期待される技術力を持つ中堅・中小企業の海外展開を支援します。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　ウクライナ周辺国向けの日本企業の投資案件を支援します（周辺国向けエネルギートランジション
支援等）。

部門の戦略



096 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 097株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024

4. 価値創造を支える事業基盤

事業環境認識（リスク・機会の認識）

　日本企業は、引き続き不確実性の高い事業環境に
置かれています。JBICが2023年12月に発表した
「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査
報告」において、各企業がどの国・地域に拠点を有する
かによらず、約9割の企業が、エネルギー、原材料、
部品などの世界的な価格高騰の影響を受けている
と回答しており、エネルギー使用の抑制や経費削減
等の対応を迫られており、物価高は、日本企業の海外
事業展開に影響を及ぼす重要な要素であることを
再認識する結果となっています。また、ロシアのウク
ライナ侵攻や米中対立の長期化、さらには2023年
に発生したイスラエル・ガザ紛争に伴う地政学リスク
の高まりによって、大企業を中心に原材料調達先の
見直しを図る動きも見受けられます。
　世界的には、欧米を中心に政府主導のデジタル・
トランスフォーメーション（DX)投資が推進されて
おり、産業のDX化の核となる半導体産業の重要性が

一層増しています。地政学リスクの高まりを踏まえた
サプライチェーンの再構築やDX・GXの潮流が新たな
投資機会を創出する中、日本企業は設備投資に加え、
M&Aを活用した海外事業展開を継続しています。
2023年の日本企業による海外M&A件数は、661件
と2022年に比して増加しており、1,000億円以上の
大型案件も増加するなど、世界経済の景気後退懸念が
和らいだこと等により、海外M&A投資の回復基調
が示されています。
　また、海運・造船業界および航空業界では、脱炭素
社会の実現に向けた取り組みを進めています。具体的
には、環境規則を踏まえた最新鋭の船舶の利用や新
燃料船の導入等に向けた開発の促進、省燃費性能の
高い航空機材の導入等に取り組んでいます。各国の
脱炭素社会の実現に向けた取り組みが加速化する
中で国際競争力を維持・向上させるため、こうした取り
組みの促進が喫緊の課題となっています。

不確実性の高い事業環境 　中堅・中小企業は大企業に比べて活用できる人材
や資金が限定的であり、海外事業展開においては
米ドルを主とした金利の高止まりによる資金調達
コストの増大等による影響への対応（例えばタイ・

バーツなどアジアの現地通貨建て借入）や、地政学
リスクの高まりを背景とするサプライチェーンの混乱・
寸断への対応（脱中国やベトナム・インドなど第三国
への移転など）などに大きく迫られています。

中堅・中小企業の事業環境認識

 日本企業による海外M＆Aの金額および件数の推移
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Ⅰ．持続可能な未来の実現
　再エネ、電動車・FCV、環境対応船舶・航空機、食糧、医療等に関連した地球規模大の課題解決に
資する案件を支援します。

Ⅱ．日本の産業の強靱化と創造的変革の支援
　日本の産業のサプライチェーンのボトルネック解消につながるような案件を支援します（半導体、
電動車、航空機部品等）。また、中堅・中小企業向け支援に関しては、地域金融機関を中心に、協力・提携
関係の拡張、強化、深化を進めることで、サプライチェーンの安定化にとって重要な中堅・中小企業や、
これからの活用が期待される技術力を持つ中堅・中小企業の海外展開を支援します。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　ウクライナ周辺国向けの日本企業の投資案件を支援します（周辺国向けエネルギートランジション
支援等）。

部門の戦略
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4. 価値創造を支える事業基盤

米国法人 MGC Pure Chemicals America, Inc.　
テキサス工場（提供：三菱ガス化学）

被買収企業Fairfield Chemical Carriersが運航する
ケミカルタンカー（提供：商船三井）

ベトナム法人 FUJIX ELECTRONIC VIETNAM COMPANY 
LIMITED（提供：フジックス）

インドネシア法人PT. SHINWA PACKAGE INDONESIA
（提供：親和パッケージ）

三菱瓦斯化学(株)の米国法人が実施する半導体薬液の製造・販売事業に対する融資
　―半導体分野における日本企業によるサプライチェーン強靱化を支援―
　JBICは、三菱瓦斯化学（株）（三菱ガス化学）の米国
法人MGC Pure Chemicals America, Inc.（MPCA）
との間で、貸付契約を締結しました。本件は、MPCA 
が実施する半導体薬液※（超純過酸化水素および超純
アンモニア水）の生産設備の増設に必要な資金を
融資するものです。三菱ガス化学は、米国において、
半導体メーカー向けに半導体薬液の製造・販売事業
を実施しており、今般、半導体市場の長期的な成長に
伴う半導体薬液の需要拡大に備え、MPCAの生産
能力の増強を計画しています。本融資は、こうした
三菱ガス化学の海外事業展開への支援を通じて、
日本の産業の国際競争力の維持・向上に貢献する
ものです。

Project Highlight

(株)商船三井傘下のシンガポール法人MOL Chemical Tankers Pte. Ltd.による同国法人の
買収資金に対する融資
　―日本企業の海外M&Aを支援―
　JBICは、(株)商船三井およびシンガポール法人
MOL Treasury Management Pte. Ltd.との間で、
商船三井傘下のシンガポール法人MOL Chemical 
Tankers Pte. Ltd.（MOLCT）が、同国法人Fairfield 
Chemical Carriers Pte. Ltd.（以下「FCC」）を買収
するために必要な資金の一部について、融資契約を
締結しました。FCCは、シンガポールに本社を置く
ケミカルタンカーの専業運航会社で、ケミカルタン
カーの航路をグローバルに展開しています。
　MOLCTは、FCCの完全子会社化を通じて、保有
するケミカルタンカー船隊を大きく拡大するととも
に、新たな顧客基盤を獲得することで、さらなる事業
拡大および収益機会の獲得を目指しています。本融資

は、こうしたMOLの傘下企業による海外でのM&Aを
金融面から支援することを通じて、日本の海運事業の
国際競争力の維持および向上に資するものです。

(株)フジックスのベトナム法人設立に対する融資
　―電機・電子部品分野の日本企業によるサプライチェーン強靱化を支援―
　JBICは、(株)フジックスに対して、ベトナム法人
FUJIX ELECTRONIC VIETNAM COMPANY 
LIMITED（FEV）設立に必要な資金を（株）三菱UFJ
銀行との協調により融資しました。
　フジックスは、産業用ロボット向けのサーボモーター
やインバータ等に使用されるワイヤーハーネスやアルミ
ダイカスト製品等の製造・販売を手掛ける企業です。
世界的なFA（ファクトリー・オートメーション、工場
自動化）の需要の高まりに伴い、産業用ロボット等に
必要な電気部品への需要が拡大する中、2023年11月
にFEV を新設しました。本融資は、フジックスの海外
事業展開を支援するものであり、日本の産業の国際
競争力の維持および向上に貢献するものです。

親和パッケージ (株)のインドネシア法人が実施するコンテナ輸送用容器の製造・販売事業に
対する融資
　―中堅・中小企業の海外事業展開を現地通貨建てファイナンスを活用して支援―
　JBICは、親和パッケージ（株）のインドネシア法人
PT. SHINWA PACKAGE INDONESIA（SPI）との間
で、貸付契約を締結しました。本件は、SPIがインド
ネシアのカラワン県で行うコンテナ輸送用容器の
製造・販売事業を行うために必要な資金を融資する
ものであり、本融資はSPIの製造設備の増設に充て
られます。
　親和パッケージは、自動車・建機・産業機器・半導体
等の輸送に使われるスチール製コンテナ梱包材の
製造・販売を行う中小企業です。日系の大手鋼材メー
カー等の海外進出に合わせて、これまでタイおよび
インドネシアに進出し、海外事業展開を進めてきま
した。

　本融資は、こうした親和パッケージの海外事業展開
への支援を通じて、日本の産業の国際競争力の維持
および向上に貢献するものです。

その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/machine-equipment.html
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/manufacture-services.html
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/smes.html
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/marine-aero.html

※半導体製造プロセスのうち、シリコンウエハの洗浄、エッチング、フォトレジストの剝離等で使用される、半導体の製造過程で必要不可欠な
製品です。
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エクイティファイナンス部門

4. 価値創造を支える事業基盤

　国際社会は、VUCA（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性）の時代に突入し、地政学リスクの高まりも相まって、

企業を取り巻く環境の変化がかつてないほどのペースで進んでいます。日本企業にとっても、持続的な成長

のためのイノベーション創出に不可欠なGXやDXが急務となっています。

　このため、先進技術の獲得や新たなビジネスモデルの展開を目指す日本企業から、M&Aや海外展開に

取り組むに際して、エクイティを含むリスクマネーの供給がさまざまな場面で求められてきております。エクイ

ティファイナンス部門では、こうした日本企業のニーズに応えるべく、出資業務の強化に取り組んできました。

　2017年6月に設立した株式会社JBIC IG Partners（JBIC IG）との連携による取り組みも5つのファンドを

設立するに至り、今後もJBICグループとしてエクイティを活用した案件の組成や日本企業の海外ビジネス

支援に取り組んでいきます。また、2023年度の国際協力銀行法の改正により、スタートアップ企業を支援

する機能強化が図られており、イノベーション創出を支援する取り組みを強化していきます。

　我が国経済をより一層強靱なものとするためには、日本企業の有する技術・経験を活用した海外マーケット

への展開に加え、グローバルな視点で革新的技術を取り込み、ブレークスルーを実現していくことが極めて

重要です。JBICは、リスクマネーの供給といったファイナンス面のみならず、日本企業が取り組むさまざまな

投資案件やその形成において、投資先のみならず、合弁相手先である海外企業、さらにはホスト国に対する

レバレッジとして、JBICの有するノウハウやネットワーク、ブランド力を活用したアクションを通じ、我が国

産業の創造的変革に向け、日本企業のパートナーとしての役割を担っていきます。

イノベーション推進による、我が国産業の創造的変革の先駆として

エクイティファイナンス部門長　米山 泰揚（常務執行役員）

メッセージ

　エクイティファイナンス部門では、リスクマネー供給強化に対応するため、出資案件・証券化に関する業務を行って
います。
● 出資業務・証券化に関する業務
● 我が国企業によるM&Aや海外企業との事業提携等を出資により支援
● JBIC IGとの連携によるファンドを活用した出資業務
● 過去5年間の出資承諾実績額：約1,700億円（うち約1,400億円が環境・再生可能エネルギー分野）

部門の概要

100 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024
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100 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024 株式会社 国際協力銀行 統合報告書2024
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　JBIC IGは、海外のパートナーと連携して、組成するファンドに対し投資助言を行うことを通じ、海外企業に出資
を行っています。日本企業との共同投資や、日本企業と海外企業の橋渡しとしての役割を企図しています。
　代表的な取り組みとして、2019年1月にバルト地域のファンドマネージャーであるAS BaltCapとの間で北欧・
バルト地域におけるスタートアップ向け投資を行うベンチャーキャピタルファンドNordicNinjaを創設し、計20件
の投資を実行しました。2023年3月には後継ファンドとなるNordicNinja IIを設立し、投資対象地域を北部ヨー
ロッパ地域全体に拡大して投資活動を行っています。また、2023年5月には米国およびポーランドにてファンド組成
実績のあるff Venture Capitalと協働し、中東欧地域におけるスタートアップ向け投資を手掛けるベンチャーキャピ
タルファンドff Red & Whiteを新設しました。さらに2023年8月にはインドの政府系機関であるNational 
Investment and Infrastructure Fund Limitedと連携し、日印ファンド（India-Japan Fund）を立ち上げました。
　JBIC IGは、これらファンドからの投資先企業と日本企業とを引き合わせ、協業を促進する活動などを展開して
います。今後も、新たなファンドの組成を通じ、日本の産業界に付加価値を提供していきます。

JBIC IGのビジネスモデル

ファンド管理（GP）

投資
投資

業務提携and/or買収
対象企業・プロジェクト

LP出資

日本企業
海外投資ファンド

他のLP投資家

LP投資家

JBIC IGグループとして、海外のパートナーと連携し、組成する海外投資ファンドを通じて、海外企業に出資を行っていきます。

JBIC IG Partnersの投資ストラクチャー概要

　JBIC IGは、JBICと（株）経営共創基盤（IGPI）が2017年6月に設立した投資アドバイザリー会社です。日本の政策
金融機関であるJBICの国際金融に関する知見と、IGPIの長期的・持続的な企業価値・事業価値の向上を目的とした
ハンズオン型成長支援および投資事業に関する知見を組み合わせ、海外における事業機会を開拓し、規律ある投資
を通じて、日本の産業界と投資家に長期的・持続的な価値を提供することを目的とした会社です。

株式会社JBIC IG Partners(JBIC IG)概要

51% 49%

Mission
「当社は、海外における事業機会を開拓し、規律ある投資を通じて、

我が国産業と投資家に長期的・持続的な価値を提供することを目的とする。」

JBIC IG Partnersは、JBICとIGPIが設立した投資アドバイザリー会社です。

JBIC IG Partnersとは

▪日本政府100%出資の政策金融機関。
▪国際金融のプロフェッショナルとして、16の海外拠点
のネットワークを活用し、世界各国のプロジェクト向け
に14兆円近くの投融資残高を有する。

▪長期的・持続的な企業価値・事業価値の向上を目的と
するコンサル・投資ファーム。
▪経営のプロフェッショナル集団として、多数のハンズ
オン型成長支援の実績あり。

戦略パートナー

　日本政府が2023年6月に策定した「経済財政運営
と改革の基本方針2023」において、GX、DX、スタート
アップ推進や新たな産業構造への転換に加え、我が国
経済を強靱なものとする経済安全保障方針の推進が
謳われています。その具体策として、アジア・ゼロ
エミッション共同体（AZEC）構想の実現をはじめと
した対外経済連携の促進や技術と意欲ある企業の
海外展開促進のため、関係政府機関の活用を強化
していくものとされています。先進技術・新技術の
獲得や新たなビジネスモデルの展開を目指す日本
企業への支援強化は、日本政府の基本方針に沿った

ものであり、またその実現のために、リスクマネー
供給に対するニーズはますます高まりつつあります。
スタートアップ推進については、日本政府が2022年
11月に策定した「スタートアップ育成５か年計画」に
おいて、日本にスタートアップ・エコシステムを創出し、
日本がアジア最大のスタートアップハブとして世界
有数のスタートアップの集積地となること目指すと
されています。JBICとしては、こうした新たなニーズ
に対して特別業務の活用を含め対応するべく、態勢
整備に取り組んでいます。

事業環境認識（リスク・機会の認識）

4. 価値創造を支える事業基盤

Ⅰ．持続可能な未来の実現
　フレームワーク整備が先行する先進国における水素、蓄電池など次世代エネルギー事業、および新興国
における再生可能エネルギーや基礎インフラ事業などへの参入を目指す日本企業の戦略的取組に
対するリスクマネー供給を行っていきます。

Ⅱ．我が国産業の強靱化と創造的変革の支援
　日本企業が取り組む、グローバル/バリュー・サプライチェーン強靱化案件や革新的技術・事業獲得
を狙うM&A案件に対しリスクマネー供給を行っていくとともに、スタートアップ投資について、JBIC IG
を含むJBICグループとして、具体的投資案件の積み上げを通じて、グローバルなスタートアップ・エコ
システム参入や、我が国のスタートアップ・エコシステムのグローバル化を目指した取り組みを行って
いきます。

Ⅲ．戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供
　第5期中期経営計画の重点取組課題Ⅰ、Ⅱに関する新規投資案件組成に取り組むにあたり、我が国対外
経済政策の構築・実現を行うべく、多国間連携、国際機関連携も含め、JBICの機能を発揮していきます。

部門の戦略
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Project Highlight

　2023年8月、JBICは日印ファンドへの出資コミット
を行いました。JBIC IGがインドの政府系機関である
National Investment and Infrastructure Fund 
Limitedと連携し運営するファンドです。本ファンドは、
インドにおける再生可能エネルギー事業、電気自動車
関連事業、廃棄物処理事業および水処理事業等の
環境保全分野に加え、日本企業と協業する現地企業
あるいはプロジェクトを投資対象としており、日本
企業とインド企業の協業を促進することを目的として
います。
　インド政府は、2021年11月開催の国連気候変動
枠組条約第26回締約国会議（COP26）において
「2070年カーボンニュートラル」を宣言し、再生可能

エネルギーの導入や電気自動車の普及促進等の気候
変動対応を推進しています。また、2014年に公表
した「クリーン・インディア」政策等を通じて、廃棄物
処理や水処理といった国内の衛生問題の改善にも
継続的に取り組んでいます。
　また、多くの日本企業が不安定な世界情勢を受けた
サプライチェーンの分断に直面する中、インドは生産
拠点の移転先や新たな投資先として、近年経済成長
が著しく、巨大な市場を有するとして注目されています。
　JBICは、本ファンドの取り組みを通じて、インドに
おける環境保全や日本企業の国際競争力の維持
および向上に貢献していきます。

日印ファンド（India-Japan Fund）への出資

　その他の取り組みはこちら▶ https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/capital.html

調印式の様子
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（単位：百万円）

2013年度2012年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度（注）

（注）子会社であるJBIC IG設立に伴い、2017年度より連結財表を公表。

資産の部合計
　現金預け金
　有価証券
　貸出金
負債の部合計
　借用金
　社債
純資産の部合計
　資本金

16,346,047
723,189
227,201

12,655,401
14,004,734
8,407,707
2,711,377
2,341,312
1,360,000

14,430,245
837,986
122,181

10,555,128
12,083,506
7,234,598
2,215,962
2,346,738
1,360,000

18,463,816
850,496
261,786

14,432,949
16,003,296
9,425,316
3,049,490
2,460,520
1,391,000

17,580,622
1,220,187
236,602

13,540,661
15,108,255
9,438,450
2,668,558
2,472,367
1,391,000

18,571,673
1,526,209
281,249

14,309,138
16,064,061
9,908,705
3,301,565
2,507,611
1,683,000

18,012,060
1,751,287
351,605

13,513,680
15,465,589
8,370,758
4,392,597
2,546,471
1,765,200

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
17,648,951
1,191,463
367,026

13,576,561
14,962,287
7,574,713
4,583,492
2,686,664
1,785,300

17,337,510
1,544,838
358,748

13,133,980
14,223,458
6,786,499
4,886,646
3,114,051
1,883,800

16,873,323
1,233,919
272,359

13,556,815
13,832,426
6,651,321
4,964,965
3,040,896
1,963,800

18,429,429
1,451,153
328,053

14,759,174
15,526,462
7,554,208
5,634,984
2,902,967
2,023,800

20,157,883
2,193,775
347,087

15,587,788
17,208,488
8,513,677
6,191,755
2,949,394
2,108,800

21,657,108
2,565,369
340,203

16,423,476
18,672,083
9,193,988
6,636,856
2,985,025
2,211,800

経常収益
経常費用
経常利益
税金等調整前当期純利益
当期純利益
親会社株主に帰属する
当期純利益

226,100
134,741
91,358

ー
91,366

ー

217,291
153,708
63,583

ー
63,585

ー

257,252
136,755
120,496

ー
126,187

ー

240,005
197,276
42,728

ー
42,772

ー

294,656
253,118
41,537

ー
41,612

ー

390,060
327,996
62,063
62,065
62,064

62,081

479,113
426,085
53,028
53,034
53,030

53,022

485,856
369,071
116,784
116,801
116,775

116,740

284,742
240,369
44,372
44,382
44,337

44,290

313,480
296,089
17,391
17,394
17,345

17,299

659,923
503,404
156,518
156,532
156,518

156,585

1,133,061
1,069,795
63,265
62,371
62,316

62,342

営業活動による
キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー
財務活動による
キャッシュ・フロー
現金および現金同等物の
期末残高

151,011

△100,086

△31,712

42,367

13,826

△33,030

42,358

23,154

32,337

△19,356

△14,695

40,651

716,752

21,888

△63,698

715,594

86,879

△38,559

120,601

884,516

316,767

△ 33,263

61,591

1,229,610

△448,205

△ 36,062

△ 11,050

734,292

225,807

7,512

71,974

1,039,586

△354,995

75,141

21,544

781,277

△66,110

△25,412

38,116

727,871

411,380

△11,064

77,670

1,205,858

△306,770

24,483

23,053

946,624

5. データセクション

第2期中期経営計画 第4期中期経営計画第１期中期経営計画 第3期中期経営計画

12年間の主要財務データ
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（単位：百万円）

2013年度2012年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度（注）

（注）子会社であるJBIC IG設立に伴い、2017年度より連結財表を公表。

資産の部合計
　現金預け金
　有価証券
　貸出金
負債の部合計
　借用金
　社債
純資産の部合計
　資本金

16,346,047
723,189
227,201

12,655,401
14,004,734
8,407,707
2,711,377
2,341,312
1,360,000

14,430,245
837,986
122,181

10,555,128
12,083,506
7,234,598
2,215,962
2,346,738
1,360,000

18,463,816
850,496
261,786

14,432,949
16,003,296
9,425,316
3,049,490
2,460,520
1,391,000

17,580,622
1,220,187
236,602

13,540,661
15,108,255
9,438,450
2,668,558
2,472,367
1,391,000

18,571,673
1,526,209
281,249

14,309,138
16,064,061
9,908,705
3,301,565
2,507,611
1,683,000

18,012,060
1,751,287
351,605

13,513,680
15,465,589
8,370,758
4,392,597
2,546,471
1,765,200

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
17,648,951
1,191,463
367,026

13,576,561
14,962,287
7,574,713
4,583,492
2,686,664
1,785,300

17,337,510
1,544,838
358,748

13,133,980
14,223,458
6,786,499
4,886,646
3,114,051
1,883,800

16,873,323
1,233,919
272,359

13,556,815
13,832,426
6,651,321
4,964,965
3,040,896
1,963,800

18,429,429
1,451,153
328,053

14,759,174
15,526,462
7,554,208
5,634,984
2,902,967
2,023,800

20,157,883
2,193,775
347,087

15,587,788
17,208,488
8,513,677
6,191,755
2,949,394
2,108,800

21,657,108
2,565,369
340,203

16,423,476
18,672,083
9,193,988
6,636,856
2,985,025
2,211,800

経常収益
経常費用
経常利益
税金等調整前当期純利益
当期純利益
親会社株主に帰属する
当期純利益

226,100
134,741
91,358

ー
91,366

ー

217,291
153,708
63,583

ー
63,585

ー

257,252
136,755
120,496

ー
126,187

ー

240,005
197,276
42,728

ー
42,772

ー

294,656
253,118
41,537

ー
41,612

ー

390,060
327,996
62,063
62,065
62,064

62,081

479,113
426,085
53,028
53,034
53,030

53,022

485,856
369,071
116,784
116,801
116,775

116,740

284,742
240,369
44,372
44,382
44,337

44,290

313,480
296,089
17,391
17,394
17,345

17,299

659,923
503,404
156,518
156,532
156,518

156,585

1,133,061
1,069,795
63,265
62,371
62,316

62,342

営業活動による
キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー
財務活動による
キャッシュ・フロー
現金および現金同等物の
期末残高

151,011

△100,086

△31,712

42,367

13,826

△33,030

42,358

23,154

32,337

△19,356

△14,695

40,651

716,752

21,888

△63,698

715,594

86,879

△38,559

120,601

884,516

316,767

△ 33,263

61,591

1,229,610

△448,205

△ 36,062

△ 11,050

734,292

225,807

7,512

71,974

1,039,586

△354,995

75,141

21,544

781,277

△66,110

△25,412

38,116

727,871

411,380

△11,064

77,670

1,205,858

△306,770

24,483

23,053

946,624

5. データセクション

第2期中期経営計画 第4期中期経営計画第１期中期経営計画 第3期中期経営計画

12年間の主要財務データ



●モスクワ

●パリ
●イスタンブール

ロンドン●

●マニラ

●ワシントン

●
メキシコシティー

●
リオデジャネイロ

●
ブエノスアイレス

●ニューヨーク

ドバイ●

● ● ●：地域統括事務所

ニューデリー
●

北京
● ●

ハノイ●
バンコク●

シンガポール ●

ジャカルタ ●

シドニー
●

5. データセクション

●シンガポール駐在員事務所
（アジア大洋州地域統括）
9 Raffles Place,
#51-02 Republic Plaza,
Singapore 048619
Tel. 65-6557-2806
Fax.65-6557-2807

●北京駐在員事務所
2102, Tower C Office Building,
YINTAI Center,
No.2 Jianguomenwai Avenue,
Chaoyang District,
Beijing 100022, P.R.C
Tel. 86-10-6505-8989
Fax.86-10-6505-3829

●バンコク駐在員事務所
21st Floor, Park Ventures Ecoplex, 
57 Wireless Road, Lumpini, 
Pathumwan, Bangkok 10330, 
Thailand
Tel. 66-2-252-5050
Fax.66-2-252-5514

●ハノイ駐在員事務所
Unit 6.02, 6th Floor, CornerStone 
Building, 16 Phan Chu Trinh Street, 
Hoan Kiem District, Hanoi, Vietnam
Tel. 84-24-3824-8934 ～ 6
Fax.84-24-3824-8937

●モスクワ駐在員事務所
123610 Moscow,
Krasnopresnenskaya Nab.12,
World Trade Center,
Office No.905,
Russian Federation
Tel. 7-495-258-1832,1835,1836
Fax.7-495-258-1858

●パリ駐在員事務所
6-8, Boulevard Haussmann,
75009 Paris, France
Tel. 33-1-4703-6190

●イスタンブール駐在員事務所
Esentepe Mahallesi, Büyükdere 
Cad. No:199/95, Levent 199, Kat 
(Floor) 20-
34394 Şişli/İstanbul, Turkey
Tel. 90-212-337-4060

●ドバイ駐在員事務所
9th floor, West, The Gate Dubai
International Financial Centre,
P.O. Box 121300, Dubai, U.A.E.
Tel. 971-4-363-7091
Fax.971-4-363-7090

●ニューヨーク駐在員事務所
（米州地域統括）
712 Fifth Avenue 26th Floor,
New York, NY 10019 U.S.A.
Tel. 1-212-888-9500
Fax.1-212-888-9503

●ジャカルタ駐在員事務所
Summitmas II 5th Floor,
Jl. Jenderal Sudirman, Kav. 61-62,
Jakarta Selatan, Indonesia
Tel. 62-21-5220693
Fax.62-21-5200975

●マニラ駐在員事務所
11/F, Tower 1, The Enterprise Center,
6766 Ayala Avenue corner Paseo de
Roxas, Makati City, Philippines
Tel. 63-2-8856-7711 ～ 14
Fax.63-2-8856-7715, 7716

●ニューデリー駐在員事務所
306, 3rd Floor, World Mark2, 
Asset No.8, Hospitality District,
Aerocity, New Delhi-110037, India
Tel. 91-11-4352-2900
Fax. 91-11-4352-2950

●シドニー駐在員事務所
Suite 4102, Level 41, Gateway Tower, 
1 Macquarie Place, Sydney NSW 
2000, Australia
Tel. 61-2-9293-7980

●ロンドン駐在員事務所
（欧阿中東地域統括）
7th Floor, 80 Cheapside, London,
EC2V 6EE, U.K.
Tel. 44-20-7489-4350

●ワシントン駐在員事務所
1627 Eye Street, N.W., Suite 500,
Washington, D.C., 20006, U.S.A.
Tel. 1-202-785-1785
Fax.1-202-785-1787

●ブエノスアイレス駐在員事務所
Av. del Libertador No.498, Piso19,
1001 Capital Federal, Buenos Aires,
Argentina
Tel. 54-11-4394-1379,1803

●メキシコシティー駐在員事務所
Paseo de la Reforma 222-900B,
Col. Juárez, Del. Cuauhtémoc,
México D.F., C.P. 06600, México
Tel. 52-55-5525-6790
Fax.52-55-5525-3473

●リオデジャネイロ駐在員事務所
Praia de Botafogo, 228, Sala 801B, 
Setor A, Botafogo, Rio de Janeiro, 
RJ, CEP 22250-906, Brazil
Tel. 55-21-2554-2305
Fax.55-21-2554-8798

※2024年6月18日時点

※2024年7月1日時点

※2024年7月1日時点

名 称

本 店 所 在 地

資 本 金

出 融 資 残 高

保 証 残 高

職 員 の 数

株式会社国際協力銀行（英文名：Japan Bank for International Cooperation、 JBIC）

東京都千代田区大手町１丁目4番1号

2兆2,118億円（ 日本政府が全株式保有）

16兆8,287億円（2024年3月31日現在）

1兆5,264億円（2024年3月31日現在）

720人

JBICは国内に２拠点（東京本店と大阪支店）、海外に１８拠点、事務所を開設しています。

経営企画部

法務・コンプライアンス統括室

人事室

サステナビリティ統括部

調査部

● 海外
アジア大洋州地域統括
欧阿中東地域統括
米州地域統括

審査部

環境審査室

外国審査部

リスク管理部

エネルギー・ソリューション部

次世代エネルギー戦略室

鉱物資源部

電力・新エネルギー第1部

電力・新エネルギー第2部

社会インフラ部

産業投資・貿易部

中堅・中小企業ファイナンス室

船舶・航空部

大阪支店

エクイティ・インベストメント部

監査部

監査役室

財務部

管理部

IT統括・与信事務部

シンガポール※ 北京 バンコク ハノイ ジャカルタ マニラ ニューデリー シドニー

ロンドン※ モスクワ パリ イスタンブール ドバイ

ニューヨーク※ ワシントン ブエノスアイレス メキシコシティー リオデジャネイロ

※シンガポール、ロンドンおよびニューヨーク事務所は、アジア大洋州、欧阿中東および米州のそれぞれの地域統括事務所として、管轄地域における案件形成を支援しています。

財務・システム部門

資源ファイナンス部門

インフラ・環境ファイナンス部門

エクイティファイナンス部門

産業ファイナンス部門

審査・リスク管理部門

企画部門
● 国内
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本店／大阪支店

組織概要

組織図

国内・海外拠点
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● ●
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バンコク●

シンガポール ●

ジャカルタ ●

シドニー
●

5. データセクション

●シンガポール駐在員事務所
（アジア大洋州地域統括）
9 Raffles Place,
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Singapore 048619
Tel. 65-6557-2806
Fax.65-6557-2807

●北京駐在員事務所
2102, Tower C Office Building,
YINTAI Center,
No.2 Jianguomenwai Avenue,
Chaoyang District,
Beijing 100022, P.R.C
Tel. 86-10-6505-8989
Fax.86-10-6505-3829

●バンコク駐在員事務所
21st Floor, Park Ventures Ecoplex, 
57 Wireless Road, Lumpini, 
Pathumwan, Bangkok 10330, 
Thailand
Tel. 66-2-252-5050
Fax.66-2-252-5514

●ハノイ駐在員事務所
Unit 6.02, 6th Floor, CornerStone 
Building, 16 Phan Chu Trinh Street, 
Hoan Kiem District, Hanoi, Vietnam
Tel. 84-24-3824-8934 ～ 6
Fax.84-24-3824-8937

●モスクワ駐在員事務所
123610 Moscow,
Krasnopresnenskaya Nab.12,
World Trade Center,
Office No.905,
Russian Federation
Tel. 7-495-258-1832,1835,1836
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6-8, Boulevard Haussmann,
75009 Paris, France
Tel. 33-1-4703-6190
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Esentepe Mahallesi, Büyükdere 
Cad. No:199/95, Levent 199, Kat 
(Floor) 20-
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Tel. 90-212-337-4060
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9th floor, West, The Gate Dubai
International Financial Centre,
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Fax.971-4-363-7090
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712 Fifth Avenue 26th Floor,
New York, NY 10019 U.S.A.
Tel. 1-212-888-9500
Fax.1-212-888-9503

●ジャカルタ駐在員事務所
Summitmas II 5th Floor,
Jl. Jenderal Sudirman, Kav. 61-62,
Jakarta Selatan, Indonesia
Tel. 62-21-5220693
Fax.62-21-5200975

●マニラ駐在員事務所
11/F, Tower 1, The Enterprise Center,
6766 Ayala Avenue corner Paseo de
Roxas, Makati City, Philippines
Tel. 63-2-8856-7711 ～ 14
Fax.63-2-8856-7715, 7716

●ニューデリー駐在員事務所
306, 3rd Floor, World Mark2, 
Asset No.8, Hospitality District,
Aerocity, New Delhi-110037, India
Tel. 91-11-4352-2900
Fax. 91-11-4352-2950

●シドニー駐在員事務所
Suite 4102, Level 41, Gateway Tower, 
1 Macquarie Place, Sydney NSW 
2000, Australia
Tel. 61-2-9293-7980

●ロンドン駐在員事務所
（欧阿中東地域統括）
7th Floor, 80 Cheapside, London,
EC2V 6EE, U.K.
Tel. 44-20-7489-4350

●ワシントン駐在員事務所
1627 Eye Street, N.W., Suite 500,
Washington, D.C., 20006, U.S.A.
Tel. 1-202-785-1785
Fax.1-202-785-1787

●ブエノスアイレス駐在員事務所
Av. del Libertador No.498, Piso19,
1001 Capital Federal, Buenos Aires,
Argentina
Tel. 54-11-4394-1379,1803

●メキシコシティー駐在員事務所
Paseo de la Reforma 222-900B,
Col. Juárez, Del. Cuauhtémoc,
México D.F., C.P. 06600, México
Tel. 52-55-5525-6790
Fax.52-55-5525-3473

●リオデジャネイロ駐在員事務所
Praia de Botafogo, 228, Sala 801B, 
Setor A, Botafogo, Rio de Janeiro, 
RJ, CEP 22250-906, Brazil
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本 店 所 在 地

資 本 金

出 融 資 残 高

保 証 残 高

職 員 の 数

株式会社国際協力銀行（英文名：Japan Bank for International Cooperation、 JBIC）

東京都千代田区大手町１丁目4番1号

2兆2,118億円（ 日本政府が全株式保有）

16兆8,287億円（2024年3月31日現在）

1兆5,264億円（2024年3月31日現在）

720人

JBICは国内に２拠点（東京本店と大阪支店）、海外に１８拠点、事務所を開設しています。

経営企画部

法務・コンプライアンス統括室

人事室

サステナビリティ統括部

調査部

● 海外
アジア大洋州地域統括
欧阿中東地域統括
米州地域統括

審査部

環境審査室

外国審査部

リスク管理部

エネルギー・ソリューション部

次世代エネルギー戦略室

鉱物資源部

電力・新エネルギー第1部

電力・新エネルギー第2部

社会インフラ部

産業投資・貿易部

中堅・中小企業ファイナンス室

船舶・航空部
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エクイティ・インベストメント部

監査部

監査役室

財務部

管理部

IT統括・与信事務部

シンガポール※ 北京 バンコク ハノイ ジャカルタ マニラ ニューデリー シドニー

ロンドン※ モスクワ パリ イスタンブール ドバイ

ニューヨーク※ ワシントン ブエノスアイレス メキシコシティー リオデジャネイロ

※シンガポール、ロンドンおよびニューヨーク事務所は、アジア大洋州、欧阿中東および米州のそれぞれの地域統括事務所として、管轄地域における案件形成を支援しています。
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本店／大阪支店

組織概要

組織図

国内・海外拠点



JBIC本店
〒100-8144 東京都千代田区大手町1丁目4番1号
TEL : 03-5218-3100
FAX : 03-5218-3955
東京メトロ東西線「竹橋駅」 3b出口
東京メトロ「大手町駅」より徒歩５分
（法務・コンプライアンス統括室、IT統括・与信事務部、審査部、
環境審査室、外国審査部：
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-3-2 経団連会館 14階
東京メトロ「大手町駅」 C2b出口）

大阪支店
〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田2丁目2番22号
ハービスENTオフィスタワー23階
TEL : 06-6345-4100
FAX : 06-6345-4102
JR「大阪駅」桜橋口より徒歩2分
JR東西線「北新地駅」西改札より徒歩4分
阪神「大阪梅田駅」西改札、
Osaka Metro四つ橋線「西梅田駅」北改札より徒歩すぐ
Osaka Metro御堂筋線「梅田駅」南改札より徒歩5分
Osaka Metro谷町線「東梅田駅」北改札より徒歩6分
阪急「大阪梅田駅」中央改札口より徒歩12分

JR大
阪駅

大阪支店
（ハービスENTオフィスタワー23階）

大阪駅前
第一ビルハービス

OSAKA

ハービス
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ENT 

ザ・リッツ・
カールトン大阪 桜橋

大阪駅前西

大丸

南口

桜橋口

入口

入口
車寄せ

中央
南口

西梅田
スクエア

阪急百貨店

阪神前

阪神
大阪
梅田
駅

大阪駅前
曾根崎署

国道
2号線

阪神百貨店

大阪マルビル

ヒルトン大阪

梅田1

梅田2

梅田1東

大阪駅前南

JR東西線 北新地駅

地
下
鉄
御
堂
筋
線 

梅
田
駅

地
下
鉄
谷
町
線 

東
梅
田
駅

地
下
鉄
四
つ
橋
線 

西
梅
田
駅

阪神高速
ハービスENT
オフィスタワー

〒100-8144 東京都千代田区大手町1丁目4番1号
TEL : 03-5218-3100
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JBIC本店
〒100-8144 東京都千代田区大手町1丁目4番1号
TEL : 03-5218-3100
FAX : 03-5218-3955
東京メトロ東西線「竹橋駅」 3b出口
東京メトロ「大手町駅」より徒歩５分
（法務・コンプライアンス統括室、IT統括・与信事務部、審査部、
環境審査室、外国審査部：
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-3-2 経団連会館 14階
東京メトロ「大手町駅」 C2b出口）

大阪支店
〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田2丁目2番22号
ハービスENTオフィスタワー23階
TEL : 06-6345-4100
FAX : 06-6345-4102
JR「大阪駅」桜橋口より徒歩2分
JR東西線「北新地駅」西改札より徒歩4分
阪神「大阪梅田駅」西改札、
Osaka Metro四つ橋線「西梅田駅」北改札より徒歩すぐ
Osaka Metro御堂筋線「梅田駅」南改札より徒歩5分
Osaka Metro谷町線「東梅田駅」北改札より徒歩6分
阪急「大阪梅田駅」中央改札口より徒歩12分

JR大
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●この印刷物は、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づく
　基本方針の判断の基準を満たす紙を使用しています。

環境に配慮した植物油インキを
使用しています。
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